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は じめに

我国における経済 ・社会活動のあ らゆる分野において情報化が進 め られている中で、行

政機関の情報化は民間部門に比べ、依然 として遅れてい る状況にある。特 に、国民等に対

する行政 サー ビスの向上 という観点か らの情報通信ネッ トワーク技術の活用は不十分であ

る といわざるをえない。

この ような状況に対 して各界 か ら行政の情報化の推進が要請され、そのあるべ き姿に関

して様 々な提言がなされて きている。情報通信技術 が普及 ・定着 し、活用可能性が高まる

につれ、 それを行政サー ビスの質の向上に活用すべ きであるとい う意見が強 く出されるに

至 ったのである。従来の行政の情報化 がともすれば、事務処理の効率化 が中心 とされてき

た傾向があ る中で、情報通信技術の進展によって、 内部事務のコ ンピュー タ化 にとどま ら

ず、行政サービスの提供に関わる分野の情報化が現実的な課題 にな ってきた とい う背景が

ある。

国の行政機関においては、「行政情報化推進基本計 画」が策定 され、 これ に基づいて具体

的なプロジェク トが進め られるとい う方向が明 らかになっている。 この計画においても、

行政運営の高度化、効 率化 と併せ、国民サー ビスの向上を大 きな目標 に掲げてい る。行政

機 関におけるコ ンピュータ利用が開始 されてか ら四半世紀 を経過す る中で、この ように行

政 サー ビスの質の向上への情報通信技術の活用が提起 され たことはなかった といえる。そ

れだけに、行政 サー ビスへの情報通信技術、特 に、ネ ッ トワークの活用が期待 されるので

ある。

地方公共 団体における情報化は、国の行政機関以上に国民等 との接触が多 く、 それだけ

に国民に とっては身近 な行政サービスを受ける立場にある。その ことは、国の行政機 関以

上 に、行政サー ビスの向上には積極的であ り、それだけの努力が払 われて きた ところであ

るが、未 だ情報通信技術、特 に、ネ ッ トワー クを十分に活用す るには至膓ていないのが現

状である。

以上のような状況 において本調査研究では、行政の情報化の今後 の中心的な課題 となる、

情報通信技術、特に、 ネッ トワー クの活用 による行政サー ビスの向上を図るための方策及

びその推進のための課題 に関 して検討 を行い、行政情報化の今後の推進 に資することとす

る。本報告書が、今後 の行政の情報化の推進に寄与するところがあれば幸いである。

平成9年1月
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第1章 ネ ットワー クを活用 した行政サー ビス

1-1行 政情報化の進展 と行政サー ビス

1-1-1国 の行政情報化 と行政サー ビス

(1)行 政情報化推進計画の策定

① 経緯

1990年 代に入 り、情報 システムを巡る技術環境や経済社会全般 にわたる情報化は著 しい

進展 をみせて きた。すなわち、技術環境面 においては、ネ ッ トワーク化、 オープンシステ

ム化、ダ ウンサイジング化、 マルチ メデ ィア化などの変化が急激に進行 し、パソコンに代

表 され る機器の操作性 の向上や高機能化 ・低価格化が進んだ。その結果、 これまでの定型

的な業務 分野に加え、非定型的な様 々な業務分野へ も利用を拡大 し、パ ソコン等の情報通

信機器 を行政の組織活動 に不可欠 なものと して定着させる可能性 がでてきた。

また、経済社会の情報化 の面においても、民間企業では経営戦略や リス トラに応用す る

な ど、その企業経営の核 心的部分 にまで情報システム化が進行 し、国民生活において も、

パソコ ン通信や各種デー タベースを活用 した情報サー ビスが浸透 して きた。

これに比べ、国の行政機 関では、前述の とお り、組織内外の情報の流通は依然 として紙

がベースであ り、 しか も情報機器等の装備において も民間部門や諸外国の行政機関に比べ

立ち遅れていることが指摘された。 この情報化の官民格差は、そのまま効率やサー ビスの

格差につなが り、その ままでは行政が社会経済全体の足 を引っ張る可能性が危惧 され、行

政全体 の情報化の底上 げ、新たな展開が必要 との認識が各方面か ら高まったのであ る。

すなわ ち、我が国においてはバ ブルの崩壊後、91年 の後半頃か ら行政の情報化の促進 を

期待する声が高 くな り、1992年 か ら1993年 にかけて経済界 をは じめ とする各種の団体等

か ら公的分野の情報化投資を求め る意見要望が相次いだ。この間アメ リカでは、1993年2

月クリン トン大統領が情報基盤整備の基本方策を明 らかに し、 同年9月 にはさ らに具体 的

な情報スーパーハイウェイ構想が打ち出され、我が国でも大 きな論議を呼ぶ こととなった。

このような流れの中で、1993年6月 、産業構造審議会情報産業部会はその報告において

特にアメ リカや民間に比べ立ち遅れが著 しい分野 として、行政、教育、医療、研究等の公

共分野を挙 げてその情報化の推進を促す とともに、情報化 に向けた新たな社会資本整備 の

必要性 を強調 した。同 じく電気通信審議会提言で も、社会資本整備 の重要な要素 として情
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報通信基盤整備の促進が取 り上げ られた。また、同年7月 には、総務庁の行政情報化懇談

会が行政の情報化推進を、行政の事務 ・事業及び組織 を通ずる行政のシステ ムを改革する

ための重要なツール として位置付け、その新たな展開に向けて種 々の問題提起 を行った。

同年10月 、臨時行政改革推進審議会(第3次 行革審)は その最終答 申の中で、行政の情

報化 を行政改革の一環 として取 り上げ、そのたち遅れを指摘 して、行政情報化の政府全体

としての計画的推進、各省庁間の情報の総合的利用 と国民サー ビスの向上、情報化 に伴 う

行政の執務 システ ムの変革等を提言 した。

この行革審答申を受け、1994年2月 に閣議決定 されたいわゆる平成6年 度行革大綱 にお

いて、行政 の情報化の積極的な推進を図るため、政府 として中期的、計画的に取 り組む推

進計画を策定するこ ととされ、行政の情報化は、政府の基本的施策の一つ として位置付 け

られるに至 った。

政府は総務庁の調整の もと3月 から推進計画の策定 に入 り、1994年12月25日 の平成7

年度行革大綱において、「行政情報化推進基本計画」が閣議決定 された。行政機関 にコンピ

ュータが導入 されてか ら30年 以上になるが、政府の施策 として、中期的展望のもとに全省

庁を通 じ計画的に情報化を推進 することとされ たのは始めてであ り、まさに画期 的な進展

と言えよう。

このように、現在、行政の情報化が大き く推進 されてい る経緯をみると、行政 分野の情

報インフラの整備 が社会資本整備の新たな展 開 として取 り上げ られ、平成5年 度以降の補

正予算に組み込 まれるな ど、当初は経済対策 の一環 と しての性格が強かったのも事実であ

る。 しか し、欧米諸国等の先進的な情報化の状況、 また、我が国の官民情報格差 による民

間の負担軽減等が論議 され、行政情報化の立ち遅れている面が実態 として明確 になって く

るに伴い、情報通信基盤の整備 とともに、行政 の情報化は今後の我が国の社会経済の健全

な発展 と国民生活の向上にとって、欠 くことのできないステ ップと して推進され ることと

なった。

なお、1994年8月 、我が国全体の情報基盤整備についての施策 を総合的に推進するため

内閣に 「高度情報通信社会推進本部」が設置 され、1995年2月 、「高度情報通信社会推進

に向けた基本方針」が決定 されたが、 この中で も行政の情報化の推進は公的分野の情報化

の重要な柱 とされている。

② 行政情報化推進基本計画

政府 としての中期的な推進計画を策定するため、94年3月 に各省庁で了承された 「行政
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情報化推進計画作成要領」によ り、推進計画は平成7年 度 を初年度 とする5か 年計画であ

ってすべての行政機関を対象 とし、「基本計画」、「共通実施計画」及び 「各省庁別計画」か

ら構成 されている。

「基本計 画」は政府全体 としての取 り組み方針や整備方針 等を定めた基本的事項 と、 こ

れ に基づいて各省庁が共 同、分担 して実施 する共通実施事項等 を盛 り込んだものであ り、

上述の とお り、1994年12月 に策定 された。「共通実施計画」は基本計画の共通実施事項等

を実施す るためのもので、1995年3月 に策定 されている。 また、「各省庁別計画」は基本

計 画を踏 まえて各省庁がそれぞれ策定 するもので、平成7年 度内にすべての省庁が策定 を

終 えてい る。

行政情報化推進基本計画の概要は次のとお りである。

〔計画 目標〕

a情 報通信技術の成果を行政 のあ らゆ る分野に積極的 に導入

b情 報 システムの利用を行政 の組織活動に不可欠なもの として定着

cペ ーパーによる情報の処理か ら通信ネ ットワークによる電子化情報の処理へ移行

〔行政情報化推進のための整備方針〕

a情 報化の進展 に対応 した行政情報システムの整備

・行政情報の電子化 と高度利用

・行政情報の流通の円滑化 と総合利用

・行政サー ビスの高度化

・情報 システム及 び執務環境の高度化

・通信ネ ッ トワークの高度化

b情 報化に対応 した制度 ・慣行の改善

・行政内部の意思の伝達、決定 にかかわる制度 ・手続 き

・国民等 との間の事務 ・サー ビス手続 き

cそ の他情報化 を推進す るための基盤整備

・組織的基盤の充実

・人的基盤の充実

・予算及び調達の改善

なお、 これ らの各事項 について、各省庁 を通ずる共通実施 事項が、例 えば、省庁間電子

メールシステムの整備、データベースの所在案内システムの整備、通信ネ ットワー クによ
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[
る報道発表資料等の提供 システムの整備、情報提供 窓口の一元化 ・休 日サー ビスの実施等

のための制度面の検討、 ソフ トウェアの見積 り方策 に関す る指針 の策定等、具体的に挙 げ

られている。

以上のほか、総合的な行政サー ビス を確保 するための国 ・地方公共団体 を通 じた連携 ・

協力の在 り方の検討、推進計画の見直 し、進捗状況の公表などが取 り上げ られている。

③ 行政情報化推進共通実施計画

共通実施計画は、1995年 度か ら1999年 度にかけての計画期 間において、各省庁が共 同 ・

分担 して実施する事項 の実施手順やその内容等を定 めたものである。

基本計画に示 された方針 を受けて、情報システムの整備等に関す る事項、行政サー ビス

の高度化等に関する事項、情報システムの高度化等 に関する事項のそれぞれについて取 り

組みの方針 と実施 内容 を明示する とともに、各年度 ごとに重点実施事項を詳細 に挙 げるこ

ととしている。

情報システムの整備等 においては、省庁間情報流通の基礎 となる総合的な省庁間ネ ッ ト

ワーク、いわゆ る霞が関WANに よる電子メールシステ ムの整備を早急に進めるもの とし

ているほか、省庁間電子文書交換 システム、国会関係事務支援 システム等各省庁 に共通 す

る事務処理システム、 白書等行政情報データベース、ク リア リングシステム(所 在案内)

等の整備を図ることとしている。

行政サービスの高度化等については、国民等への情報提供 の高度化や行政手続 の効率化

等の行政サー ビスの質的向上 を図るため、行政機関のネ ッ トワーク と民間等のネ ッ トワー

クによる適切な情報交換手段 の整備、各種行政情報の電子的な手段 ・媒体による国民等へ

の提供、行政情報の社会的活用のためのク リア リングシステム(所 在案内)等 の整備、そ

の他電子化に対応 した制度 ・手続 の見直 し、検討 を行 うこととしている。

また、情報システムの高度化等 について、社会的基盤 としての行政情報システムの役割

の増大、エ ン ドユーザ ・コンピューテ ィングの進展、ネ ヅ トワークの広域化等に対応 した

実施事項が挙げ られてい る。

なお、共通実施計画は、行政 の情報化の進展 と今後の状況の変化 に応 じ、毎年度見直す

ものとされている。

④ 各省庁個別計画

基本計画に基 づいて25省 庁で策定された各省庁個別計画は、いずれも計画期間を1995

年か ら1999年 までの5か 年 と し、この間にそれ ぞれの省庁で推進する情報 システムの整備
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等の事項 を明確に してい る。

現在、実態 として各省庁 の情報化の進展状況 には、あ る程度の格差 があるため、計画の

内容もその レベルはさまざまであるが、総体的 に各省庁が 目標 と して挙げ、推進を図ろう

としている特徴的な問題は次の とお りである。

*情 報化基盤の整備 として、すべての省庁において職員一人一台のパ ソコン利用環境の

整備 と省庁内LANを 構築する。地方支分部局をもつ省庁 では、本庁 ・地方間の通信

ネッ トワー クの整備 も推進する。

*行 政情報の電子化 ・高度利用 について、電子決裁制度の採用、電子 メールの活用、文

書の電子的保存、 さらに広報資料、刊行物、 白書 ・年次報告書及び統計資料等の電子

的手段による提供 とともにク リア リングシステム(所 在案 内)を 整備 する。

*行 政情報の流通の円滑化や総合利用 に関するものとして、霞が関WANへ の参加 など

他省庁 とのネッ トワーク、インターネ ットの活用、データベースの整備を進める。

*行 政サービスの高度化については、情報提供機能の強化 の外、許認可 申請手続のペー

パー レス化、法定保存文書の電子化などを進める。

*固 有の1青報システムについても、よ り効率的かつ効果的な整備 を促進する。

以上 のように、各省庁の個別計画においては、行政運営の質の向上 と国民へのサー ビス

の向上 を目指 して、強力に情報化の推進を図ろうとする姿勢が明確 となっている。

(2)行 政情報化の進捗状況

「基本計画」は、①行政情報化推進の理念、計画目標、②情報化推進基盤 の整備方針、

③共通実施事項、④推進体制の充実強化、⑤ 地方公共団体 との連携 ・協力、⑥推進計画の

見直 し及び進捗状況の公表か ら構成 されている。 この基本計画の要点は以下の とお りであ

る。

① 「情報化推進の理念」

行政情報化は、「行政 のあ らゆ る分野において情報通信技術の成果を普遍的に活用 し、行

政の質の高度化、国民サー ビスの質的向上を図るこ とを目的 とす るものである。」と規定 す

るとともに、行政情報化 を 「行政の事務 ・事業及び組織 を通 じるシステ ムを改革するため

の重要な手段 として位 置付 け、その積極的推進を図ることによ り、国民の立場に立 った効

率的 ・効果的な行政の実現 を目指 す。」 としていることである。

これは、 ともすると業務量の増大 に伴 う人的 ・物的資源の制約の打開 とい う受け身の観



点か ら捉 え られて きた従来の情報化を、行政の質 と国民サー ビスの向上 を図るための積極

的戦略 として規定 し直 したこ とを意味する。

また、従来の行政組織の再編や公務員の定員削減等 という形で表現される行政改革 を「ハ

ー ドな行政改革」 とすれば、情報化 により、仕事のや り方 を変え、効率的で効果的な政府

をつ くるとい う、いわば 「ソ フ トな行政改革」 とも位置付けてい るものである。

② 「情報化推進基盤の整備方針」

整備方針 において、機器 ・システムの整備のみな らず、制度 ・慣行の改善や関連する基

盤整備など、以下の6つ の柱で総合的に取 り組むこととしていることである。

1)「行政情報の電子化 と高度利用」の視点か ら、省庁内において、事務処理に伴って発生

する情報の広範 な電子化 と、一般行政事務における文書の作成 ・保管 ・伝達等の事務処

理の総合的な情報 システム化の推進。そのために必要なパ ソコ ン一人一台環境の整備 と、

LAN構 築の推進。

2)「行政情報の流通の円滑化 と総合利用」の視点か ら、現在、文書やFAXに よっている

省庁間の情報流通 を電子メール等に移行する とともに、各省庁で電子化 した情報を全省

庁で総合的に利用するための基盤整備である、各省庁のLANを 接続 する省庁間WAN、

いわゆる 「霞が関WAN」 の構築や、データベースネ ッ トワー クのためのデータ形式 ・

データコー ド等の標準化 の推進。

3)「情報提供サービス等の高度化」の視点か ら、国民 ・企業等に対 して、これ までの冊子 ・

文書等 による情報提供か らCD--ROMや オ ンライ ン等電子媒体による情報提供 を推進

するとともに、公開 している情報の所在案内システムの整備や、情報通信技術 を活用 し

た情報提供窓口の一元化、取扱時間の延長等の推進。

4)「行政手続等の迅速化 ・高度化」の視点か ら、現在、一部で しか実施(特 許ペーパー レ

スシステム、建築確認 申請)さ れていない、国民 ・企業等 との間の申請 ・届 出 ・報告 ・

相談等業務の電子化 ・オンライン化の推進や行政機 関の所管 を越えた取扱等窓 口事務手

続の簡便化の調査研究。

5)「制度 ・慣行の改善」として、1)～4)ま での事項を効果的に推進するために必要な事務処

理規程、文書管理規則等 の改正や、文書の公印 ・契印の取扱、電子化 された情報の原本

性の問題など各種制度面の検討。

6)「その他基盤整備」として、庁舎のインテ リジェン ト化等施設面の対応、新技術の蓄積 ・

普及、組織的 ・人的基盤 の充実。
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③ 省際的課題

各省庁単独ではなかなか進展 しない省際的課題 を、 この種閣議決定 レベルの計画 として

は、あま り例のない程具体的に記述 し、 しか も共通実施計画 と して、その実施手順、内容

を明確に して推進 していることである。

1)情 報 システムの整備面 において、各省庁のLANの 整備 と並行 し、それ らを接続する霞

が関WANの 整備 をベースに、そのWANを 利用するアプ リケーションである省庁間電

子メールシステム、省庁 間電子文書交換 システム(現 在13,000件/日 と言われる省庁

間の公文書等の交換 を電子的に行 うもの)、 国会関係事務支援 システム(国 会の各委員

会等の開催 日程、質問者 リス ト、 レク時間、通告省庁等の情報 を伝達するもの)、 各省

庁共通保有情報(白 書 ・年次報告書、調査研究報告書等)の データベースシステム、公

開情報の所在案内システムなどの整備。

2)情 報化 に対応 した制度 ・慣行等の改善面 において、申請 ・届 出等手続 の見直 し指針、文

書管理規則の見直 し指針、文書交換の省庁間取決め、行政情報の民間提供要領などの策

定。

3)情 報システムの高度化 ・効率化面において、システムの安全性 ・信頼性の確保指針、

施設面の環境整備指針な どの策定や、各種 コー ド・データ項 目等の標準化、マルチメデ

ィア等新技術 に対する研究普及。

(3)平 成8年 度 までの進捗状況

① 各省庁の情報化推進 の動向

現在、行政の情報化は、「行政情報化推進基本計画」に基づ き、各省庁の整合性 を取 りつ

つ進める共通実施 計画及び各 省庁個別計画 により推進されている。各省庁 における最近 の

情報化推進の概況 をみれば以下 のとお りである。

1)事 務システムの情報化

パ ソコンLANの 省庁 内にお ける利用 としては、グルー プウェアの導入 による電子メー

ル、電子掲示板、文書の電子 ファイル共有などのほか、電子会議や電子決裁 さらに電子 申

請の受理 ・登録等 さまざまな形態がとられている。インターネッ トについて もすでにほ と

んどの省庁が接続済みである。 また、 い くつかの省庁 においては、光 ファイ リングデー タ

ベースシステムを導入 し、 データの共有、検索、ペーパ レス化を図ってい る。

このほか、さきに述べ た 「霞が関WAN」 の利用によ り各省庁間の情報交換、情報の相
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互利用が活発に行われてきつつある。 しか し、全体的に見 て事務 システム面での電子化、

ペーパ レス化はパソコンLAN等 の基盤整備がようや く整 った段階で もあ り、 これか らの

事務 システムの検討を含めて今後の進展 に待つ ところが大 きい。

2)行 政サービスの高度化

行政の情報化 によるワンス トップ ・サー ビスや ノンス トップ ・サー ビスなどのサー ビス

改革の実現については今後に待つ ところが大 きいが、最近各省庁 においては行政 サー ビス

高度化の一環 として、電子媒体 による国民等への情報提供の進展が著 しい。また、 申請 ・

申告等の電子化 ・オンライン化 についても積極的な取 り組みが行われている。

3)イ ンターネ ヅト等による情報提供

1995年 以降各省庁ではイ ンターネ ヅ トにホームページを開設 して、組織概要、政策広報

資料、 白書 ・年次報告書等の要 旨、統計資料、調査研究の成果等 を広 く一般 に情報提供す

る動 きが活発にな り、1996年3月 では25省 庁のうち13省 庁が開設 ・運用 を行い、1996

年度中には20省 庁 とほ とん どの省庁がイ ンターネッ ト上 にホームページを持つこととな

っている。

また、MFTY・ServeやPC・VANな どの商用パ ソコン通信 を通 じて、広報資料や報道資

料あるいは統計資料、各種審議会の議事要 旨等 を提供する省庁 も増加 し、すでに15省 庁が

これによる情報発信を行 っている◇さ らに、各省庁 の保有する行政 データベースを社会的

活用のためパソコンネ ッ トワー クを通 じて一般 に提供するものも、総務庁 の法令データベ

ースや経済企画庁の経済統計指標 データベースなどにみ られるように増加 してきている
。

4)CD-ROMに よる資料提供

これまで専 ら印刷物で提供 して きた各省庁の 白書等を、CD・ROM等 の電子媒体で提供す

る省庁が増加 している。すで に、経済 白書、科学技術 白書、環境 白書、教育 白書、通商 白

書、通信 白書など10省 庁が提供 を始 めてお り、1996年 度には防衛庁、農林水産省、労働

省及び建設省においても準備、検討 を行っている。

行政機 関の刊行物や資料が紙に印刷 されたものだけでな く、電子媒体 を含め多様な媒体

で提供 され る動 きが各省庁 において ます ます拡大 してい くことは確実である。

5)申 請 ・申告手続の電子化

申請 ・申告手続の電子化では、先行 的な ものとして特許庁 の電子 出願制度があ り、建設

省の建築確認 申請のFD受 付、厚生省 の医薬品等の承認許可にかかわるFD申 請、郵政省

の無線免許の電子手続化な どもすで に実施 されているが、行政全体 でみ ると、約7,700件
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とされる手続の うち110件 程度 しか電子化、オンライン化が図 られてお らず、今後の展開

を期待す るところが大 きい。 しか し、 これの推進は行政 サービス向上の見地か ら行政情報

化の重要 な課題 とされてお り、各省庁で も実施 に向けての見直 しが行われているため年々

適用範囲が拡大 してい くことは確かである。

最近改善が図 られた主な事例 としては、通商産業省が電気事業法、熱供給事業法、ガス

事業法等、所管法律の一部の申請手続等について電子化 を可能 にする省令改正やシステム

の整備 を行っている。 また、郵政省では、所管省令で提 出することとされている書類の一

部について磁気デ ィスクによる提 出を可能 とする省令改正 を行 っている。建設省で も特殊

な車両の通行の許可等 の申請 に係 る書類の一部 について、FDに よる提出を可能 とするよ

う関係省令の改正 を行 ったほか、道路 占用許可 申請業務 についてオ ンライン電子 申請方式

を1999年 度 に開始するため検討を進めている。

1-1-2地 方公共団体の情報化 と行政サー ビス

(1)全 般的状況

地方公共 団体 における行政の情報化は、ネ ヅ トワークのイ ンフラ整備 によって構造的な

変化 を起 こしている。 すなわち、ネ ッ トワーク化によ り、各部門の業務活動や住民サー ビ

スについて、横 の連携 が取 りやす くな り、全体 として有機的な活動が促進 できることとな

っているのであ る。実際、1990年 代後半 になって、新たな情報通信技術の進展 に伴い、窓

口サー ビスの広域化 ・自動化、インターネ ッ トによる行政情報の提供、電子メールによる

コ ミュニケーションの推進な ど、新 たな住民サービスに直結する情報化への展開が求め ら

れるようになって きている。 このよ うな変化 に適切に対応 してい くことは、今 日の地方公

共団体の行政情報化の課題 といえよう。

(2)窓 口サー ビスの新展開

情報 ネ ッ トワーク化 によ り、行政 の窓 口サー ビスのあ り方が、大 き く変ろうとしている。

これまでの広域的処理は、ごみ処理、病院、福祉施 設等、規模の利益 を追求 したものであ

った。 しか し、今後の広域的処理は、窓 口サー ビスの改善 が期待 されている。ネ ッ トワー

ク化の進展 に伴い、住 民が行政サー ビスを受けるために、庁舎に赴 く必要性の見直 しとい

う観点がでて きている。各種証明書の 自動交付 システムやICカ ー ドの導入がなされてい

る所以で ある。また、 国、都道府県、市町村、民間などの障壁 を克服 して、統一的なサー
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ビスが行える環境条件 は整いつつあ り今後、行政の窓口サー ビスは情報ネ ッ トワーク化の

影響を受け、「シーム レス ・サー ビス ・インテグ レー ション」の方向に進んでい く傾向にあ

る。

(3)情 報化推進計画の必要性の増大

このように地方公共 団体における情報化は、行政 目的実現 のための内部事務処理のみで

な く、地方公共団体の情報化 の対象 を政策課題の なかか ら、 どう選択するかが重要 な課 題

となって きてい る。そのためには、組織的かつ計画的な情報化の取 り組みが必要 とされ る

に至っている。

計画の形態 としては、一般に社会システムにかかわ るものは、地方公共団体の基本構想

や長期計画、更 には総合実施計画の 中において示される。それ らは、情報化が具体的な政

策課題に対 して、 どの ような役割を果た してい くか を明確 に示すこととなる。このような

取 り組みによ り、は じめて行政政策 と情報化推進計画 との一体化 を図ることがで きる。 こ

れ らの計画は、情報システムの将来構想 と計画期間 における情報システムの開発の整合性

を持たせ るとともに、全庁的にバ ランス良 くかつ効率的に進めることを目的に編成 されな

ければならないものである。

(4)個 人保護制度 の確 立

情報ネ ヅトワー ク時代 を迎えて、現在の地方公共 団体における個人情報保護制度は、い

くつかの重要な課題 を抱えてい る。

① 個人情報保護条例の制定状況

個人情報保護条例の制定状況は、平成8年4月1日 現在で1,202団 体あるが、それは全

市町村の32.6%に とどまってお り、約2,000団 体が未制定 となっている。個人情報保護条

例を制定 してい る団体 と未制定の団体が混在 していることは、広域的窓口サービスの展 開

にあた り、管理運営上での支障が生ずることは明 らかである。すなわち、広域行政サー ビ

スを実施 するには、 当該地方公共 団体 は、ほぼ同一の規定水準で条例を整備 している必要

があるのである。情報 ネッ トワーク時代 における地方公共団体の行政には、 この個 人情報

保護条例は不可欠の ものであ り、一刻 も早 くこのア ンバランスの解消に関係機関が努力す

べ きであろう。

② オンライ ン結合禁止条項
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オ ンラインによる他 団体 との結合禁止 を規定 している地方公共 団体が条例を制定 してい

る全団体の74.8%に 達 してい る。なお、 この場合、絶対的禁止 としているところと、審議

会に諮問 してその答 申によ り可能 としている ところがあ るが、この規定は、ネ ッ トワー ク

による広域行政サー ビスの提供の支障 となっている。

また、阪神淡路大震災の ときの被災者の氏名をインターネ ッ トを用いて発信 し、多 くの

方々か ら評価 された事情がある。個人情報保護条例 を理 由に同様な発信を行わなかった ら

非難されたであろう。絶対的禁止の条例を有する地方公共 団体は、至急再検討が必要であ

る。

③ 個人情報の範囲

個人情報の範 囲について再検討が求め られている。個人情報は、個人生活に関 し特定の

個人が識別され うる情報で記録されているものを指す。学校教育で の児童生徒 がコンピュ

ータのサーバー上 のホームペー ジに、 自分のプロフィールを作 りインターネ ヅ トにより発

信 した場合は、個 人情報 とみ なすのか。今後 インターネヅ トの普及 によ り、災害時の被災

者の状況や教育上 の発信 が行われることは、容易に予測 される。 このためにも情報ネ ッ ト

ワーク時代に適合 した、個人情報保護制度のあ り方の再点検が期待 されるところである。

1-2ネ ッ トワー クによる行政サー ビスの動向

最近、行政の情報化 に関する議論が賑やかに行われてい る背景 には、社会 において情報

化が進むなかで、官庁 の情報化の遅れが顕著 になってきたとい う点がある。この ことは、

2つ の意味を持つ。すなわち、官民の情報化の進展の差が、両者の接点 における不合理さ

の原因となってい ること、行政 の情報化のメ リッ トが国民 の便益 として現れてこないこと

の2点 である。現在、行政の内部 においては「行政情報化推進基本計画」に基づき、行政の

情報化が進められてい るこ とは既述の とお りであるが、その場合、上記の2点 を視野に入

れた情報化が図 られなければな らない と考え られる。なぜな らば、行政の情報化は、行政

の本来的な任務である行政 サー ビスの質を向上させるためにあるのであるか ら。

以上のような観点か ら、本節では官民接点における情報化 による行政サービスの提供 に

関する現状及び考え方をまとめる。

1-2-1行 政サー ビスへのアクセスの改善

現在、国民が行政 のサー ビスを受けるためには、国民が行政のサー ビス提供場所へ赴 き、
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申請することが普通で ある。社会 一般 において、ネ ッ トワークの普及 による情報化のメ リ

ッ トを享受することが追求され、サー ビス向上が争 われている中で、行政のサー ビス提供

形態は旧態依然 として いる。それは行政サー ビスが公共性 とい う民間にはない難 しさを有

しているため止むない ということでは済まされな くな りっっある。行政サー ビスの改革 を

実現するためには、この伝統的な行政 サー ビスへのアクセスの改善か ら開始 しなければな

らない。この官民の接点 ともい うべ き行政サー ビスへのアクセスに関 して、ワンス トップ ・

サー ビス、ノンス トップ ・サー ビス及 びマルチアクセス ・サー ビスの3つ の形態 をまとめ

ることとする。

(1)ワ ンス トップ ・サー ビス

行政サー ビスを受けようとす る国民 にとって、行政の事務分掌 自体は意味がない。求め

られるのは、身近で便利な1つ の役所で、一連の複数サー ビスが受け られることであ り、

その個々のサー ビスが どの役所のいかなる権限に属するのかは関知 しな くて よい。ワンス

トップ ・サービスは、個々の役所の権限を超えた行政サー ビスの提供 によって、行政の本

来の受益者である国民の現実的な要求 に応 えようというものである。責任所在の明確化 を

強調する日本の行政 の仕組みの中で、 このワンス トップ ・サー ビスの実現はおよそ困難で

あるとされてきたが、税務事務処理 における国、県、市町村間の情報の共有、 自動車登録

データの陸運事務所 と県の自動車税の連携の例の ように、ネ ヅ トワーク化はされていない

が、既 にこの形態のサー ビスは実現 してお り、根本的な問題はないと考 えられ る。

① 窓口の一本化

このワンス トヅプ ・サー ビスは古 くか らの課題 であ り、なお今 日的テーマでもある。例

えば、昭和20年 代半ばか ら行政事務の改善活動の1つ と して窓口の一本化がいわれ、窓口

が分散 しているための国民の不便不都合 を解消する努力が払われて きているし、許認可事

務の簡素化 において も、関係機関への申請の一元化は議論の対象 となって きた。 これ らワ

ンス トップ ・サービスの実現 を困難に して きた運用上の問題は、行政 における情報技術の

利用の普及で解決 しつつある。後 は、制度、手続面の整備、 さらにいえば考え方の転換が

必要であろう。

古典的な窓 口の一本化では、結果的 に案内サービスの一元化 に とどまる傾向があった。

しか しなが ら、最近、行政サー ビスの一元化 ・総合化 として、実質的なワンス トップ ・サ

ー ビスの提供が開始されつつある
。そ こでは、情報技術の活用が大 き く、それに伴 う組織
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体制、事務分掌、手続 の変更が行われ、実現に至 っている。

② 住所変更届の一元化

住所変更届の一元化は、 ワンス トップ ・サービスの代表例であ る。住所 変更を報告 しな

くてはな らない役所の数は多 く、それ らは異なる場所に設置 されていることが普通である。

個人にとって住所変更はそれほ ど頻繁 に起 きることではないかも しれないが、全国規模で

考 えると、年間数百万件の住 所変更があ るとされ、個々に届 けなければな らないことによ

る時間的ロスは、国全体 として経済的な損失で もある。

この住所変更届 を、国民 にとって一番身近な役所に一度提 出すれば、必要な部署、機 関

のデータを変更 して くれることの利便性は計 り知れない。市町村では、住民基本台帳の記

載事項を変更すれば、個人情報の利用 ・提供制限に関する規定や業 務処理方式の特徴によ

り、市町村 によって異なるが基本的には、その他の業務において も自動的 に変更された住

所 を利用 することがで きる。 この仕組み を拡張すれば、情報技術 を活用 した 自動住所変更

システムは可能であ り、例えば、 シンガポールでは、ワンス トップ住所変更サー ビス とし

て、既に実施 されてい る。

③ 住所 変更データの市町村間伝送

大半の市町村で住民基本台帳のコンピュータ処理が行われてい るにもかかわ らず、それ

らが相互 に接続 されていない ため、通常、以下のような6つ のステ ップを要 している。

1)国 民

2)転 出市町村

3)国 民

4)転 入先市町

5)転 入市町村

6)転 出市町村

:市 町村 に出頭 し、転出届を提出

:住 民情報 システムから、データを出力 し転 出証明書を発行

:転 入先市町村 に出頭 し、転出証明書 とともに転入届を提出

:転 入届 データを住民情報システムへ入力

:当 該住 民の転入を転出市町村へ報告(郵 送)

:上 記報告 に基づ き住民情報システムのデー タ(既 に転出処理済)を

確認

以上のステ ップの うち、転 出市町村のデータが転入先市町村へ伝送 されれば、1)～2)の

手続は自動的に実行され、国民は引っ越 し時に転出、転入先の両方 の市町村を訪問する必

要はな く、転出市町村 だけに届 ければ済む こととなる。転入先市町村で も住民ファイルへ

の入力が容易である と考え られる。本人確認の問題が解消 されれば、国民が転出市町村へ

出向かずにファクシ ミリ等で届 けることだけで、1)か ら6)の 一連の手続 を完 了することも

可能であ る。 この住所変更デー タの伝送 と、上記のワン ・ス トップ住所変更サー ビスが統
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合 されれば、そのメ リッ トはさらに大 きいもの となる。

④ 許認可申請の一元化

許認可に係 る申請事務 の負担軽減 の方法 として、許認可等の 申請の一元化が挙げ られる。

例えば、マレー シアでは、ホテル開設 に伴 うライセンス取得のために、複数省庁に対 し、

内容がほ とんど同様の10数 件の 申請書が必要であるが、現在、これ らの申請 を、1つ の省

庁の窓口への提出で済ませ ることがで きるよ う、情報技術 を活用 した仕組みを構築 しつつ

ある。

日本では、複数省庁 の権限に係 る許認可の場合、1つ の機 関が他省庁 の申請 まで受ける

ことは、所掌権限上不可能 とされ る。 しか しなが ら、情報技術 を活用 して関係省庁 間にデ

ータを転送することによって、受付 を一元化 し、審査結果 もまとめて回答することは可能

であろう。その場合、単 に受付 を一元化にするだけではな く、 申請内容 ・様式の標準化 を

伴 う必要がある。例えば、1つ の案件で複数の機関 に許認可を申請 しなければな らない場

合、各々の申請文書に記載すべ き事項 を最大公約数 として標準化すれば、 申請者側 は同一

内容の書類 を1か 所 に提 出することで済むことになる。

⑤ 業者登録の一元化

政府調達に関する業者登録 の一元化 も同様に期待されるサー ビスである。複数の省庁へ、

ほぼ同一の内容の書類 を作成 し、登録 している業者は少な くない。 ここで も、登録申請書

類の記載内容の標準化、 申請窓 口の一元化 または、1か 所 に申請すれば他の省庁に申請す

る必要がない とい う仕組み、ワンス トヅプ ・サー ビスの可能性が追求されるべ きである。

⑥ 照会 ・意見 ・要望等提出窓 口の一元化

行政施策 に関する意見、要望、個 々人の行政サー ビスに対す る相談について、情報技術

を活用 したワンス トヅプ ・サー ビスの実現 も検討 されるべ きである。 ファクシ ミリやパソ

コン通信等を活用 して、照会、意見、要望、相談等 を受ける窓 口を一元化 してその窓 口で

極力回答 し、問題 によっては、 しかるべ き部 門が作成 し、本人 に送 るという仕組みがあれ

ば、いわゆるた らい回 しや、 どこに何 を聞いたらよいかが分か らない という状況はな くな

る筈であ る(総 務庁が実施 している行政相談の案件で一番多い ものは、相談を持 ち込むべ

き機関名の質問であるとされている)。 上記の例 として、何処 まで回答 しているかは不明で

あるが、米国 において、大統領に対 する意見 ・要望等をパ ソコン通信、イ ンターネ ッ トを

使 って何時で も誰でも送 ることがで きるようになっていることが挙げ られ る。
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(2)ノ ンス トップ ・サー ビス

サー ビス産業では、サー ビス時間帯の拡大を実施 している分野がある。その極致が、コ

ンビニエンス ・ス トアや レス トラ ンの365日24時 間サー ビス(ノ ンス トップ ・サー ビス)

である。何時でも店が開いていることの安心感、信頼感、利便性 は計 り知れない。銀行の

ATMも 時間延長が進んでお り、年 中無休になるのもそれほど遠 くない と考 えられ る。行

政サー ビスにも同じことが求め られて当然である。

米国では、車両登録の更新、交通違反金の支払い、雇用情報の提供等のサー ビス を提供

するいわゆる、24時 間市役所が実現 しつつある。 日本でもい くつかの市町村において、住

民票の写 し等 の自動交付機 の設置が始まってお り、サー ビス時間帯の延長に貢献 している。

このような、情報技術 を活用 した行政のノンス トップ ・サービスの拡大 ・普及が今後の行

政サー ビスの提供形態 として推進されるであろう。

① 自動交付機によるサー ビス時間帯の延長

1年 間に交付 される住民票の写 しは全市町村で約8千 万件 に及んでいる。この申請受付、

交付サー ビスの時間帯 を延長することの便利 さは計 り知れない。 この種のサー ビス を職員

の時間外勤務 で提供す ることは必要ではな く、情報技術の活用 による実現が可能 にな りつ

つある。事実、い くつかの市町村 において住民票の写 し、 印鑑登録証明書及び外国人登録

済証明書の 自動交付機 を設置 し、通常勤務時間外のサー ビスを提供 しており、ノンス トッ

プ ・サー ビスの第一歩 といえよう。

しか しなが ら、 自動交付の対象サー ビスが限定 されていた り、設置場所 が運用 ・管理の

観点か ら庁舎 内、公共施設内に限定 されている等の理由か ら現在 の ところ利用率が高 くな

い といわれてい る。 また、 自動交付機 の価格 が未だ高い ということもあ り、期待 された程

には普及が進んでいない。交付対象サービスを住民票の写 し、印鑑登録証 明書、外国人登

録済証明書の交付 だけではな く、各種税関係証明書、将来的 には戸籍謄本等へ拡大すると

ともに、庁舎外(例 えば、駅構 内)に 設置すること等によって、 自動交付機の利用 ・普及

の促進及びそれによるサー ビス時間帯の延長が期待される。 また、庁舎内設置 とい う制限

を超え、365日24時 間サー ビスを実施 しているコンビニエンス ・ス トア等の活用も可能性

として検討 されるべ きであろう。

② 通信 ネッ トワークの活用

ファクシ ミリ、パソコン通信等 による申請 ・受付、交付が実現 すれば、即時交付 にはな

らないが、少な くとも申請時に庁舎がオー プンしているか否かは問題でな くな り、事実上、
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ノンス トップに近いサー ビスが実現で きる。この場合、原本性、公印、本 人確認の方法等

の制度的、手続的な課題や印字や用紙等の証 明書 としての質の問題があるが、根本的に不

可能なものではない筈である。郵便局で交付 申請を受付、FAXか ら住民票の写 しの交付

を実施 している例 もある。公 印等の手続的な面も、例えば、住民票の写 しや印鑑登録証明

書では、電子印(コ ンピュータに公 印の印影の画像 を記録 しておいたものを打 ち出 したも

の)が 認め られている等、根本的な問題はない と考 えられる。いずれに して も、 申請者の

希望する端末か らいつでも申請がで き、証明書が入手で きることは便利である。

(3)行 政サー ビスのマルチアクセス ・サー ビス

役所 の所在地が居住地か ら遠い、 自分の生活圏と異な る、隣の市役所の方が便利である

等の現象はむ しろ一般 的である。 この不便 さを解消するには、行政 区の境界等を超えてサ

ー ビスを提供するア クセス ・ポイ ン トの拡張が必要であ る。例えば、情報技術を活用 し、

広域圏内での相互サー ビスの提供、同一行政区での簡易な窓口の増設、既設機 関の多 目的

活用等が進めば、行政サー ビスのア クセス ・ポイ ン トは一挙 に拡張 される。

① 申請地制限の緩和

県 ・市町村の境界は地理的、歴史的、政治 ・行政的な背景 か ら設定 されたものであろう

が、地域開発の進展、交通事情、勤務先等に応 じて、いわゆる生活圏が変化 してい くこと

から、個 々の国民にとっては常に最善であるとは限 らない。この ような社会変化が進む 中

で、固定的な行政 区と行政サー ビスのアクセス ・ポイン トが結合 している ことが、国民 に

とって行政サー ビスを受ける際に不便や不都合を生 じかねない。例えば、東京都の近県に

居住 し、勤務地が東京の場合、旅券の発給申請、取得が東京都で もできることは便利 であ

る。元々、旅券 自体は 申請者の住所地を問 うものではない ことか らすれば、申請場所 を居

住都道府 県に限定することは必然ではない。 また、旅券 申請を県ではな く、旅券取得 に必

要な住民票の写 しを発行 している市町村でもできることは便利 である。

② 広域圏サー ビス

市町村の行政サー ビスへのアクセスについて も、現在居住 してい る市町村 ではな く、隣

接する市町村か ら得 られる方が便利であるとい うこ とも少 な くない。 この ような行政界 を

超えたサー ビスの提供 も国民 にとっては極 めて 自然 な要求であるが、 このサービス形態を

実施 しているのは現在の ところ諏訪地域広域市町村圏だけである。

国民の側か らすれば、広域サー ビスを特定 の市町村圏内や近隣 ・隣接 県に限定すること
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な く、住民登録、印鑑 登録、住民票の写 しや各種証明書の交付等の行政サー ビスが受け ら

れることは便利 であ る。この広域圏サー ビスは、既述の住所変更届 けの市町村 間データ伝

送システ ムと合わせれば実施は可能である。

③ 行政 区内のアクセス ・ポイン トの拡張

行政 区の境界 を超えな くても、1つ の市町村内でのアクセス ・ポイ ン トが多 くなるこ と

は、国民 にとって極 めて便利 である。市民サー ビス ・セ ンター、公共図書館 、公民館等 の

公共施設 を支所 として位置付 け端末機 を設置 し、住民票の写 しの発行等のサー ビス を実施

している例が既にある。

国民 に対する情報提供サー ビスを、パ ソコ ン通信のアクセス ・ポイ ン トを増やす ことに

よって県内の どの地域 か らも同一の市内料金で利用で きるように している例 は、行政サー

ビスへのアクセス ・ポイン トの拡張 という便利 さのみな らず、機会均等 とい う公共性の観

点か らも推奨 され るものである。

④ 既存の役所 の活用

面積が大 きい、地理的に分断されている、交通事情 が良 くない等の行政 区の場合、国の

地方支分部局の配置数が少な く、所定の役所 にアクセスす るのに1日 を要 する例 は少な く

ない。県、市町村 の地域サー ビス ・セ ンターや郵便局 のような既設の身近 な役所 の活用 に

よって行政サー ビスのためのアクセス ・ポイ ン トの拡張が図 られれば、この ような不便 さ

は解消され る。国 と地方の行政機関を超えたサー ビスの提供 も考慮されるべ きである。例

えば、年金相談 は社会保 険事務所ではオ ンライン ・システムを活用 して詳細なサー ビスが

提供されているが、 この年金相談用端末 を市町村へ設置することによって、国民 に とって

身近な市町村 において もこれ らサー ビスを受 けられ ることは便利であることは間違 いない。

国民 にとって各省庁の所管の区分 よ りは利便性の方が重要である。一番便利 な役所 か ら、

その役所の所管ではないサー ビスを受けられ るこ とは国民にとって違和感 はない。例 えば、

国民にとって一番身近 な役所であろう全国2万4千 の郵便局で、郵政省所管以外の行政サ

ー ビスが受け られ るこ とは便利であるに違 いない。事実、諸外国では、 この郵便局 におい

て、旅券 の発給、 自動車運転免許の更新、IDカ ー ド/身 分証明書の発行、車検証 明の発

行、狩猟許可証 の発行等、所管外のサー ビスを提供 してい る。

1-2-2行 政手続の電子化 ・ネッ トワー ク化

上記の ようなどち らか とい うと定型的な行政サー ビスの提供形態のネ ヅ トワー ク化 とい



う面に加 え、行政手続 も広い意味で行政サー ビスであ り、その電子化はサー ビスの質の向

上 とい う観点か ら重要な課題 とな りつつある。行政手続 の電子化 という点 か ら当面、検討

されるべ き主なものは以下の とお りである。

(1)情 報公開の電子化

情報公開は行政のブラックボ ックスを解消 し、開かれた政府を実現するためには必須で

あ り、国 内外か らの要請である。 また、行政 が保有する情報は国全体に とっての重要な資

産であ り、情報公開に よって行政の文書を閲覧させ るだけではな く、情報 を提供すること

の拡大が望 まれ る。その際、情報技術 を活用 し、提供媒体や提供方法 を多様化 することに

よって、全国同質の情報提供サービスが受 け られるようにすべ きで ある。地域による情報

格差 を生 じないようにすることは、行政サー ビス改革の基本であ り、行政の公共性の本来

任務で もある。

① 行政情報の公開 ・提供

行政サー ビスの向上は、証明書や免許証等 の定型的な交付事務だけではない。む しろ、

行政 か ら国民への情報提供サー ビス という能動的な行政サービスの拡大 も今後は さらに、

充実され るべ きである。すなわち、公 的機関が保有 している情報資産の積極 的な提供 によ

って、行政施策に関する議論 を喚起 し、国民が行政 に対する参画意識を持てるようなサー

ビス内容の充実が問われていると考え られ る。行政の施策や活動が国民にとって伺いの知

れない、参画不可能な世界 として、一種 のブラヅクボ ヅクス化 してい る。 これが行政 の壁

や敷居を高 くし、両者の建設的な交流の妨げ となっている と考 えられるか らである。

元々、米国における情報公開は、情報 自由 とい う観点か ら制定されたものであ り、行政

が保有 している情報は全て公 開され るべ きものである という原則に立 っている。 したがっ

て、 この原則を適用で きないものについては、厳密にその範囲を適用の例外 として規定 す

るとい う方式を採 っているのである。公開する範囲 を基準化するという日本の従来 の考え

方 とは、方向が全 く逆 なのである。地方公共 団体では最近、法的な仕組み を伴 った情報公

開が進展 してい る。国の行政機 関において も、情報公開法の制定 についての検討が開始 さ

れたところである。今後、 この情報公 開を益 々、拡大 してい くことが望 まれよう。

このような情報公開を実施することとなると、公開 に向けて各省庁の情報管理体制が大

きく変え られる必要があろう。公開要求があ った場合、適切な情報が即座 に閲覧で きるこ

とが求め られ、 そのためには従来の文書管理では対応が困難であ り、情報技術 を駆使 した
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文書の管 理、公開システムの構築が必要になる。将来的には、公開される情報 の一覧及び

その内容が可能 な限 り電子化 されてお り、遠隔地か ら何時で もアクセスで きるような仕組

み[電 子公開]が 確立されることが望 まれる。

② 情報提供方法の多様化

情報公開 を、情報の閲覧 とい う観点 にとどめず、情報の提供へ と拡大することが必要で

ある。最近 のメディア技術の発達 を活用 して、磁気テープ、 フロッピーデ ィス ク、CD-

ROM、 パ ソコ ン通信等の様々な形態での提供が可能になっている状況において、情報 の

提供は従来 のような報告書による提供 に限 らず、国民が入手 し易 くまた、提供 された情報

が利用 し易 い という形 で行われ るべ きである。理想的には、公開され たすべての情報は、

個 々人が希望する形態、方法で提供 されるべきであろう。

最近急速 に普及 しているパ ソコン通信 又はインターネ ットを介 して行政情報 を提供 する

方法は提供側及び受領側の双方 にとって最 も便利なものと考え られる。すなわち、パ ソコ

ン通信 を活用する場合、提供側は印刷物又はそのコ ピーを大量 に用意 した り、それを個々

に郵送 した りする手間が省ける し、国民か らすれば、印刷物の報告書を入手 するために 「霞

が関」 に出向 く必要がない し、入手 した電子化情報は加工、利用 し易い とい うメ リッ トが

あ る。現在、い くつかの省庁 において、 このパソコン通信 を介 した行政情報の提供が進み

つつあるが、その範囲は極めて限定 されている し、中には有料 のものがあ り、価格 に比 し

情報の利用価値が低い という評価 もでている。今後、その対象の拡大、形態の多様化、高

度化が進め られることが強 く期待 され る。これ らの提供方法の選択は、速報性、経費、ニ

ーズ等 を勘案する必要があろうが、少な くとも行政が提供す る情報 を入手 するために、役

所の廊下 に並ばなければな らないという状況は解消すべ きである。 また、行政情報 を入手

す るために、遠隔地か ら足 を運 ばなければな らない とい う地域による情報格差が生 じるこ

とも避 けるべ きである。最近米国連邦政府が情報提供を積極的に行 っていることか ら、 こ

の ことは国内の情報格差に とどま らず、国際的な情報摩擦 とい う議論にな りかねない要素

を含んで もいる。

③ 所在情報の提供サービス

国民に とって、何処 にどのような情報が保有 されてお り、 どの様な方法で利用 可能なの

かは不 明であ る。個人情報保護法によって、情報の保有状況が官報で公表 されるようにな

ったが、 これ ら情報は本人のみが開示請求で きるものであ り、国民は現在 の ところ行政情

報一般 の所在情報を入手 する手段が与え られていない。
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このような状況において、国民がアクセス し易い様 々な形態の公的情報 の所在情報案 内

サー ビス ・システムが構築 され る必要があ る。パ ソコン通信の活用もその一つであろう。

官報は一般の国民に とって、アクセス し易い情報源ではない。

④ 情報提供の迅速化

従来の統計の場合、調査か ら集計 ・製表、公表に長い期間を要 しているものが多い。規

模の大 きい重要 な統計 ほど公表まで長期 を要 する状況 になっている。調査実施か ら公表 ま

でに1年 以上を要するのでは、情報価値が半減 して しまう。利用 目的によっては、意味 を

失って しまう恐れ もあ ろう。特に、経済関係情報の公表の迅速性は、関係省庁及び企業 に

とって極めて重要である。

集計処理の遅れの最大の原因であるデータのチェックを今までのように人手で行ってい

る限 り、公表までの期間の短縮 には限界がある。これ らチ ェックの効率化、システム化 を

追求する とともに、精度の高い正規の報告書 とは別 に、速報版 の増加、迅速化 を目指 すべ

きである。速報版の場合には、精度は少々犠牲にせ ざるを得ないが、精度 を明示 した上で

早急に公表され る方が情報価値 が高い場合 も少な くないであろう。また、複数の省庁か ら

出される速報がセ ッ トとなって、有効 になるような場合、発表が遅れる速報があ るため、

全体としてタイ ミングが合わず、速報性 が薄れ るという例 もある。

⑤ 情報利用の地方分権

国が実施 する統計の場合、国の地方局、地方公共団体 において調査、収集された結果が

中央に送 られ、集計、公表 され ることが多い。この場合、従来は、調査票で収集 された情

報は地方機 関をスルーするだけという場合が多か ったため、地方独 自の集計は、全国集計

を待たないと得 られない という問題があった。

国の地方局や地方公共団体 におけるコンピュータ利用が進 んでいる現在、地方 におけ る

独 自のコンピュー タ処理 によって公表の迅速化が図 られ るのみな らず、集計内容 も、地方

のニーズに応 じた詳細なものが可能 になることは間違いない。この方法はい くつかの統計

調査で認め られているが、国 と地方公共団体の間では認め られない、又は 中央集計が発表

されるまでは地方集計分は正規 に発表できない等の制約がある。 これ らの制約 を緩和 し、

地方の情報 を地方で活用で きるという原則を拡 大 してい くことが求め られる。

⑥ 公的データのデータベース化

公的機関の保有 してい る情報は、信頼性、データ量 の観点 か ら民間が収集することは不

可能なものという意味で、貴重な国家的資産である。これ ら情報資源を民間においても利
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用で きるようにするこ との必要性が強調されなが ら、コス トやニーズの点か ら、データベ

ース化やネ ヅトワーク利用の提供 システムの構築が進んでいない という状況である
。

公的データのデータベース化、ネ ヅ トワーク利用は、個々の省庁が保有するデータだけ

では限界がある。民間活用を含め、行政情報の商品化(利 用の便利 さ、需給者双方にとっ

て適正な価格 の設定、ニーズへの対応等)を 進める必要がある。

(2)申 告報告等の電子化

行政が国民に課 してい る各種 申告、 申請、報告等の電子化は、結局は両者の負荷軽減に

つながる筈である。官民の情報伝達 において、行政の情報化の遅れを国民 に付 き合わ させ

ることは必要ない。国民の情報化の進展に即応 した行政の情報化が追求 されるべ きである。

まさに、官民接点 における情報技術の適切な利用が求め られているのである。

① 申告の負担軽減

行政 が国民に課 している、 申告、 申請、報告等の各種文書の作成 に係 る負荷は大 きい、

この負荷軽減は国全体 と しての経済的価値 を持つ。統計調査については、国民の負担が大

き くな らないよう調査項 目を制限 した り、重複 を排除 している。米国連邦政府の 『文書削

減法』 は、統計調査に限 らず、政府が国民に課 している文書作成全体に係る労力を国全体

で算出 し、重複、無駄 を排除 し、文書作成作業量の削減を 目指 すことを目的 としているの

である。

② 官民情報伝達の電子化

行政か ら要求 される文書作成の絶対量の削減 に加え、 申告、 申請、登録、報告等、国民

から行政への情報伝達 を電子化することによる官民両者の負荷軽減 は、 より現実的な要請

である。特に、 この情報伝達 の電子化が行政の情報化 の遅れによって実現で きず、国民側

の負荷軽減が阻害されていた り、不必要な手作業 を余儀な くされているという事態は避け

るべ きである。

官民の情報伝達の電子化 の代表例 として、特許庁のペーパー レス ・システムが挙 げられ

る。また、建築確認 申請をフロッピーデ ィスクで提 出で きるようになっている。 しか しな

が ら、 この官民情報伝達 の電子化は開始されつつあるが、未だ極一部にとどまってお り、

要改善点 もある とされ ている。例えば、特許庁の場合、電子媒体(オ ンライン又は、フロ

ッピーディスク)に よる申請を特許庁のシステム上の必要性 か ら国民 に要請 したものであ

り、国民か らの要望が先行 したものではない。特許出願用の端末が特注品であるため既存
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のパ ソコンが活用できない、端末機 が高価である ということか ら、普及が期待 したほ ど進

んでいない とされている。現在、第2次 ペーパー レス ・システムと して一般のパ ソコンか

ら出願できる方向へ進みつつある。

国民が既 にシステム化 してい る情報を、行政 に申告 ・申請するため に紙 に出力 し、所定

の様式に手で転記 し、行政はそれを再度、 自分の システムへ入力するとい う不合理が行わ

れている。例えば、税の申告において、現在の申告用紙はシステムか らの出力には馴染 ま

ないため、電子化 されたファイルか ら申告用紙に転記 しなければな らない。また、独 占禁

止法 に基づ く株 式保有状況の届出も、データが電子化されている企業 が多いにもかかわ ら

ず、書類 による提出 となってい る。 これ らの提出を電子媒体化す ることにより、国民の負

担軽減だけではな く、それを受け付け、処理する行政の負担軽減 も図 られる筈である。

行政か らの各種統計調査への紙 による回答も企業 にとって負担の大 きい作業 になってい

る。企業 によっては、既存のシステ ム化 されたファイルか ら、行政 に報告すべ きデータが

取 り出せ るシステムを構築 している場合、電子媒体で報告することは、企業に とって負担

軽減になるし、行政側でも報告の受領後の処理 ・利用に便利であることは間違いない。

③ 国 ・地方公共団体の情報伝達の電子化

国民か ら行政への情報伝達の電子化だけではな く、地方公共団体か ら各省庁への報告の

電子化 もさ らに、推進 されるべ きである。特 に、統計調査の場合、地方公共団体 において

収集 したデータが電子媒体化されていれば、自分達のニーズに応 じた利用が可能である し、

受け取 った各省庁でも処理の効率化 につながる筈である。

(3)官 民EDI

行政 と民間の商業取引は官民接点の代表的な局面である。民間においては、電子取引、

EDIが 進められてお り、国内だけではな く国際的な広が りがみ られる中で、行政側の情

報化の遅れによって、民間は行政 との取引 においては旧来の取 引、決済 方式 に依 らざるを

得 ない状況にある。EDIを 推進 ・普及 させ るためには標準化の制定やセキュ リテ ィ確保、

証拠書類の整備等が重要であ り、国 内、将来は国外 との取引の合理化のために、早急な検

討、準備が必要である。

① 民間におけるEDI

民間では、内部の情報化が進むにつれ、取引の情報化によって、 内部 システムとその延

長上 にある外部 との連結を行 い、合理化 をさ らに推進させる、いわゆる取引の電子化が進
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め られつつある。近隣諸国では、香港、台湾、シンガポール、マ レー シア等がEDIの 推

進 に熱心である。 このEDIを 実現するためには、業界の取 引に関する手続、様式等の標

準化が必要であ り、国内外 の標 準化努力がなされてお り、現在既 に一部実施 に移 されてい

る状況 にある。

② 官民のEDI

民間にお いてEDIが 推進 されて も、行政におけるEDIが 実現 しない と民間が行政 と

取引を行 う場合 には、 旧来の取引形態 に依 らざるを得ない。行政 と民間の接点の代表であ

る、取引の情報化 に関 しては、行政において未だ議論 もされていない状況 にある。民間の

情報化の先進部分の要求に応え られるように、行政 において早急な検討、具体化が望 まれ

るところである。このEDIは 日本国内にとどまるものではな く、国際的な広 が りが進み、

国際標準 の制定 も進んでいる。この ような国際間の調整、 国際標準の設定等は、行政のイ

ニシアテ ィブが必要 とされる分野である。

(4)法 定保存文書の電子化

役所の文書主義は、 その任務 の公共性故 に、長い歴史の 中で構築 されて きたものである

が、 この伝統的な仕組みは、情報技術の進展 の中で、必ず しも最適な ものではな くなって

きている。特に、文書 の紙に よる保存義務は民間における情報化の進展の中で不合理 とな

ってきている。

① 文書保存義務規定

公的機 関が民間に課 している文書保存義務は、様式、媒体 まで指定 しているものが多 く、

その大半は紙 によるものであるが、官民双方の情報化の進展の中でこれ ら保存文書が紙で

あることの必要性 はほ とん どない。民間においては情報化 が進め られ、保存すべ き情報は

電子化 されてい る場合が多い現状 において、行政 におけ る紙による文書保存の義務付けは

不合理になっている し、スペースが大 きなコス トであることか らも、民間にとって経済的

な損失 となっている。

② 保存文書のマイクロ ・フィルム化

保存文書 に関 して、 マイクロ ・フィルムを認めている例はあ る。例えば、法人税法、所

得税法、消費税法、地価税法等に規定 された帳簿、請求書、納品書等は7年 間保存 しなけ

ればな らないが、大蔵省国税庁の告示 によって、5年 を経過 したものはマイクロ ・フィル

ムだけで保存 して、原 文書は破棄 して よいとされている。
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しか しながら、 これ らの告示による規定では、最初の5年 間は紙で保存 しなければな ら

ないためのコス トと、5年 後 にわ ざわ ざ該当部分 を取 り出 してマイ クロ ・フィルム化する

労力とコス トという問題が解消されない。 また、最初の5年 間に税務調査等で書類が必要

になった時に、該 当文書を検索することは大変な手間である。当初か ら、マイクロ ・フィ

ルム化 して保存することの方が遥 かに合理的であ り、官民双方に とってメ リッ トがあるこ

とは間違いないにもかかわ らず、告示は改正されていない。

③ 保存文書の電子化

現在、民間にお ける情報化が進 んでいる中で、保存を義務付け られている文書は電子化

されているものが多い し、今後 も電子 ファイルに移行 してい く傾 向にある。 このような状

況 において、電子ファイルか ら情報 を紙に出力 し、保存 させることはもはや時代錯誤であ

る というべ きであろう。米国、英国、 ドイツ、 フランス等では上記 のような法定帳簿の電

子媒体 による保存 を認めているが、 日本では全 く認め られていない。

役所内部の書類 を電子化することを法令で規定 して認めている例 はある。代表例 として

は住民基本台帳、特許、不動産登記、 戸籍簿、 自動車登録、法人登 記簿(現 在 システム化

の試行 中)等 の大量の民間データを保存 してい るシステムが挙 げられる。最近では、医療

法、医師法で保存義務が規定 されている医用画像情報(エ ックス線写真、CT写 真等)を

原本に代わって、光磁気デ ィスク、光デ ィスクでの保存が認め られるようになった。

これ らは、いずれ も、台帳の二重化による不都合(台 帳間の不整合、更新作業の重複等)

を避けるものであることは間違いない。法定帳簿類 の紙による保存を義務付 けていること

は、上記の不都合 さと同じことを民間に課 していることになる。

1-3ネ ッ トワークによる行政サー ビスの事例

1-3-1地 方公共団体 における事例

(1)広 域高度情報サー ビス化

地方公共団体 における広域圏行政が各種推進されている中で、未 だ実施 が遅れていてな

おかつ重要なものに、広域情報サー ビスがあ る。行政 とい うものは、国民か らみれば、情

報サー ビス事業 であ り、そのサー ビス を入手するためには、情報通信技術 の活用がさらに

考慮 されて よい し、その場合 に旧来の行政 区域が必ず しも必然ではないというの も事実で

あ る。広域圏による情報サー ビスの試みがい くつかでて きている所 以であ ろう。ネ ヅトワ

ー クを活用 した行政サー ビスの代表例 として挙げ られるもの に、諏訪広域圏、浜松広域圏
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が挙げ られ る。平成8年10月16日 、我が国初 ともいえる県外 において、窓口サー ビス等

を行 う構想のもとに、「埼玉県情報セ ンター新宿」、いわゆる、「埼玉 県領事館」が発足 した。

これは、埼玉 県における長期戦略である 「広域高度情報サー ビス推進事業」の一環 と して

東京都新宿区に開設 されたもので、行政サー ビスの提供 だけではな く、災害時における埼

玉県民の情報拠点 となるもので もある。

① 業務の概要

埼玉県領事館 にお ける取扱い業務の主なものは、当面、次の ような もの になっている。

・ パスポー トの発給

・ 住民票の写 しの交付請求の受付

・ 衛生関係従事者免許事務

・ 埼玉 県内の各種情報提供サービス

・ 災害情報の収集 ・提供

窓 口サー ビス時間は、午前10時 よ り午後8時 までであ り、勤め帰 りの人で も間に合 うよ

うに配慮 されている。

「埼玉県内の各種情報サー ビス」においては、教育 ・福祉 ・医療 ・住宅な ど生活情報や

行政案内 ・催 し物情報な ど各種情報サー ビスを提供 している。これは、埼玉県が独 自に構

築 している 「広域高度情報サー ビス システム(埼玉県 くらしのイ ンフォー メション)」と、「彩

の国ネ ッ トワーク」の二つのネッ トワークシステムに接続 している6台 の情報端末機 や6

面のマルチ ビジョンか ら利用で きるようになっている。

「災害情報の収集 ・提供」では、地震など大規模な災害が発生 した際、 ここでは、埼玉

県と東京都 を結ぶ情報拠点 と しての役割を担 うこととなっている。実際 に災害が発生 した

ときには、県内各市町村 から寄せ られた被災状況や安否に関する情報、交通情報な どを東

京都内に通勤 ・通学 している埼玉県民に対 して速やかに提供 しよち とするものであ る。

② 開設の背景

多 くの埼玉県民が東京都に通勤 ・通学 してお り、その数は県民6人 に1人 の割合 と推定

されてい る。県民の生活行動圏は行政区域 をはるかに越 えて拡大 しているという状況にお

いて、県民が 「より便利 に、 より快適に」行政サー ビスが受け られることを基本的な理念

と して、利用者 の立場 に立った行政サー ビスの提供 を実現するため、以下 のような 目的の

下 に開設 されたものである。

1)埼 玉県や東京都で地震 などの大規模 な災害が発生 した ときの 「現地連絡本部」とな り、
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情報収集 ・提供の拠点 とする。

2)県 民の需要の高い窓口事務の受付 ・交付 などを取 り扱い・利用者である県民の利便 を考

えた総合的な行政サー ビスを提供する。

3)情 報ネ ットワークシステムの多面的な活用など、21世 紀 に向けての行政 サー ビスの提

供を実現する。

③ 実現 までの検討課題

広域的窓 口サー ビス としての特色をもつ埼玉県領事館の整備 に当たって、以下の ような

課題があ り、事前 に検討 され た。既存 の制度 ・手続 を超 えて行政サービスを実現す るため

の要検討事項である。

1)法 制面の課題

ア.住民票交付 関係

埼玉県領事館 において住民票の写 しを交付 することについては、他の事例 と して既 に、

郵便局 に住民票の申請書等を置いて、郵送交付 を しているこ とか ら、基本的には法的な問

題ないと考え られ るが、交付 に当たっては92市 町村の申請書 の様式 を統一する必要があっ

た。また、埼玉領事館が92市 町村の住民票の写 しの交付 という事務の代行を行 うことにつ

いてはかな りの検討がなされ、最終的に埼玉領事館所長 に92市 町村の併任を発令する形 を

とることとなった。既存の法制度の枠組みの 中での、拡大解釈的な面があ り、やや苦肉の

解決方策である と考え られる。今後、 この種の行政サービスや事務処理を実施 する場合 に

直面する問題の象徴的なもの と考え られ る。いずれに しても、上記の ような標準化問題や、

既存の組織、手続の新 しい導入は、行政運営 の在 り方を考 える場合 に当然に求め られ るこ

とであ り、行政 の本来 的な趣 旨の実現 とい う観点か ら考え られ るべ きであることである。

また、この埼玉県領事館の場合 には、県 と92市 町村間の協力によって実現 した とい う経緯

がある。

イ.パスポー ト交付関係

パスポー トの交付は、外務省か らの県に対する機関委任事務であるため、埼玉 県独 自で

運営方法、サー ビス提供形態を変更するこ とはできない。外務省 との交渉では、パスポー

トは所持者の国籍 を証明する重要な公文書であ り、犯罪防止上か らも発行 ・交付場所の範

囲を広げることには消極的であったようである。 また、サー ビス時間については、外務省

のホス トコンピュー タの稼動時間が午前9時 か ら午後4時30分 までであることか ら、審査

機能はで きないが 申請書の受付は午後4時30分 以降 も可能で ある。

一26一



2)県 内関係機関 との協力体制の構築

ア.市町村 との協 力体制

県民が埼玉県領事館 に求めてい るサー ビスの中には、住民票や印鑑証明など証明書類の

交付サー ビスの外、施 設予約サー ビスなど、個々の市町村 が所管 してい るものが含 まれて

いる上、行政情報や地 域情報を提供 してい く場合 も、地域 に密着 したものを提供 してい く

ことが求め られ、 そのためにも92市 町村 との協力体制を強化 してい く必要があった。

また、埼玉県領事館 の利用を促進す るためにも、市町村 による住民への周知及 び協力依

頼を進めることも不可欠であった。

更に、施設予約サー ビスや図書館サービスについて、情報の管理方法やシステ ム構築 な

どの面で、以下の ような解決すべ き課題があった。

・ 予約情報の一元管理

・ 市町村で異なる情報 システムを導入 している場合 の相互接続方法

・ システム共同開発の際の県 と市町村の役割分担

・ 一部の市町村の システムだけを先行導入する場合の他 市町村 との調整

イ.その他の関係機関 との協力

地域情報の提供 や付加 サー ビスの提供 において、 県内の観光協会や生涯学習推進機関、

民間事業者等 との協力 も必要 とされる。特に、カルチ ャー スクール機能 については、公的

機関が実施 している生涯学習関連の講座 との関連、 また、 プレイガイ ド機能等の情報提供

サービスについて、民間事業者の協力が不可欠であった。

3)施 設面か らの課題

ア.防災機能

埼玉県領事館は、災害発生時における情報の提供を重要なサー ビス としていることか ら、

入居 ビルには、衛星通信用の地球局の設置場所や非常用電源の確保 の条件 を満 たす必要が

あった。また、災害発生時 には県民が集 まる可能性 が高 く、事前に所有者 と協議 し、 了解

を得てお く必要があった。

イ.セキュ リテ ィー対策

ネッ トワークのルー プ化や二重化な どの検討 を進め、災害時におけるバ ヅクア ップ体 制

の確立を図 り、情報 システムの安全性 向上を進める必要が ある。また、パスポー トな どの

証明書類 をは じめ重要な公文書が保管 されていることか ら、夜間や休 日な どにおける防犯

対策を十分確保す る必要がある。
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ウ,プ ライバシー保護対策

コンピュータによるネ ヅ トワー ク化の進展等 に伴い、個人情報の漏洩 ・不正使用につい

ての対策が強 く求められてい る。埼玉 県領事館 においては、個人情報 を取 り扱 うことか ら

保護対策を十分確立する必要があった。

以上のように、埼玉県領事館 は、 開設後 まだ間もないが、 県民の利用 も多 く 「よ り便利

に、よ り快適に」行政サー ビスが受 け られるように との理念は、実現 されつつあるといえ

よう。 また、高度情報化社会 における広域的窓 口サー ビスの実現形態 として、高 く評価 さ

れるものがあ り、今後の発展が大 いに期待 される。

(2)広 域行政サービス

行政サー ビスの広域化は、住 民の生活行動圏の拡大に伴い、従来 の行政 区域内のみのサ

ー ビス拠点の設定では
、住民のニーズに対応 できな くなって きてい る。 このため、地方公

共団体では、さまざまな形態で広域行政 サー ビスへの取 り組みがなされている。ここでは、

静岡県浜松市を中心 とした同県西部広域行政サー ビスへの取 り組みのケースをみることと

する。

① 広域行政サービスの背景

1)住 民生活の広域化

都市交通機関の発達、地域開発の進展、住民の価値観 の変化な どがあい まって、生活 圏

は拡大 し、市町村間の住民の流動性 は増加する傾向にある。この静岡県西部地域22市 町村

では、居住人口106万 人のうち、他 市町村への通勤 ・通学者は13%の14万 人に上ってい

る状況である。

こうした生活行動圏の変化 に伴 い、行政サー ビスを居住地以外の市町村で受け られるこ

とが求め られている。例えば、住 民票の写 しや印鑑登録 な どの行政窓口サー ビスや、スポ

ー ヅ施設や生涯学習施設の情報 を入手 し、必要 に応 じ予約 がで きるようなサービスが求め

られるのである。

2)行 政ニーズの多様化

ゆ とりと豊かさのある住民生活 を実現 するために、質の高い行政サービスの提供 が求め

られつつある。施設予約、利用案内、文化情報 の提供 などが例 として挙げ られている。 こ

れ らの行政サー ビスは、各 自治体が単独で行 うよ りは、共同で広域的な推進を図 る方が、

質の高いサー ビスで効率的な提供が可能 となる。
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3)地 域連携の強化

この地域は、平成6年 に地方拠点都市整備地域の指定を受 け、地域振興 に対する広域的

取組みの素地が形成 されつつある。今後、広域的な行政サ ー ビスを展開するため にも、各

市町村の相互協力が不可欠 としている。

② 広域行政サー ビスの 目標

1)行 政サービスの広域化

行政サー ビスの広域化 は、住民の生活圏の拡大に対応 して、住民の利便性 を高めること

を 目的と して推進す る。このため広域行政窓口サー ビス と生涯学習情報のネ ヅトワー ク化

について検討が行われている。広域行政窓 口サー ビスでは、単 に証明書類 の交付 のみでな

く、静岡県西部地域内での転 出入の手続きが同時に行えるようにで きることも検討 されて

いる。

生涯学習情報ネ ッ トワークは、静岡県西部地域内の生涯学習関連 の施設や講座な どの相

互利用を支援するため に、住民に必要な情報提供 を行い、 予約 もで きるような仕組みを作

ることを目的に検討されている。

2)行 政 の効率化

広域行政サー ビスの展 開には、行政情報 システムの標準化 により、各市町村で個別 に行

って きたシステム開発 の1市 町村当た りの負担 を軽減する。 また、 システムのメ ンテナ ン

スや事務帳票用紙な どのコス ト軽減 をもね らいと している。 また、情報化時代に適合す る

人材育成 についても、市町村で共同 して行お うとするものである。

③ 今後の検討課題

1)今 後の検討の方向

広域行政窓口サー ビスを導入するための今後の方向 として、次の2点 が挙げ られる。

諸証明のネ ッ トワー クのため22市 町村協議会を設立するケースと、電子印を送信 でき

るFAXを 導入す るケースを検討する。

当面導入す る業務 と して、住民票の写 しの発行 に限定 する。その後、順次適用業務 を拡

大する。

2)実 現のための検討事項

静岡県西部地域 におけ る広域行政窓 口サー ビス実現のための検討事項 として、次の7点

が挙げ られる。

・ 協議会の設置
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・ 導入FAXの 仕様の検討

・ 受付職員の身分の兼任方法

・ 手数料収入、負担金請求の仕組みづ くり

・ 住民票発行 申請書の様式

・ 導入業務範囲の検討

・個人情報保護 に関するセキュ リテ ィーの問題

④ 標準行政情報システム導入 に向けての課題

この標準行政情報システムの導入 に当た り、特に運用上の課題 と して、4点 が挙げ られ

ている。

1)ネ ットワークを視野にいれ た個 人情報保護条例の検討

個人情報保護条例を定めているのは12市 町村(平 成7年4月1日 現在)あ り、その規定

内容はそれぞれ異なるが、現状では条例上のいわゆる、オンライン結合禁止条項 の制約 に

よ り、個人情報を取 り扱 う業務のネ ヅ トワー ク化が困難である市町村 もあ る。 また、個人

情報の問題が生 じないデータ転送 につ いても、 この条項によ り広域での行政オンラインシ

ステムが利用で きない ことも想定 される。 したがって、今後、各市町村はネ ッ トワー クに

よる情報の利用を視野に入れて、条例の制定 ・改正の検討を行ってい く必要がある。

2)広 域化 に伴 う事務処理の集中化への対応

広域行政サー ビスを展開 した場合、昼間人 口の多い市町村 に手続 きが集 中する可能性 が

ある。 したがって、適切なコス ト分担、料金徴収方法を定めてお く必要がある。

また、 このような業務量増加 に対応 するため、一部 の業務 については 自動交付機 等を設

置 し、通常勤務時間外のサー ビスを提供 してい くなど、職 員の増員や時間外勤務でな く、

情報技術の活用による対応 も検討する必要がある。

更に、この ような自動交付機 の設置範囲を庁舎内設置 という制限 を越 え、24時 間サービ

スを実施 してい るコンビニエ ンス ・ス トア等、民間の施設の活用な ど広い視野での可能性

を想定することも求め られ よう。

3)デ ータの共同利用の検討

現状では、住民基本台帳等の個人情報は各市町村の管理 とせ ざるを得ないが、地域情報

システムの一部 については、その地域全体で利用 した方が効果的であるとい うことか ら、

共同運用センター等での効率的な管理の適用も視野に入れて置 く必要がある。

また、ネ ットワークについても、集 中 して保守 ・管理を行 う方がメ リッ トが多い と考え

一30一



られるので、将来、ネ ッ トワー クの共同運用センター等への委託 も検討 してい く必要があ

る。

4)本 人確認方法の検討

ネ ッ トワーク化時代 には、本人確認が対面型ではできないため、IDカ ー ドの導入が考

え られる。 自治省の研 究会が提起 した住民番号制度の導入 について、社会 ・技術の動向を

踏 まえ、今後検討する必要がある。

静岡県西部広域行政サー ビスシステムに関する検討の動向は、平成6年 に地方拠点都市

整備地域が指定されたのを基本的背景 とし、加えて、住民生活の広域化、行政 ニーズの高

度化 ・多様化等の動向 を踏 まえて検討 されているものである。個人情報保護条例の改正、

標準行政情報 システムの開発な ど課題 も多いが、今後に期待され る取組みである。

(3)電 子市役所実験プロジェク ト

静岡県浜松市 を中心 とする浜松地域において、電子市役所実現のための取組みがなされ

ている。これは 「浜松地域 自治体ネ ットワーク整備促進研究会」(郵 政省、静岡県、浜松市、

学識経験者、民間企業等で構成)が 平成6年 度に設立 され、全国 に先駆けた各種の実験プ

ロジェク トの一つである。

この研究会での実験 プロジェク トとしては、電子市役所の外、未来 自然観察館、遠隔医

療、電子文化施設が設 け られている。 また、新 たな実験テーマ として保健福祉支援 システ

ムと未来型教育支援 システムが加え られている。 ここでは、 これ らの中か ら電子市役所 の

実験 プロジェク トの動向をみることとしたい。

① 電子市役所によるサー ビス提供の意義

現行の行政窓口サー ビスで、多 くの地方公共団体 に共通 している問題点は、ネッ トワー

クの活用が遅れているこ とであ り、そのため に行政 サー ビスの提供形態 が旧態依然 として

いる点である。電子市役所の実現が 目指され る所以である。行政サー ビスにおける電子媒

体や情報通信技術の活用 は、 ワンス トップ ・サー ビスや、 ノンス トヅプ ・サー ビスへの道

を開 くものでもある。

具体的には、住民か らの窓口サー ビスの問題点 として、① 遠い窓 口、②時間制限された

窓口、③並列 してい る窓口、④一方向の情報提供等の問題点を克服することが必要であ り、

行政 窓口サー ビス として多様化 する住民ニーズへ適切に対応す ることが要求されている。

このため、マルチメデ ィア技術 を利用 し、遠隔行政窓口サー ビス、無人行政サー ビス を

一31一



提供 し、行政手続 き事務の高度化を図る。これによ り住民の諸手続 き、行政情報の入手、

行政相談などといった行政サー ビスが受けやす くな り、便利になるとい うだけでな く、施

設利用や行事参加が容易にな り、充実 した国民生活の実現に貢献で きるのである。

また、行政側において も、 この電子化によ り、住民サー ビスの改善、事務処理労力の軽

減、申請用紙等の節約等によるムダの排 除が進み、 より重要な事業へ の資源配分が可能 に

なることが期待 される。

② 電子市役所の概要

電子市役所実験 プロジェク トでは、次の3つ のサブシステムが用意 されている。

1)電 子ブース ・サブシステム

市内各所 に設置された電子 ブース と市役所間 をネッ トワー クで接続 し、テ レビ電話機能

を利用 した職員 と,の遠隔対話 による行政窓口サービスを実現する。 また、電子 ブースを通

じて行政 に関する遠隔相談 も可能にな り、これによ り住民に対 して、手続 きや行政 に関す

る相談の簡便化が図 られる。

2)無 人行政サー ビス ・サブシステム

市内各所に設置 された証明書発行機 と市役所間 をネ ヅトワーク化 し、利用者は証明書発

行機 を操作 して必要な証明書 を入手で きる。 これ によ り住民に対 して、証明書の入手の簡

便化、サー ビス時間の制約緩和 が図 られる。

3)書 式帳票、パ ンフレット ・デー タベース ・サ ブシステム

届出書や記入例、各種パ ンフレッ ト等のデータベースを作成 し、本庁の端末機 から修正 ・

追加がで き、市民の要求によ り公民館 などの端末機か ら入手で きる。これによ り住民は、

広報等の行政情報をタイム リーに入手 することが可能 とな り、 また、資料 の欠品がな くな

る。

以上の3サ ブシステムを実現することによ り、地方公共 団体 として相談サー ビスの改善、

窓 口業務 の緩和、重要な業務への人力強化、帳票等の過剰 印刷 によるムダの排除等が図 ら

れ ることが期待 される。

③ 今後の取組み

以上の ような電子市役所 の実用化 に向けての実験 プロジェク トに関 して今後、以下のよう

な検討が必要 とされている。

1)無 人行政サブシステムへのデータ受渡方法の検討

実験で想定 している証明発行機は、既存の行政情報 システム と互換性がないため、デー
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タの受 け渡 しは イメー ジ形 式で行 うこととした。将来的には、効率性、信頼性 を高めるた

め、互換性 を確保 し、デジタル ・データの取扱いを可能 と したオー プンシステムを検討す

る必要 がある。

2)制 度面の検討

電子的手段 による相談、 申請手続、証明書発行 という行為 が、現時点での法的規制 に抵

触する場合の対応策等の検討が必要 とされてい る。実際には、既存の制度 の根幹 に触 れる

ものはな く、いずれも部分的な改正や解釈の仕方によって対応可能 なもので あるといわれ

ている。いずれ にして も、これ ら改正等は、新 しい技術の導入には必ず発生 する問題 であ

り、積極的に取 り組む必要があろう。

3)端 末の設計

市民が直接使用するため、電子ブース等のデザイン面での配慮、操作ガイ ドの工夫等、

ユーザの使い易 さを配慮する必要があ ることは当然である。 また、実験期 間を通 じて利用

者か ら出た意見や要望 に関 しても改善できるようにすることが必要である。

4)端 末設置場所の検討

市民が直接使用するため、利便性 を踏 まえた端末の設置場所の検 討が必要 とされている。

従来、管理の 目の届 く範囲内 とい う考え方があったが、それでは、時間外 サー ビスの 自動

的な提供 の意味が薄れて しま うという問題があった。理想的 には、 コンビニエンス ・ス ト

アや街角に置かれるのが最も便利であるが、そこまで中々踏み切 れないのが現状である。

駅の構内、図書館や公民館等 の公共施設に設置され ることか ら開始 されているのが実態で

あろう。それで も、庁舎内に設置するよ りは、住民にとって便利であ ることは間違いない。

④ 効果の検討

情報通信技術を活用 した新 しい形態の行政 サー ビスを提供す るためには、かな りの初期

投資及び運用経費が必要であ り、それだけに費用対効果の検討 も必要 とされよう。定性 的

な効果評価だけでな く、定量 的評価(発 行枚数、市民負担 の手数料 ・交通費、閉庁時間帯

による機会損失等)に ついて も併 せて検討することが必要であ る。元 々、行政サー ビス 自

体は、採算性の点で利益 を生 むことが期待 され るものではない公共 的な活動であるが、 そ

れに しても地方公共団体の多 くが財政的にゆ とりがある状況 にはないことか ら、住民側 か

らみても、多大な経費 を要することの是非は問われることとな ろう。

浜松市では、かねてか ら電子市役所構想を提起 していたが、それがサ ブシステム構想ま

で具体化 し、実験 プロジェク トと して課題の摘出 と対応策の検討 がなされていることは、
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将来の地方公共団体における行政情報化の推進に影響を与えるものと評価 されるものであ

る。

(4)証 明書の 自動交付 システム

証明書の自動交付システムは、平成3年10月 兵庫県伊丹市、 また、 同年12月 千葉県船

橋市、大阪府羽曳野市が住民票の写 しの自動交付 システムを導入 したことか ら開始 された。

以後、利用団体が増え、対象サー ビスの拡大が図 られて きている。

① 導入の経緯

自動交付機導入の 目的は以下の とお りである。

・住民の利便性の向上

・ 窓口事務の合理化の推進

・ 窓口の混雑緩和の期待

・ 完全週休二 日制に向けての対応

羽曳野市では、サー ビス内容を住民票の写 しの交付の外、 印鑑登録証明書、外 国人登録

済証明書、税関係諸証明書 に拡大 し、 自動交付機 も本庁 をは じめ各公共施設 に計6台 設置

している。更に、サー ビス時間も平 日は、午前8時45分 か ら午後7時 まで、土日曜は、午

前9時 から午後5時 まで とし、時間外サービスの提供に努めてい る。 しか しなが ら、現在

の ところ、24時 間ノンス トヅプ ・サー ビスの実現 には至っていない。また、この交付機を

銀行、農協、郵便局のATMと 併設 し、車椅子利用者のためのスロープと昇降設備 も備え、

市民サービスの向上 を図るな ど普及 に努めている。

② 導入のための基本的施策

このシステムの導入のための基本 的施策は、平成2年6月 に自治省が次のような住民基

本台帳事務処理要領の一部改正 を行 ったことによる。

「市町村長は、請求者が市町村の電子計算機 と電気通信回線で接続 された端末機 に請求者

識別カー ド及び請求者暗証番号 を使用 して入力することに よって、住民票の写 し等の交付

請求を受理で きる。」

このように証明書の自動交付は、一定の条件のもとにオ ンライ ン端末機か らの請求を、

市町村長 に対する請求 とみなすとする法論理的な検討結果に支え られた ものである。これ

は、住民が端末 より行政側ヘ アクセスすることに対 して、法的にも道を開いたことにな り、

その意義はたいへん大 きな ものがある。
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③ 今後の課題

1)請 求者識別カー ドのあ り方

自動交付機等で行政 サー ビスを提供 するためには、対面での本人確認はできないため、

何 らかの認証 ・識別手段 が要求され ることとなる。請求者識別カー ドは、 それを端末機 に

挿入することによ り、請求者であることを判断するとともに、請求者か らのデータの入力

を可能にす るものであ る。 このカー ドは自動交付機 の利用 を希望 する住民に対 して交付 さ

れるものである。この機能 をもつカー ドには、磁気カー ドとICカ ー ドとがある。いずれ

の方式を採用するかは、行政 の他の業務 とのかかわ り、また、民間 との共通利用などによ

り検討されるものである。

2)請 求者暗証番号の管理

請求者暗証番号 は、請 求者識別 カー ドの不正な使用 を防止するため に、暗証 として入力

される番号で、請求者識別 カー ドの交付を受ける者が、市町村長に届け出たものである。 こ

れは一般 にパス ワー ドといわれるもので、本人確認のために最 もよ く利用される方式であ

る。 しか し、この番号は他人 に利用 されないようにするために、暗記 してお くことが不可

欠である。 これ を一旦忘れると絶対に利用できな くなるもので、 これ を広 く住民に徹底 す

るための施策、 また、多様な業務への適用を図った場合やパスワー ドの管理 ・変更 にどう

対応 してい くか、今後の検討課題は多い。

3)偽 造防止対策の検討

自動交付 に当たって、証明書 の作成は端末機 に内臓 され た印刷装置 によ り行われ、偽造

の可能性がない とはいえない。偽造防止のための透 か し入 りの用紙の管理 を徹底 し、盗難

等の防止 に留意が必要 となろう。 また、カー ドの盗難や暗証番号の漏洩にも対策が必要で

あ り、セキュ リテ ィー対策が求め られるところである。

この証明書の 自動交付 システムの実現は、今後の1青報ネ ッ トワー ク社会 の行政のあ り方

を示すものであ り、ノンス トップ ・サービスや24時 間シテ ィーホールの基礎 を成すもの と

いえる。これは、将来 における市町村行政の変革 をもた らす内容 を含んでいるものである。

(5)ICカ ー ドによる行政サー ビス

島根県出雲市では、市民 にICカ ー ドを発行 し、新 しいサー ビスの構築を目指 している。

このICカ ー ドは、「いずも市民カー ドシステム」 として、一人一人の個人基本情報、保健

情報、救 急情報 を記録 し、市役所窓口での手続 きの容易化 などのサー ビスが受け られるこ
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とをね らいとしている。

① 導入の 目的

ICカ ー ドの導入 には、次のような社会的背景の変化があ る。

・住民の生活スタイルの多様化(多 種多様な要望 と生活空間 ・時間の変化)

・ 高齢化社会への急速な移行(高 齢化 と少子化)

・ コ ミュニテ ィの変貌(行 動範囲の拡大 と生活圏の重層化)

・情報化社会の進展(量 産 され高速処理される情報)

② 住民側の効果

・ 必要な情報が入手で き、 自分で管理で き提供がで きる

・ 質の高いサー ビスを迅速 ・的確 に受止めることがで きる

・ 安心 して暮 らせ、健康の維持 と増進が図れる

・ 行政 を身近 に感 じられ る

③ 行政側の効果

・ サー ビスの改善(手 続 きの簡素化、正確 ・迅速 ・充実 したサー ビスの創造)

・ 事務処理の効率化 と質的改善(正 確性 ・高度性 ・容易性)

情報管理の改善(伝 達の迅速化 ・正確化、処理時間の短縮化、利用の容易化、有効利用、

保護)

・縦割 り業務の排除 と連携の強化

④ 現状

導入は次の3段 階に分けて行われ た。

1)第1段 階 福祉カー ドへの適用

平成3年4月 より65歳 以上の高齢者を対象に 「福祉 カー ド」として発行されてお り、行

政窓 口、救急支援、健康管理の3つ のサー ビスを対象に行われている。

2)第2段 階 児童カー ドへの適用

平成5年11月 よ り0歳 か ら11歳 の乳幼児 ・学童向けの 「児童カー ド」 と して発行 され

ている。サー ビスの対象 は、救急支援サービスと健康管理サー ビス となっている。

3)第3段 階 市民カー ドへの適用

平成9年1月 よ り18歳 以上の市民を対象に 「福祉 カー ド」にかえて 「市民カー ド」が発

行されている。その発行の対象者 も以前の福祉カー ドの所持者 に加 え、様 々な職域の住民

や、年齢層 も40歳 か ら49歳 まで というように段階的に発行されている。
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⑤ サー ビスの範囲

・ 行政窓口サー ビス:証 明 申請代行システム、証明書 自動作成 システム、証明書 自動交

付 システム

・ 情報提供サー ビス:行 政情報等検索照会システム

・ 施設利用サー ビス:施 設利用照会予約 システム

・ 健康管理サー ビス:健 康診査 システム、職域健康管理 システム、検診情報等照会 シス

テム

・ 救急サー ビス:救 急情報応答 システム

・ カー ドの照会更新サー ビス:自 己カー ド情報照会 システム

・ 提供共用サー ビス:図 書貸 出カー ド、キャッシュカー ド、共通診察券

⑥ 今後 の課題

ICカ ー ドの導入の当たって、今後の課題 として次の諸点が挙げ られている。

1)医 療情報の取扱い

福祉 カー ドの開発当初は、保健医療 カー ドとしての利用が計画 されていた。 しか し、 こ

の点は未だ実現 に至 らず、今後 の課題 とされている。現在、医療機関 ごとに個別の管理が

されている医療情報は、患者単位に集約されることによ り、医療情報の有効利用が図 られ、

医師にとっては患者の健康状態 を一層詳 しく知 ることがで き、場合 によっては検査や投薬

の重複を避けることがで きる。また、患者にとっても自分の健康状態をよ り的確 に医師 に

伝えることがで きるので安心 して診てもらえるとい うメ リットがある。

しか し、現実 には、入力の負担な ど多 くの問題の指摘があ り、現段 階では今後 の課題 と

して残されているのが現状である。

2)カ ー ドの広域的利用

このICカ ー ドは、出雲市民のみが利用で きるものであ る。 しか し、今 日では人の往来

は活発化 し、行動範囲が拡大 してい くにつれ、行政区域だけを意識 していては、多種多様

な市民の要望や生活スタイルの変化 に対応 することが困難になってきている。

カー ドシステムは、本来、従来の枠組みに固執 しない新 たな行政サー ビスの実現 を目指

すものであるだけに、市民の幅広い要望 に応えてい くためにも、広域的な運用を検討すべ

きであろう。

3)カ ー ドの標準化

一37一



住民の移動が頻繁になってい る今 日、カー ドシステムを運用 している自治体間でのデー

タの互換性等連携 も考慮する必要がある。せっか く蓄積 した保健医療等に関するデータも、

いったん転出すると転出先の 自治体では利用できないのが現状であ る。

このような弊害 を避けるため、近隣市町村 との連携 によ り、カー ド ・システムの標準化、

システム開発の効率化、経費の節減、開発か ら運用 までの期間短縮等を図ることが必要で

あろう。

4)ICカ ー ドのあ り方

通信技術が発達 し分散型でのオ ンライン運用が主流 とな りつつある現在、必ず しもカー

ドに頼る必要はない とい う考 え方が出されている。カー ドに納め られた情報は、 オンライ

ンシステムの構築過程での補完的な利用に限定 されるのではないか とい う意見で ある。今

後、これ らの意見も踏 まえ、 マルチメデ ィア、インターネ ッ トの普及等の状況を考慮 し、

社会的に意義のあるシステムをつ くる必要がある。

出雲市におけるICカ ー ドシステムの導入は、我が国の地方公共団体では比較 的先駆 を

なす ものである。 しかも、そのカー ドの利用範囲は広 く、多様 な行政サー ビスの分野に及

んでいる。 また、カー ドを常時携帯 して もらうため に、図書貸 出カー ドや郵便貯金や農協

貯金などの金融分野 との共用 を図 り、 キャッシュ ・カー ドとしても使えるよう検討されて

いる。情報化社会 における行政サー ビスのあ り方を検討す るに当たって、 これ らの動向に

注 目してい く必要がある。

1-3-2諸 外国政府 における事例

(1)ア メ リカ連邦政府 における電子政府化構想

アメ リカ合衆国においては、1993年 に 「電子政府化の構 想」が公表されて以来、連邦政

府、多 くの州政府及び地方政府 で行政サー ビスの電子化等 、多 くの革新的な取組みが進め

られている。この 「電子政府化の構築」の背景 としては、1993年3月 にクリン トン政権の

下に、米国連邦政府の業績再検討 プロジェク ト(以 下 「NPR」 という。)を 設置 し、約半

年間にわたって連邦政府の包括的な行政改革を実施 して きたことが挙げ られる。「電子政府

化の構想」は、NPRの4つ の改革指針の一つである、「1日来 の方法か らの脱皮」、言い換

えれば 「情報技術を活用 した リエ ンジニア リングの実行」 とそれに伴 って連邦政府 ・州政

府 ・地方政府 の全 レベルの政府組織 を接続する情報基盤の建設の提案 をうけ、連邦政府の
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み な らず、州政府及び地方政府において、種 々の改革に取組 もうとす るものである といえ

よう。

(2)米 国連邦 ・州 ・地方政府における行政サー ビス

① 情報キオスクによる行政サービス

連邦 ・州 ・地方政府 における取組みの第一歩 としては、顧客サー ビスの改善 を目標 と し

たワン ・ス トップ/ノ ンス トップ ・サービス とそのアクセス ・ポイン トの拡大の実現であ

る。実現 イメー ジとしては、 キオスク端末 を利用 したネ ヅ トワーク ・システムである。キ

オスク端末 とは、行政 のATMと 呼ばれ、行政サー ビスあるいは情報 を住 民に提供 するた

めに、広範囲にかつ双方向通話が可能な窓口端末である。

キオスク端末は、 コンビニエ ンス ・ス トア、図書館、シ ョヅピング ・モール等の人の行

き来が多い所に設置されてお り、住民は行政機関への訪問 ・電話での問合 せ等で得 られる

全 てのサー ビス(雇 用情報の照会/問 合せ、車両登録の更新及び行政 サー ビスに関する案

内や情報の開示等)を 、一台のキオスク端末へのアクセスで受けることが可能である。

ア.シ ステムの目的

当システムの 目的は以下のとお りであ る。

・ 住民に対 して行政機 関の組織毎でな く事業毎に必要なサービス と情報を提供する。

・ 行政サー ビス ・情報を最 も利便性が高い場所/時 間に提供する。

・ 行政サー ビス ・情報を多国語で提供 する。

・ 銀行のATM(365日/24時 間対応)の ようなキオスク端末の行政版 を提供 し、ノンス

トップ ・サー ビス を実現する。

・ 行政サー ビス ・情報の提供 に関わ るコス トの削減及び有効性 の向上を実現する。

イ.シ ステムの利用方法

このシステムの利用方法はいたって簡単である。ユーザー(一 般住民)は 画像 と音声を

利用 した指 示に従い、キオス ク端末のタヅチ画面に触ることによって対話 を進めてい く。

それぞれの画面はメニュー方式になってお り、ユーザーは 自分の興味のあ るプログラムま

たはサー ビスの画面に素早 くたどり着けるようになっている。あ る画面 にた どり着いた後

は、データの入力や特定のオプションの選択を行 うようガイ ドされ、ユーザーが必要な情

報 を得 ることがで きる仕組み になっている。またキオスク端末は新 しい運転免許(磁 気テ

ープが装着されてい る)をIDと して読み込んだ り、クレジヅ トカー ド等での支払 を受け
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付けるようになっている(支 払 を行った際 には領収書を印刷で きる。)

また、近い将来 には事業所及び家庭内 とのパ ソコ ンとも接続 され、当該サー ビスの提供

が可能 とな り、さ らには、双方向CATVあ るいはテレビ電話等のマルチメデ ィアの対応

も実用化されるであろう。

ウ.シ ステムのメ リット

これ らのシステム機能 とその運用が住民 にもたらすメ リッ トとしては、次の ようなもの

が挙げ られる。

・ 行政サー ビス ・情報を最 も利便性が高い場所で、通常行政機関が閉まっている時間で

も受けることができ、行政機関 に出向 く時間が省ける。

・ 住民の個別ニーズに合わせた行政サー ビス ・情報 を受 けるこ とがで きるので、行政機

関の都合で定め られた複数の窓 口に足 を運んでいたころよ りも、効率 よく首尾一貫 し

た回答 とサービスを受けることができる。

・ 多国語対応なのでよ り効果的に行政サービス ・情報 を得 ることがで きる。

加えて、実施 主体であ る行政機関 自体 にとっても多大なメ リッ トが予想される。その

例は以下の とお りである。

・ 行政サービスを提供するため、当該業務 プロセスの リエ ンジニア リングを実施 し、業

務の効率化 も同時に実現可能 となる。

・ 行政機関のスペースの削減 も可能である。職員 をよ り有効かつ効率的に活用できる。

・ 自動データ入力による正確性の向上 とエラーの削減が可能であ る。

・ 行政サービス ・情報の提供 に関するコス トの削減及び有効性の向上を実現する。

② ワンス トップ/ノ ンス トップ ・サー ビスの事例

ア.連邦政府

連邦政府においては、1991年 に労働省の雇用研修局が初めてキオスク端末 を導入 し、雇

用情報の照会/問 合せ を可能 とするサー ビスを提供 した。当サー ビスは、約10州 で実現 さ

れてお り、将来的には、連邦 ・州 ・地 方政府 の雇用情報/機 会等 を結合 し、全国的な展 開

が計画されている。

イ.郵政公社は、1993年 に複数政府機関にまたがるワンス トップ/ノ ンス トップ ・サー ビス

の開始 を行った。内容 としては、次のものが挙げ られ る。

・ 住所変更の届出

・ 郵便切手の注文/購 入
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なお、郵政公社では、約20の 連邦政府機 関と5つ の州政府間での行政 サー ビスを支援 す

るパイロヅ ト・プロジェク トを開始 している。 この プロジェク トは将来的に全国展開を前

提 としてお り、 これが実現 した場合 には郵便局 を核 とし、連邦 ・州 ・地方政府の地域 ある

いは組織の壁を越えた シー ムレス ・サービスの提供 が可能 になる。

ウ.退役軍人省/社 会保障局

・ 給付金の申込手続/請 求

エ.州 ・地方政府

州 ・地方政府では、 キオスク端末 を積極的に導入 し、 ワンス トップ/ノ ンス トップ ・サ

ービスを提供 している
。全米50州 の うち、約38州 が既 にサー ビスを提供、パイロッ ト・

プロジェク トの推進あ るいは計画段階にある。

オ.民 間企業におけるワ ンス トップ/ノ ンス トップ ・サー ビス

行政機 関のみな らず、民間企業で も、ワンス トップ/ノ ンス トップ ・サービスの提供 あ

るいはキオスク端末 を活用することに より、顧客サー ビスの向上、経費の削減/節 減 な ど

に焦点を当てて きている。例えば、 グ リーテ ィング ・カー ド産業では、全米で約9,000台

の双方向キオスク端末 をショッピング ・モールやカー ド販売店 に設置 している。このキオ

ス ク端末 で、顧客がカー ドを独 自にデザイ ン、作成及び注文することを可能 に したことに

よ り、業界全体の売上 げを飛躍的に向上させている。また、 ビデオや レコー ドの販売チェ

ー ンでは、「購入前に試写がで きた り試聴がで きる」、「いつで も、どこで も簡易に購入がで

きる」等の機能 を持 ったキオスク端末の企画/試 作あるいは実験 プロジェク トの実施 が行

われている。

ホテル産業 において 「会議参加者を会議場 にスムース に案 内する」あるいは 「宿泊客 に

対 し、近 隣の レス トラン/シ ョッピングの情報を提供す る」等のサー ビス機能を持つキオ

スク端末 を導入 している。パソコン ・メー カーであるコンパ ヅク社では、「本人が加入 して

いる各種保険/年 金の保 障内容、退職制度/退 職金等の情報をみなが ら、様 々なオプシ ョ

ンの中か ら将来 の保障内容 を選ぶ」こ とが可能なキオス ク端末 を導入 し、社員の福利厚生

サー ビス を充実 させてい る。

③ 米国郵政公社のシーム レス ・サー ビスの事例

郵政公社は約20の 連邦政府機 関(社 会保障者、国税庁、退役軍人省、移民局等)と5っ

の州政府 を対象 とし、 シー ムレスな行政サー ビスの提供の実現 を支援するためにパイロ ッ

ト ・プロジェク トを開始 した。
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ア.プ ロジェク トの経緯

・NPRの 提言を受け、連邦 ・州 ・地方政府の全 レベルの政府組織を接続する情報基盤の

建設が提案され、また、 この情報基盤にア クセス可能な全国規模 の双方向キオスク端

末ネ ットワークの創設も同時 に提案された。

・ キオスク端末の開発及び導入 を推進するため に、政府情報技術サー ビス ・チームと顧

客サー ビス改善チームの2つ の組織が新設 された。

・ 顧客サー ビス改善チームは、郵政公社 に対 しキオスク端末の全国導入 を支援 してい る

連邦キオスク委員会(連 邦政府 の省庁の連合で組織されている)の リーダー になるこ

とを要請 した。

・ 連邦キオスク委員会は、全 レベ ルの政府組織(連 邦 ・州 ・地 方政府)を 前提 とした標

準的なサー ビス内容のプロ トタイプと適用可能 な情報技術について提言 した。

イ.標準的なサー ビス内容のプロ トタイプ

全 レベルの政府組織を対象 とした標準的なサー ビス内容のプロ トタイ プは以下のとお り

であ る。

(行政機関に対する手続 申請)

・ 国税庁(IRS)関 連の書類請求

・ 退役軍人省 に対する給付金の請求

(行政サー ビス)

・ 運転免許の登録/更 新

・ 各種証明書の申請/発 行

・ 全国のキャンプ場の案内/問 合せ/予 約

(ラ イフ ・イベ ント単位の一連の手続 申請)

出生、入学、結婚/離 婚、死 亡等のライフイベ ン ト毎に必要な手続 を一連で完備 し、か

つ複数の行政機関にまたがる手続 も完 了させることを可能 としたシーム レス ・サー ビスの

提供、例 えば、 日本におけるイメー ジとしては、市役所に婚姻届 を提出 した時点で、転入

届 の申請又は転出届の 申請がで き、かつ他の行政機 関(例 えば、郵便局)、 あるいは金融機

関等に対 して、住所変更の手続 申請 も同時にかつ 自動的に完 了することが挙げ られる。

ウ.適 用可能な情報技術

当面は、双方向キオスク端末に焦点 を当て るが、将来的には双方 向ケーブル ・テ レビ、

テ レビ電話等のアクセス技術の応用 も検討するこ とが提案されている。ネ ヅ トワーク技術
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に関 しては、イ ンターネ ット上の情報検索システムを前提 として検討する。

現在、 これ らの提言を受け、全米のい くつかの郵便局 に設置 してあるキオスク端末 で一

部のサー ビスが提供 されている。このシステ ムは、WINGSと 名付け られ、97年 中には、

各省庁 との調整 も終え、全面的な稼動に入 る見通 しである。また、2000年 まで には全米1

万2000か 所 にキオスク端末 を配備 し、サー ビス範囲の拡大 を行 うことも計画されている。

この様 に、全米では、各政府機関が独 自にワンス トップ/ノ ンス トップ ・サー ビスの実

現 あるいは、郵政公社 を核 とした全 レベルの政府機関を連携 したワンス トップ/ノ ンス ト

ップ ・サー ビス、アクセス ・ポイン トの拡大及びシームレスなサー ビスの実現 を目指 し、

全国的な規模で取組み を行っている。また、将来 的には民間企業 との連携 も図 られ、着実

に情報スーパー ・ハイウェイ構想 に近づ くことになるであろう。

エ.今後の課題

シームレス ・サービスを全国的に拡大する場合、すなわち行政領域の垣根 を越 えて情報

の共有化 を実現す るには、 国民あるいは住民 に関する情報のプライバシーの保護、安全性

/整 合性の確保 が重要である。これ らを克服するためには、ICカ ー ドの利用促進 あるいは

ユーザー認証方法/電 子サインの照合方法等の技術 を充分に検討 した り、各行政機 関毎 に

異なる情報に関する法律 や規制等を充分に検討 し、政策の見直 しを行うこと等 も必要であ

る。

キオスク端末 等で提供 するサー ビス内容の変更あるいは端末 の設置場所 の拡大、台数の

増加等の決定 については、住民の フィー ドバ ック情報の検討等を実施 し、定期的な評価 を

行 うことが重要である。

全国 レベルへの拡大において、キオスク端末の利用、サー ビス内容、システムの運用、

ネ ッ トワークの運用及 びユーザー認証/電 子サインの照合 の技術等の標準化 を行い、それ

らをガイ ドラインとして作成 し、全国的に普及 ・啓蒙及び維持 してい くことが重要であ る。

(3)カ ナダにおける行政情報化 と行政サービス

カナダのオ ンタ リオ州政府 において も、米国州政府 と同様のキオスク端末 を核 とした ワ

ンス トップ/ノ ンス トップ ・サー ビス を提供 している。キオスク端末は、州政府 の施設及

びショヅピング ・セ ンター に設置され、英語 とフラ ンス語の両方で行政サー ビスを提供 し

ている。 また、 キオスク端末 の使用 に関 しては、住民が利用料金(1ド ル)を 負担す るこ

とになっている。
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① サービス内容

・ 免許証登録/更 新、住所変更の届 出

・ 交通反則金の支払い

・車両ナ ンバー ・プレー トの発行手続 き

ニューブランズウィ ック州では、ワ ンス トップ/ノ ンス トヅプ ・サー ビスを中心 にさま

ざまな改革に取組 もうとしている。 この改革 プロジェク トは 「サー ビス ・ニューブランズ

ウィック」と呼ばれ、「州政府職 員を住民のよきパー トナー となるように強化する」ことを

目標 と設定 している。具体的な取組み としては、納税者全員が全ての行政手続 きを最寄 り

のショッピング ・モールの総合窓口セ ンターあるいはキオスク端末、パ ソコン、電話か ら

で きるように情報化 を推進 している。現在、16部 門がネ ッ トワークで統合され、今後は以

下の行政サー ビス をワンス トップ/ノ ン ・ス トップで実現する予定である。

② 今後 のサー ビス内容

・ 学生ロー ンの問合せ

・ 医療情報の照会/問 合せ

・狩猟 ・漁業免許の申請/更 新

・車輌登録、出生証明書の発行

最終的には、 ワンス トップ/ノ ンス トヅプ ・サー ビスの提供だけにとどまらず、経費を

節減 し、全ての資源をよ り効率的に活用するために全部門の業務 プロセスの リエ ンジニア

リングを実施 する予定である。

(4)西 欧諸国における行政情報化 と行政サー ビス

① 英国

英国の中央コンピュータ ・テ レコ ミュニケー シ ョン庁では、各政府機関が行政 サー ビス

の品質の向上及び業務の効率的な提供 を支援するために、国家 プロジェク トとして約100

台前後のキオスク端末 を中心 としたワ ンス トップ/ノ ンス トヅプ ・サー ビスの実験 を行 っ

ている。キオスク端末のサー ビス内容について は、各種行政サー ビスの手続 申請等の米国

で提供 されているサー ビス と同様の ものが多 くみ うけ られる。

また、有料サー ビスを受ける場合 には、 クレジ ヅ ト・カー ドによって支払いがで き、イ

ンターネ ッ トを通 じて 自宅のパソコ ン端末か らで もアクセスが可能になってい る。

② オース トリア
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オース トリアのウィー ン市では、「電子都市ウィーン」を 目指 し、以下の内容 を含んだ行

政情報化計画の実行に移っている段階である。

・ 電子媒体 による市政情報 の提供 と市民か らの意見の吸収

・ 交通渋滞の解消

・ 電子媒体 による教育サービスの実現

・ さ らに、行政サー ビス/情 報の提供 を双方向に実現 させ るために、情報通信ネ ッ トワー

クの拡大、情報端末設置場所(図 書館 や駅等)の 拡大、画像情報等 のマルチメデ ィアに

対応 した情報の提供

① ベルギー

ベルギーのア ントワープ市では、21世 紀 のイ ンテ リジェン ト・シテ ィを目指 して、市民

ネ ットワー ク基盤を積極的に整備拡張する とともに、キオスク端末 を中心 とした双方向の

行政情報サー ビスの向上 を図っている。イ ンテ リジェン ト・シテ ィのネ ッ トワー ク基盤は、

1992年 に情報ハイウェイ となるべ き40kmの 光 ファイバー網の整備 を計画 し、1994年 に

は世界最初 のATMに よる高速デジタル ・ネ ットワーク網を構築 した。現在 もその機能の

拡張を図っている。 この情報ハイウェイは、対市民サー ビスの向上 を 目指 し、以下の6つ

のパ イロッ ト・プロジェク トのネ ッ トワー ク基盤になっている。

1)市 民 にやさ しい行政 コ ミュニケーション ・サービスの提供

・LANに 接続 したPC及 びシステム間の電子 メール、掲示版

・ 遠隔地の生涯学習

・ ビデオ会議

2)老 人や障害者の支援 プロジェク ト

・ 緊急用呼び出 しボタン

・ セ キュ リテ ィー ・システム(ガ ス、火災、夜盗)

・ 訪問サー ビス

・ ビデオ ・コ ンサルテ ィング

3)社 会福祉プロジェク ト

・ 医療データ(イ メージ、テキス ト)の 登録、情報交換

・ テ レビ ・コンサルティング/遠 隔テ レビ会議

・ ビデ オ診療ガイ ド

4)ア ン トワープ港の機 能拡張プロジェク ト
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・ 政府及び民間の関連業者間におけるEC(エ レク トロニクス ・コマース)化 及 び情報の

共有化

・ 国際間コ ミュニケーシ ョンの向上

5)ア ントワー プ市内の環境保護プロジェク ト

・ 災害発生時の迅速な情報収集 と指揮ガイ ド

・環境汚染の監視(水 質、大気、騒音、汚染等)、 ビル/建 物の管理(当 初:ス イ ミング ・

プール施設の管理)

6)24時 間ノンス トップ市民サー ビス

・ 代表電話番号による全ての市関連部門へのアクセスによる行政サァビスの享受

・ キオスク端末 による市役所、文化/ス ポーツ施設の情報提供

(5)シ ンガポール における行政情報化 と行政 サー ビス

シンガポールは国家プ ロジェク トとして取組んでい るインテ リジェン ト ・アイラン ド構

想(IT2000)が 先進的な行政情報化のプロジェク トとして有名であ る。この構想は、米国

のMI構 想 と似てお り、行政 を含む産業界 を対象 とした全国的な情報基盤の構築さ らには

将来の情報化の資産 を蓄積 しなが ら、経済力の強化、国際競争力の拡大あるいは豊かな国

民生活の向上等を 目指 している。シンガポールでは、1991年1月 に国家コンピュータ委員

会がインテ リジェン ト・アイラン ド構想 プロジェク トを立ち上げた。このプロジェク トは、

官民合せて約200人 か らな り、建設 ・不動産、教育 ・研修、金融、政府、医療、情報産業、

製造業、メディア ・出版 ・情報サービス、小売業 ・卸売業 ・流通、観光 ・レジャーサー ビ

ス、運輸の11の 領域 について情報化の利用/応 用の可能性 について検討 し、将来の提言を

行った。

全体の調整はコ ンピュータ庁が、情報技術を駆使 した行政効率化のモデル を作成 した り、

開発技術等の研究成果 を発表 した りしている。取組みの内容 としては、建設 ・不動産の許

認可を処理するネ ヅトワー ク、図書館 ネヅ トワー ク及び レジャー情報の提供等がパイ ロッ

ト・プロジェク トとして開始 されている。その他、学校 にマルチメデ ィア教育の一環 と し

て、パソコン設置の拡 大 も計画中である。また 「シンガタ ッチ」 とい う双方向キオス ク端

末 も開発 され、 ワンス トヅプ/ノ ンス トヅプ ・サー ビスを一部提供 してい る。キオスク端

末は、空港、バスター ミナル及び国立図書館等 に設置されて いるが、今後は郵便局、銀行、

その他政府施設等への設置が検討されている。2000年 までには、全 島数百か所にキオスク

一46一



一47一

端末 を設置する予定である。



第2章 行政サー ビスのネ ヅ トワーク化推進上の技術的課題

2-1ネ ッ トワー クの技術 動 向

(1)デ ータ通信サー ビスの動向

データ通信は、電気通信回線 にコンピュータや端末装置 を接続 してデータの伝送 と処理

を一元的に行え る高度情報化 を円滑 に推進するインフラ として重要性が高 まってお り、下

記のようなデータ通信サービスが急速に進展 している。

① 高速 ・超高速デジタル伝送サー ビス

高速デジタル伝送サー ビスは、デー タ伝送 と電話を統合 した利用、LAN相 互間の高速

データ伝送、広帯域 を必要 とするテ レビ会議 等の企業情報通信ネッ トワークの回線等 とし

て利用される。同伝送サー ビスは、高品質、割安料金、高速 ・大容量伝送が可能である上、

数度にわたる料金値下げ、大 口割引制度の導入などによ り、急速 に利用が拡大 している。

② デジタル ・データ伝送サー ビス

デジタル ・データ伝送サー ビスには、パケ ット交換 サー ビス、 回線交換 サー ビス及 びフ

レーム ・リレーサービスがあ る。 このサー ビスは、 これ までの電話網が主 として電話向け

のアナログ通信用に構築されていたのに対 し、デジタル ・データ通信の利用 を前提 に実 用

化された交換サー ビスである。 したがって、 当初 か ら高い伝送品質、多様 な通信速度、短

い接続時間、低い遠近格差 などの特徴 をもたせている。一方、パケッ ト交換サー ビスは比

較的、短電文 ・低密度のデー タ通信 に適する とともに、異速度間通信 ・同報通信 などの特

徴をもっている。

③ISDNサ ー ビス

ISDNサ ー ビスは、音声通信、 ファクシ ミリ、デー タ、映像情報な どを大量に、高品

質かつ経済的に伝送 したい とする高度化 ・多様化す る情報通信ニーズに応 えるため、デ ジ

タルネ ットワークによ り提供 される公衆サー ビスである。現在、国内にお けるISDNサ

ー ビスはNTTの みが提供 してお り、そのサー ビス には基本インターフェイスによるIN

Sネ ッ ト64と 、より高速な通信 も可能なINSネ ッ ト1500が ある。INSネ ヅ ト64は 、

主 としてPOSデ ータ通信、高精細な ファクシミリ通信等 のデータ伝送が中心であ り、一

方、INSネ ヅ ト1500の 方はPBXや データ通信等企業通信 システムやテレビ会議等の映

像伝送等 を中心に利用 されている。 また、イ ンターネ ッ トやパソコン通信 の普及 にともな
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い、一般家庭での利用 も拡大 している。

④ フレーム リレー ・サー ビス

フレーム リレー ・サー ビスは、ネ ッ トワーク内での フロー制御等を省略 しプロ トコルを

軽 くしたことによ り、 よ り高速のデータ交換への対応が可能 にな ったことが特徴 である。

なお、フレーム リレーが登場 した背景には、ダウンサイ ジング、分散化の進展 にともない、

何時でも、 どこで も、誰 とでも通信で きる環境の整備、LANの 普及、通信 プロ トコル と

してTCP/IPの 台頭等がある。 また、ハー ドウェア面での光ファイバ を利用 した伝送

路 の回線品質が大 きく向上 したこと、端末機器の性能が飛躍的に向上 したことなども挙 げ

られる。

⑤ セル リレー ・サー ビス

1995年9月NTTか らセル リレー ・サー ビスが開始 された。セル リレー通信方式は、A

TM技 術 を用いるもので、従来のパ ケッ ト交換や フレーム リレーが長 さの違 う情報の塊を

情報転送の単位 として扱 うのに対 して、全ての情報 をセル と呼ばれる固定長の短パケッ ト

に分割 して扱 うため、例えば、6Mb/s等 、極 めて高速 の通信 が可能 となる。 また、各

通信速度固有のハー ドウェアを必要 と しないため通信速度 を統一的に扱えること、通信品

質やネッ トワー クの多重化効率をソフ トウェアで自由に設定で きるな どの長所 がある。 さ

らに、セル遅延 のバ ラツキが非常に小さいので、音声通信 ・TV会 議等 リアルタイム性が

要求される通信 にも適 してい る。今後は、高速コンピュー タ通信、マルチメディア通信の

発展 を支 えるサー ビス と して期待 され る。

⑥ 移動体通信サー ビス

1979年 の自動車電話サー ビスの開始以来、携帯 ・自動車電話の普及が急速に進展 してい

る背景 には、市場競争 による料金 の低廉化、端末売切制導入 による移動端末の多様化、低

価格化、多様な料金 メニュー の設定、技術革新による小型 ・軽量化、デジタル化、電池寿

命の向上等が挙 げ られ る。一方、PHSサ ー ビスも、契約料金及び通話料が安いこともあ

って契約数は爆発的に伸 びている。

⑦ 衛星通信

1995年8月 に 日本 サテ ライ トシステムズ及びNTTか ら相 次いで大型衛星 が打 ち上げ

られ、国内衛星の総 トランスポンダ数 も一挙 に増加 した。また、電気通信事業法の一部改

正によ り、既存 の国際通信事業者はイ ンマルサ ッ ト、イ ンテルサ ッ ト以外の衛星 の利用が

可能にな り、さ らに専用線サー ビスにっいては海外の衛星通信事業者 も参 入可能 になるな

一49一



ど、衛星通信を取 りまく環境 も急速 に変化 しつつある。

衛星通信は、地上系の通信に比べて 同報性及び広域性、回線設定 の柔軟性及び迅速性・

広帯域性、耐災害性などの特徴を有 している ところか ら、CATVへ の番組配信、企業内

映像情報配信な どで利用が高 まってい る。今後、機器 の低価格化、ア ンテナの小型化等に

ともなって、企業 内デー タ通信ネ ッ トワークの構築等急速に普及す るもの と期待 されてい

る。一方、インターネ ッ トの普及に ともない、衛星通信 とインターネ ッ トを組み合わせた

システムが実用化 されつつある。

(2)情 報通信ネッ トワー クの動向

我が国においては、1985年 の電気通信事業法の施行が大 きな転換期 とな り、これ以降電

気通信におけるほぼ全分野にわたる競 争原理の導入によって飛躍的 に進展 することとなっ

た。1986年 には新規の第1種 電気通信事業 者が専用線サー ビスを開始 し、さらに翌年半ば

には市外電話サー ビス を開始 した。 また、第一種電気事業者か ら電気通信設備の提供を受

け、独 自のネ ッ トワー クを形成 して利 用者 にデータ伝送サー ビスを実施 す る第二種電気事

業者、いわゆるVAN業 者が新たな情報通信サー ビス業 として脚光 を浴び ることになった。

①LAN/WAN

企業内統合通信網 としてのLANは 、当初の企業内での音声、文書、画像、データな ど

を中心 とした処理か ら、今 日のマルチ メデ ィアデー タの伝 送に至 るまで幅広 く導入 されつ

つある一方、パソコンやWSの 高機能化 にともない、LANの 伝送速度の向上に対するニ

ーズが高 まっている。LANに 比べ さ らに広域 をカバーするネッ トワーク として、最近、

霞が関WANで 話題になって いるWANが 脚光を浴びてい る。WANは 、 一般的には通信

事業者が提供する公衆回線 ・サー ビス を利用 して構築する。WANの 伝送 方式 としては、

現在、高速かつ経済的であ り、イ ンターネ ッ トとの融合性 も高い フレーム リレー方式が主

流であるが、今後 のマルチメディアデー タ通信の利用の拡大を考える と、広帯域ISDN

を中心に展開 してい くものと予測 される。広帯域ISDNの 中核技術 のATMに よってI

SDN、 電話網、パケ ット通信網が統合で きる。

②VAN

1985年 の電気通信事業法の施行後、ユーザによる広域ネ ッ トワー ク利用のニーズに応 え

るサービス として、いわゆるVANサ ー ビスが脚光 を浴び始めた。VANは 、ネ ッ トワー

ク上でプロ トコル変換、コー ド変換、 フォーマッ ト変換な どのネ ッ トワー ク上に様 々な付
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加価値を提供するサー ビスで、基本 的には設備提供型サー ビスであるが、ネ ッ トワー ク管

理技術な ど高度 な情報技術を必要 としてい る。VANサ ー ビス業者は、ユーザ における情

報処理や通信だけでな く、製造業 と金融業、流通業な ど異業種企業間取 引をネッ トワー ク

でカバーするようになった。

一方、急速に進展 しているイ ン トラネ ットは、情報共有の範囲が1企 業あるいは1つ の

企業グループに限 られ るが、情報の共有で きる範 囲を複数の企業 にまでこれを拡 大 したエ

クス トラネッ トが話題 になっている。エクス トラネ ッ トは、取引関係を基盤 として特定 の

企業 をグループ化する手段 として有効であるが、 この運営 を第三者のインターネ ッ トプロ

バイダに任 せるケースが増えつつある。

③ パソコン通信

パ ソコン通信 のユーザは、GUI(GraphicalUserInterface)採 用 による操作性 の向上、

回線速度のア ヅプなどにより、個人ユーザを中心に急増 した。また、インターネ ッ トとの

相互接続が容易 になった影響 もあって、今後も順調な伸びが期待 される。

④CATV

CATVは 、これまで の再放送か ら、最近になって都市型CATVが 急速 に拡大 しつつ

ある。都市型CATVは 、イ ンフラとしてはB-ISDNと の競合、 また情報流通 として

は多チャンネル衛星放送 との競合が考 えられるものの、今後 は通信寄 りのインターネ ッ ト

接続サー ビスの提供 メデ ィア として、急速 に拡大するもの と期待 され、通信 と放送の融合

は ますます深まるもの と予測され る。

⑤ イ ンターネ ッ ト

もともとイ ンターネ ッ トは、大学や研究所間 を接続する目的で計画 されただけに、高速

専用線が利用 されて きた。一般的には、64Kbps～6Mbpsの デジタルの専用線が利

用されている。

大組織やプロバイダーな どのように24時 間接続の必要性 のない個人での利用では、自分

が必要な場合 にのみつながっておれば よいので、公衆回線 をベース と したダイアルア ップ

IP接 続が利用 される。

イ ンターネ ッ トとパ ソコ ン通信の接続 としては、現在の ところ以下の方法がある。

・telenet接 続

イ ンターネ ヅ トの標準 プロ トコルの一つであるtelene七 接続は、手元 のホス トを

端末 として利用 し、遠 隔地のホス トにログイ ンして直接操作で きるように したもので、イ
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ンターネ ッ トの利用者がLAN環 境 か らパソコン通信 にア クセス した り、パ ソコン通信の

利用者が簡単にインターネ ヅトにア クセスする手段 として有効であ る。

・WWW接 続

パソコ ン通信事業者が独 自に用意 しているWWWブ ラウザソフ トにより、パソコン通信

のメニューにインターネ ッ トのメニ ュー をアイコンベースで登録、一体化 した ものであ る。

・ ダイアルア ップIP接 続サー ビス

パソコ ン通信のIDを そのまま利 用 してインターネ ヅ トへのアクセスを可能 とするサー

ビスであ る。通信ソフ トとして通常のパ ソコン通信アクセスの もの とは別の ソフ トを必要

とするが、新たにインターネ ッ トプロバイダー と契約する必要がない こと、アクセスポイ

ン トの数が多い ことなどが評価 され利用者が増加 している。

⑥ イン トラネ ット

インターネ ッ トの技術 をそのまま社内システ ムに活用 したイン トラネ ッ トが注 目されて

いる。その理 由として、先ず標準的な ソフ トウェアプロダク トと低価格のPC,ワ ークス

テーシ ョン等でシステム構築が可能であることが挙 げられ る。 また、 クライアン ト、アプ

リケーション ・サーバ、データベース ・サーバ等による階層構造を導入することによ り、

標準ソフ トウェア ・プロダク トで構成で きるため、分散システムが よ りシンプルにかつス

ピーディに実現で きる。さ らに、 プロ トコルがTCP/IPで 統一 されているため、社内

のみな らず社外 とも容易に接続できる上、イ ンターネッ トと同 じプロ トコルであ るためイ

ンターネッ トで接続されている世界 中か らアクセスが可能 となる。イ ン トラネ ッ トは、イ

ンターネ ットと接続され世界 中の情報 リソースも容易 に活用で きるが、一方では外部か ら

イ ン トラネッ トへの侵入 も可能 となる。 このため、ネヅ トワーク上 に通信経路 の制御 を行

うルータを設置 し、イン トラネヅ トか らインターネ ッ トへのアクセスは 自由に行 えるが、

外部か らの不正アクセスを防御する対策、いわゆるファイアウォールの設置等を行 う必要

がある。

⑦ エクス トラネット

企業内ネッ トワークシステムが次第 にイ ン トラネヅ トに移行 して い くにつれ、企業間の

情報共用 システムとしての特定のネ ッ トワー クが普及 してい くもの と予測 される。つ まり、

エ クス トラネ ッ トとも呼称されるこのネ ットワークは、WWWサ ーバ を運営 する企業 と契

約 した企業 とのみ情報共有ができることになる。 このネ ッ トワークは、契約外の企業か ら

のアクセスを防 ぐため、利用者の認証システムやや りとりするデータの暗号化 を行った り
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する必要がある。

⑧ グルー プウェア とイン トラネ ットの結合

組織 内でのネ ッ トワー ク ・コンピューテ ィングに欠かせないアプ リケー ションにグルー

プウェアがある。電子 メールや掲示板 などのコ ミュニケー ション手段を始め として、電子

決裁等 に代表され るワークフローを電子化 した製品や分散環境 を提供するための製品、あ

るいは分散環境での リアルタイムコ ミュニケーシ ョンをサポー トするビデオ会議等、さま

ざまなアプ リケーションが市場 に登場 している。さ らに今後は、Java言 語等 を用いて、

インタラクティブなアプ リケーシ ョンがWWWブ ラウザ上で動作 するようになることか ら、

より一層 こう した傾向が進むもの と期待 される。

⑨ 携帯用情報端末

産業分野 を中心に展開 して きた情報化が、個人の分野にも広が りを見せる中で、最近携

帯型の情報端末機器が外出先でのネ ッ トワー クアクセスを支援する機器 と して脚光 を浴び

ている。例えば、移動電話のPHSに ついては、1996年4月 にデータ通信の標準が発表 さ

れたが、 これによって公衆網で32Kb/sの データ通信が可能になった。1997年 にはP

HS各 社 がPHSの データ伝送実用化 に踏み切 る。これによ り、ノー ト型パ ソコ ンと組み

合わせて本格的なモーパイル ・コンピューテ ィングの幕開け となる。 また、無線呼 出もポ

ケ ッ ト・メデ ィア として、外 出先でも電子メールが受信可能 とな り、イ ンターネ ッ トを介

してメ ヅセージの送受信が可能になる。

一方、PDAの 出荷 台数は毎年急増 してお り、今後 も、 さらに機能強化が図 られ、 ます

ます伸び るもの と予測 される。 こうしたPDAに は、すで に通信機能が登載 されてお り、

場所 と時間を選ばない情報通信端末機器 と しての役割を果た しつつあ る。個人単位 に普及

した情報機器、外部接続のための通信機能、 これ らを結び付 けるネ ヅトワークを基盤 とし

て個人の情報化は急速に進展 している。

こう した携帯用情報端末 の利用 によって、街頭公衆電話 か らもネ ッ トワークへのアクセ

スが可能 になる。つ ま り、今 日、街角の公衆電話がデータ通信に適 したデジタル電話 に切

り替わ りつつあ り、ネ ッ トワークに直接接続で きるようになる。

⑩ データ ・ウエアハ ウスの活用

データ ・ウエアハ ウスが、企業のデータベース利用者が必要な情報 を容易 に取 り出 し、

効果的に活用す る 「情報の倉庫」 として話題 にな っている。データ ・ウエアハ ウスを構 築

するには、デー タベースサーバの技術革新、いわゆる超並列マシンにおける並列データベ
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一スのコ ンセプ トが重要 となる。デー タ ・ウエアハ ウスには、要約 されていない生のデー

タが脈略な く格納されてお り、 これ らを全件検索 してデータの性質やデータ同士の関連性

を見つけ出 し利用する場合にその威力 を発揮 する。なお、データ ・ウエアハ ウスが構築 さ

れても、利用者側のPCに ユーザ ・フレン ドリなデータベース利用環境が整備 されていな

ければな らないが、最近では、 こうしたニーズに応 える製品がベ ンダーか ら提供 され始め

ている。

2-2行 政におけるネ ッ トワーク化の動向

(1)国 の行政機関における情報 インフラの整備

「行政情報化推進基本計画」の主要 目標の1つ は一人一台のパ ソコ ンの配置 と、それ らを

結ぶ各省庁 内LAN及 び各省庁LANを 接続 する、いわゆ る霞 ヶ関WANの 構築等、情報

インフラの整備の推進である。計画策定以降の各省庁における情報イ ンフラの整備状況は、

以下のとお り急速に進んでいる。かって行政 の情報化の立 ち遅れの典型 とされたパ ソコン

装備 やLAN構 築等の基盤は急速に整備 され、民間や先進諸外国 と比較 して も全 く遜色の

ない状況 となっている。 したが って、今後は この情報通信基盤 を一層有効 に活用 し、行政

の質の向上 と国民サー ビスの向上を進め ることが重点 とされ よう。

① パソコンの配置状況

パソコンの配置については、25本 省庁(内 部部局)に おける1997年3月 のパ ソコン整

備台数は34,111台 で、整備対象職員数40,733人 に対 し平均1.2人 に1台 の割合 となってい

る。 この時点で一人一台の環境 を達成 した省庁は14省 庁である。2年 前の95年3月 には

4.2人 に1台 であったことからすれば急速 に進展 していることは明 らかであ る。

② 各省庁LANの 整備

各省庁におけるLANに ついては、25省 庁 のうち1997年3月 までに24省 庁において整

備が行われてお り、97年 度 には全省庁 の整備が完了する予定 となってい る。1996年3月 の

時点で、整備されたパ ソコンの80.8%に 当たる22,416台 がLANに 接続 されてお り、13

省庁では整備済みのパソコンすべてのLAN接 続が完了 している。なお、1997年3月 まで

に全省庁のLAN接 続パ ソコンの割合 は87%と なる見込みである。

③ 霞が関WANの 構築

各省庁共通実施計画の主要 目標であ る霞 が関WANに ついては、行政情報 システム各省

庁連絡会議幹事会で以下のような整備方針 が了承 されている。
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1)霞 が関WANは 、オープンなイ ンタフェース、多様な情報 の流通、通信の確実性 を実現

するため、以下の設計方針 を採用する。

*ネ ッ トワーク ・プロ トコルはTCP/IPを 採用する。

*電 子メールプロ トコルは、X.400(JISX5801)を 採用する。

*電 子メールは当面、テキス トデータを主体 とす るが、早急に、よ り高度な文書表現

を実現するための統一 した表現形式の採用を検討する。

2)霞 が関WANの ネ ヅ トワー ク構成は、ネ ッ トワークオペ レーシ ョンセンター と各省庁の

LANを 接続 するスター型 とする。また、ネ ッ トワーク回線は商用の専用回線 とする。

3)霞 が関WANと これ に接続され る各省庁LAN全 体のセ キュ リテ ィを確保 するため、フ

ァイアウォールの設置等所要の措置を講 じる。

4)霞 が関WANの 運用は、セキュ リティの確保 に十分留意 しつつ外部 リソースの活用 をる

こととし、設置運用主体の選定は各省庁 との十分な連絡調整 を図 りつつ、総務庁が行 う。

上記の方針に基づ き、 当面の利用は以下のように計画 されてい る。

1)電 子メール:運 用管理要領等 を定め、1997年1月 か ら運用 を開始する。

2)省 庁 間電子文書交換 システム:霞 が関WANを 介 して各省庁 間で文書を交換するシステ

ムの構築が計画されてお り、1996年 度は、全体システム及 びこれに接続 される各省庁

内の文書管理 システムの詳細設計を行 う。そのために、電子文書の真正性の確保方策等

の技術的な検討 を進める。

3)国 会関係事務 支援 システム:国 会 関係事務及びそれに伴 う情報量は多 く、かねてか ら

改善の要望が高かった ものである。1996年 度は、内閣官房 と各省庁 の政府委員室 との

間にLANを 整備 する。

④ 霞が関WANの 運用

各省庁 における一人一台のパ ソコン配備及び省庁 内LANの 整備 に併せて、各省庁のL

ANを 相互に接続 する省庁間ネ ヅ トワーク、霞が関WANの 運用が1997年1月 か ら開始さ

れた。この霞が関WANは 、行政情報化推進計画に基づ き整備 が進め られ たもので、その

目的は、 このネ ヅ トワークを通 じて省庁間のコ ミュニケー ションの円滑化 と情報の共有化

を図 り、行政運営の迅速化 ・高度化等を推進することにあ る。

当面、国の31機 関の利用が予定 されてお り、中央省庁25省 庁のほか、人事院、会計検

査院及び内閣の機関が含 まれている。1997年1月 には10機 関、以降同年3月 までに20機

関、1998年3月 までには30機 関 と段階的に利用機関が増加 し、1998年 度 中に全機関の接
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続が完了することとなっている。

霞が関WANの ネッ トワーク構成は、運用セ ンター と各省庁 を結ぶスター型であ り、運

用体制は年間を通 じて24時 間運用である。運用 に当たっては、行政情報の流通が主体 とな

るためセキュリティの確保に慎重な配慮が払われている。当面のア プ リケーシ ョンとして

は電子メールシステムか ら開始 し、逐次適用 システムの拡大が図 られる。

霞が関WANは 行政機関の情報通信基盤 として画期 的な ものであ り、ネ ットワーク時代

に向けて大 きな効用が期待 される行政機関の専用網である。 しか し、密接な情報の流通が

行われる公的機関は国の機関相互のほかにも、例えば、特殊法人、認可法人等の政府関係

機関及び地方公共団体などがあ り、さ らに裁判所や国会 も独 自のネ ットワー クの構築を進

めているため、 これ らと霞が関WANと の接続 をどう図るかが次のステ ップの検討課題 と

されている。

⑤ 霞が関WANの アプ リケーションの開発

霞が関WANは 、当面各省庁相互の電子メール交換 システムか ら運用を行 うこととされ

ているが、これに続 けて運用するアプ リケー ションの開発が各省庁で鋭意進 め られている。

主なシステムの開発状況は次の とお りであるが、 これ らが進めば、行政情報の流通の円滑

化 ・総合利用の面で大きな進展が図 られ ることとなる。

1)白 書等データベースシステム

白書 ・年次報告書、調査研究報告書等各省庁 が保有する行政情報を各省庁 が統一的仕様

に基づいて整備 し、省庁間で霞が関WANを 通 じて相互 に利用す るシステムであ り、1997

年度か ら一部運用 を開始する予定である。

2)国 会関係事務支援 システム

国会関係の情報 を各省庁 に迅速に伝達するシステムであ り、内閣官房 内閣参事宮室 と省

庁政府委員室 との間の利用の高度化に合わせ1997年 度に運用開始の予定である。

3)省 庁間電子文書交換システム

各省庁間の公文書交換 を霞が関WANを 通 じて電子的に行 うものであ り、1998年 度に一

部試行運用を開始する予定である。

4)行 政情報所在案内システム

各省庁が保有する行政情報 の所在 を案内するシステ ムであ り、各省庁が統一的仕様に基

づいて整備 し、1998年 度か ら一部運用を開始する予定である。

5)共 通情報検索システム
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一元的に開発 ・提供す ることが効率 的な情報システム
、例えば、法令検索データベー

ス、審議会議事録、閣議決定データベース等は、現在総務庁がデータ整備 を行 い各省庁

の検索利 用に供 しているが、 これをオー プンシステム化 して霞が関WANで 運用するも

のであ り、1998年 度末 に運用開始の予定である。

(2)住 民記録 システムのネ ットワーク

大半の市町村において住民登録がシステム化 されている状況にも関わ らず、これ らシス

テ ムは市町村間では接続されていない。このような状況 において自治省が1996年3月 に公

表 した、「住民記録 システムのネ ットワークの構築に関する研究会 報告書」 において、「住

民サー ビスの向上 と行政の簡素効率化 を図 るため、市町村や都道府県の区域 を越 える本人

確認のためのネ ヅトワークを構築する」とい う方向が打 ち出されたことは、画期的であ る。

この構想は、住民基本台帳の住所、氏名、性別、生年月日の基本4情 報 と全国共通のコー

ドを、市町村間の住 民の異動等においてネ ヅ トワー クでデータを伝送 しようとするもので

ある。 これ により、広域市町村において住民票の写 しの交付が可能になった り、県及び国

の行政機関で も本人確認の方法等 に活用で きるもの と期待 される。 また、 申請手続 きや窓

口業務の簡素化 を目指 してICカ ー ドの利用 も考 えられている。 このシステムの概要は以

下のとお りである。

① システムの概要

全国の市町村をネヅ トワーク化 し、氏名、住所、性別、生年月 日と住民基本台帳コー ド

を転送するための システムであ り、 各市町村 に設置されたサーバーは都道府 県単位 のセ ン

ター と全国単位のセ ンターを介 して接続 される。住民基本台帳コー ドは10桁 か ら成 り、全

国共通の ものとなる。 また、住民がこのネッ トワークを利用 して行政サー ビスを受けるこ

とがで きるように、住 民基本 台帳カー ドが発行 される。 このカー ドは本人が希望 する場合

のみ発行 される としているが、ICカ ー ドを利用 し、コー ドを暗号化することによって、

個人認証 ・識別カー ドに成 り得るものである。

② 適用分野

本 システムは地 方公共団体共 同の分散 ・分権 的なシステムとして構築する と位 置付け ら

れてはい るが、その適用分野は地方公共団体に限定 されるものではない。む しろ、国 ・地

方 を通 じて利用 され ることに よって効果が大 きくなると期待される。想定 され る適用分野

は以下の とお りである。
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1)住 民基本台帳事務の効率化

転入 ・転出事務(年 間約460万 件)、行政手続 における住 民票の写 しの添付の省略(年 間約

8、400万 件)、 市町村を越えた広域的な住民票の写 しの発行等

2)本 人確認事務への適用

選挙、災害 ・緊急時、旅券発行等 における本人確認、公的年金需給者の現況確認、各種免

許 の申請時における住民票の写 しの添付の省略等。納税者番号制度 との関連が注 目され る

が、本報告書では このネ ットワーク ・システムの活用が可能 と している。

3)認 証カー ドとしての活用

住民基本台帳カー ドは、各種行政 サー ビスを受けるための本人確認の手段 として有効で

あると期待 される。

③ 個人情報の保護

住 民基本台帳コー ドがユニー クな個 人コー ドとなると、それを基に各種情報を集積する

いわゆる、マ ッチ ングの可能性が高まるが、行政機 関においては法律や条例でこの ような権

限を越えて各種情報を保有 し、利用するこ とは認め られてお らず、特に問題 となる とは考 え

られない。 しか しなが ら、民間における情報マ ッチング全般 を規制する法令は現在の とこ

ろな く、個 人の権利 ・利益が侵害されるおそれがあるとされ る所以である。そのため、以

下のような対策が必要 とされる。

*民 間機 関には原則 としてデータを提供 しない。

*法 令上権限 を有 しない者は、取 引等の条件 と してコー ドの提示を求めない。

*法 令上権限 を有 しない者は、コー ドを基礎 と したデー タベースを構築 しない。

2-3行 政サー ビスのネ ッ トワーク化の技術的課題

(1)個 人の認証 ・識別

ワンス トップ ・サー ビス、ノンス トップ ・サー ビス、マルチアクセス ・サー ビス という

行政サー ビスの新 しい提供形態 を実現 するためには、本人確認 を可能にする手続(本 人認

証)と 、複数の行政機関における本人の識別番号の共通化(統 一識別 コー ド)を 実現する、

個人認証 ・識別システムの導入が必須 となる。かつて、事務処理用統一個人コー ドとして

検討され、国民の合意が得 られず、各省庁の体制 も整わずに棚上げ状況になっているこの

個人認証 ・統一識別コー ドの導入問題 について、個人情報保護法の制定や情報通信ネ ッ ト

ワークの普及 という状況を踏 まえ、行政サー ビスの電子化、ネ ッ トワーク化の観点か ら検
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討 を再開するべ き時が来た と考える。

この統一識別コー ドを全国民にモ レな く、重複な く付与するためには、住民基本台帳を

ベースとすることが最適であると考え られるが、 この識別 コー ドの導入 ・運用は多 くの経

費がかかることを考慮 した上で、個 人情報の保護対策 を前提 として、行政 サー ビスのネ ッ

トワー ク化実現 に向けて国 ・地方の行政機関で多 目的に利用される必要がある。従来 の、

統一識別コー ドの議論は ともすると、行政の事務処理の効率化が主な目的 とされ、国民 に

とってのメ リヅ トが必ず しも明 らかでなか ったとい う経緯がある。統一識別コー ドの導入

によって、情報通信技術 を活用 した高度な行政サー ビスが可能 になるという観点か ら議論

がなされ、国民のコンセ ンサス形成 を前提に、導入が進め られ る必要があると考える。

① 個人認証

正確性、厳密性 を旨とする行政 において、行政サー ビスを請求 した者が 当該サー ビスを

受益で きる本人であ ることの確認 を行 うことは必須である。そう して、行政サー ビスのネ

ットワーク化のためには、 この本人確認 とい う手続(個 人認証)の 重要性 が一段 と高 まる

のであ る。例えば、ワ ンス トップ ・サー ビスやマルチアクセス ・サー ビスの場合には、サ

ー ビスの受付 ・給付機関はいわば本来の行政機関のサー ビス行為を代行するものであ り
、

それだけにサー ビスを要求する者か ら提示される本人確認 の方法に拠 らざるを得 ない とい

う事情がある。また、特 に、ノンス トップ ・サー ビスの場合 には、無人運転が原則にな り、

対面による本人確認ができないことか ら、情報技術を活用 した何 らかの自動的な本人確認

の システムが必要 になる。認証 システムの構築に当たって考慮 すべ き事項は以下の とお り

である。

1)IDカ ー ド

日本は、国民の多 くが 自分 を自分であると公的に証明する手段 を持たない世界で も数少

ない国の1つ である。現在、 日本 において写真付 きで公的に認め られる本人確認のための

証明書は運転免許証 と旅券のみであ る。 これ らは、いずれ も本人の希望 によって取得 する

ものであ り、全員が保 有するものではない。行政 にとって重要な本人確認手続 を、 この よ

うな任意取得の、本人確認のために発行されたものではない 目的外 の証明書に依 存 してい

る現状は正常ではない と考える。世界各国では、本人確認の手段の1つ と し、国民全員(又

は国民の大多数)に ユ ニークな識別番号を付与 した身分証 明書(IDカ ー ド)を 発行する

方法が一般 的である。
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2)ICカ ー ド

現在、可能性が高い という点 から現実的な方法 として,上 記の ような国民に対するID

番号をICカ ー ドの形で配付 し、暗証番号 を入力す ることで、本人を認証することが考え

られる。 しか しなが ら、この場合、暗証番号が盗 まれる、忘れる,ICカ ー ドを紛失する

等様々な問題があ り、本人認証の方法 と して決め手 にかけるきらいがある。

これに対 して、本人にユニークな肉体的な特徴 をICカ ー ドに登録 しておけば、忘れた

り、紛失、盗難のおそれもないことになる とい う考え方がでてきている。問題は、本人の

肉体的な特徴 に何 を使用するか という点にあ る。一番、現実的な方法として指紋が挙げ ら

れるが、 日本人の一般 的な感覚 として指紋はマイナスイメー ジが強 く、これを認証、識別

の手段に使 うことには抵抗感があると思われる。

指紋に代わる方法 と して網膜 が最近、注 目を集 めている。指紋以上にユニークであ り、

抵抗感が少な くて済む というメリッ トがある。銀行のATM端 末でカー ドを挿入 して操作

している内に本人が意識することな く、網膜のパ ター ンを読み取れ ることが技術的には可

能になって きている。

1)光 カー ド

これら肉体的特徴 をIDカ ー ドに予 め登録 してお くためには、 カー ドの容量が大 きくな

くてはな らない し、本人以外の者か ら読み取れないようにするための暗号化技術が必要 と

され、それだけに、銀行のキ ャッシュ ・カー ドでは、対応で きない こととなる。ICカ ー

ドの採用や最近では、容量が極 めて大 きい光 カー ドとICカ ー ドの暗号化技術を組み合わ

せたハイブ リッ ド ・カー ドの可能性 も検討 されている。

② 識別番号

上記のIDカ ー ドは、本人確認のために有効な手段である とともに、そ こに記載され る

ユニークな識別番号は、国 ・地方を通 じた共通なコー ドになっていることによって、ワン

ス トップ ・サー ビスやマルチアクセス ・サー ビスを可能にするのであ る。例 えば、住所変

更のワンス トップ ・サー ビスの場合、様 々な行政機 関に登録 されてい る住所 レコー ドを更

新 するためのキー としてユニークなIDコ ー ドが必要 とされるのであ る。 また、マルチ ア

クス ・サー ビスでは、例えば、市役所 が旅券 の申請 を受け付 け、それ を住民記録 台帳の レ

コー ドと併せて外務省へ送 る場合 に、 この識別 コー ドが両システムのレコー ドを連結する

共通コー ドとなるのである。

1)統 一識別コー ド導入の方法論
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国民の大多数又は全員に統一識別コー ドを付与する方法 と して各国で採用 されてい るも

のに、 ・住民登録を基礎 とする方式(い わゆ る、北欧方式)と 、 ・年金福祉番号 を基礎 と

する方式(い わゆる、米国方式)の2つ がある。 日本でいえば、前者は住民基本台帳 を、

後者は年金番号をベースとして付番することとなる。

国民の大多数、理想的には全国民に識別コー ドを付与するには、住民基本台帳 をベース

とする方が適切であると考え られる。 しか も、 この識別コー ドは、国民に関する基本情報

である、住所、氏名、性別、年齢の4情 報 と連結されて初 めて、行政サー ビスの有効 な手

段 とな ることか ら、 これ ら4情 報のうち特に、変更が必要 とされる住所、氏名の最新デー

タを保有 している住民基本台帳 をベース とすることが望 ましい。

2)既 存コー ドとの連携

この識別コー ド及 びそれに リンク した上記の4情 報 は国民の社会生活 にとって最 も基本

となる情報であ り、これが行政サー ビスを受け る際の認証 ・識別コー ドになるか らである。

そのため には、 この住民基本台帳 をベース とする識別 コー ドは、個人情報 の保護 を前提 と

して、地方公共団体間 の利用に とどめず、国 ・地方を含めた横断的、縦 断的利用 が可能 で

なければな らない。

ただ し、 この場合、運転免許、旅券等の多 くの国民 を登録 している情報 システ ムの個人

番号や1997年1月 に統一が予定 されている年金番号 との連携が図れ るように配慮 され な

ければな らない。 この ような業務毎の個人番号には、その業務処理に適 した意味 をもたせ

る場合 があ るこ とか ら、運転免許や旅券等の既に運用されているアプ リケーションにおい

て付与 されている個 人番号をこの新たな個人 コー ドに移行す ることは、莫大な労 力 とコス

トを要す るこ とに留意 する必要がある。既存のコー ド体系には、業務形態 によって、 コー

ドに特定 の意味 を持 たせてい る場合 もあ り、 これ を無色のコー ド体系 に変更するこ とは従

来 の事務処理方式に影響を与える可能性 もあろう。既存の個人番号 を新 たな識別 コー ドに

移行するこ とは必ず しも適切 ではないが、少な くとも、両者の間に連携が とれ るようにな

っていて、識別 コー ドか ら個 々の個人番号へ到達できるようになっている必要はあ る。 こ

れができない と、 ワンス トップ ・サー ビスやマルチアクセス ・サー ビスの実施は不 可能で

ある。

③ 共通コー ドによる行政サー ビス

国民が住所を登録 してい る行政機 関は国 ・地方 を含めると10機 関近 くになるのが普通で

ある。この住所 変更の ワンス トヅプ ・サー ビスが、 この市町村間のネ ッ トワーク構築 と個

一61一



人認証 システム と共通識別番号 によ り実現することが期待 されるのである。 また、国の行

政機 関が実施 している事務処理の中で、住所確認を必要 とするものが多いが、この住所確

認 をネ ットワー クを通 じて 自動的に行 うことができるようになるというメ リッ トもある。

(1)標 準化

行政サー ビスのネ ッ トワー ク化推進 に関 して必要 とされる標準化 は、ネ ッ トワー クの相

互接続 と運用性、ネ ッ トワー ク上のアプ リケーションの標準化の2つ の観点か ら考慮 され

なければな らない。

① ネ ットワークの相互運用性

情報 ・通信技術 に関する各種 の国際規格、国際標準の策定は、従来か ら国際機 関である

ISO(国 際標準化機構)、ITU-T(国 際電気通信連合 ・国際通信標準化部門)、IE

U(国 際電気標準会議)等 が 中心 になって実施 して きた。 しか し、 こうした国際機関で制

定 された公的標準は、標準化策定に多 くの時間を要 し、急速な情報技術の革新に即座 に対

応 してい く柔軟性 にかけてい ることか ら、今 日では、実際 にシステムが稼働 しユ ーザの支

持 を得ている事実上の標準が主流 を占めつつある。すなわち、個々のネ ヅ トワークが独 自

に標準化 を必要 としていた時代 には、 ネ ットワークの相互接続はOSIが 切 り札 とされた

が、インターネ ヅ トの急速の普及は、 これ までの こうした標準化の流れを変え、TCP/

IPを 中心 としたデファク ト標準へ と向かっているのである。

霞が関WANの 場合、各省庁環境を接続する通信 プロ トコル としてTCP/IPが 採用

されたことによ り、相互接続 ・運用性 は確保 された ことになる。各省庁LANもTCP/

IPに よって構築 されていることか ら、各省庁 内、各省庁 間の相互運用性 は事実 上、保証

される環境イ ンフラができたこととなる。

② アプリケーション ・コンテ ンヅの標準化

一方
、インターネ ッ トをベースと したオー プン ・ネ ヅ トワークの実現 に向か っては、通

信関連 プロ トコルの標準化 だけでな く、以下のような様々な分野における標準化の検討が

不可欠である。

1)省 庁間電子文書交換

霞が関WANを 介 して各省庁間で文書交換 を実施 す る場合 に、 ドキュメン トの記述形式

の標準化 も現実的な課題 となってい る。ネ ヅ トワー クの接続 にっいては、TCP/IPを

標準 とすることで既に主な問題は解決済み と考え られ るが、文書形式の標準化は今後の重
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要課題 となる。 この標 準化 を早急 に進めない と、各省庁は省庁内の文書伝 達、 メール送受

信 の電子化を既 に推進 しつつあ り、 これ ら独 自システムが定着 して しまうと、各省庁間の

電子的な文書交換が困難になるおそれがあ る。大半の省庁 が独 自のシステムの運用 を開始

してか ら後 に移行することは労力、経費の点か らも無駄であ る。

2)省 庁 間データベースの相互利用

従来、総務庁が各省庁 に提供 して きた法令、国会会議録等の共通デー タベースを霞が関

WANに よって、 どのように利用 で きるようにするかは今後の課題 であ る。すなわち、 こ

れ ら共通データベース にオー プンネ ヅ トワー ク環境でアクセスで きるようにするためには、

今まで総務庁 のホス ト ・コンピュー タに直接、端末 を接続する形 でアクセス していた方式

を大幅に変更 しなけれ ばな らないこ ととな るのである。

このことを逆に考えれば、従来、ホス ト・コンピュータに直接接続で しかアクセスで き

なか った状況 に対 して、各省庁のデータベースを相互に接続、利用す る可能性が高 まって

いることを意味するもので もある。例 えば、各省庁内に構築 されたデータベースの内、各

省庁間で相互利用可能 なものについて、イ ンターネ ッ ト～イン トラネ ッ ト経 由で アクセス

で きる環境 を構築することは比較的容易になって きているのであ る。

3)個 人識別コー ドの統一

ネ ットワーク環境で行政サー ビスを受ける際に、関連する一連の行政サー ビスをワンス

トップで受けようとす ると、関連機 関に登録 されているデータが共通識別コー ドか らアク

セスで きるようなシステムが必要 とされ、そのために、個 人識別 コー ドの統一が必要 とさ

れ ることは既述の とお りである。 この個人識別コー ドは、 国 ・地方 を通 じた共通 のもので

あ ることが望 ま しい。住民基本台帳をベース として全国民を対象 とした共通番号 を導入す

ることが最善であるが、 そこに至 るまでの標準化手続の確立が必要 とされ よう。

4)EC(電 子商取引)

最近の国際的な検討事項であ る、商品の体系化、コー ド化が必須 である。一般消費者が

購 買する商品は、一般的に製造業 一卸売業者 一小売業者 一消費者のルー トを経 由する。こ

の うち、製造業 一小売業者間の商品流通システムでは、EDIの 浸透 によ り商品コー ド体

系や商品属性情報体系の標準化 が進んでいる業界 も多いが、小売 り業者 と消費者間との関

係 において、必要な商 品 自身の詳細な情報 までは標準化 されていないのが現状 であ る。 し

たがって、商品属性の論理構造、表現方法、流通方法等につき検討 を行 うとともに、商品

属性情報項 目の標準化作業が必要 とされている。
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5)EDI

EDIは 、販売や調達な どのプロセスにおける企業 間のデータ交換を行 うのに必要なメ

ッセージ ・フォーマ ヅ ト、データコー ドな どの表現形式や、メ ッセージを通信回線で送 る

ための通信 プロ トコル を標準化 し、事務処理 に要する時間やコス トの短縮 ・削減 を図るこ

とを目的 としたものである。 これ まで全銀手順、流通業界 のJ手 順等、業界毎にプロ トコ

ルの標準化が実施 されて きた。 しか し、1991年 に(財)日 本情報処理 開発協会産業情報化

推進センターが、国内標準 として 「CII標 準」を制定 した結果、現在では、電子機械、

電気、物流等13業 種約1,900社 が これを採用 している。

国際的には、国連が標準化作業 を進めてお り、1987年 には国連欧州経済委員会が国際標

準規格 と してEDIFACTを 策定 した。ISOと も連携 し、EDIFACTの 一部がI

SOの 国際規格 になっていることもあって、我が国で も通商産業省では流通業界の標準化

としてこれを採用することにな り、世界 的な動きもあって、国際取引 に関わる各業界がE

DIFACTを 採用する動 きも出て きている。

EDIは 、ECに おけ る特定企業間の継続的な取引形態の実現手段 として、今後 も普及

してい くものと予測され るが、将来的にはイ ンターネ ットと融合 し、一般消費者や不特定

企業 とのオープンEDIへ と発展 してい くもの と予想され る。

6)CALS

CALSは 、1980年 代半ばにアメ リカ国防総省が兵器調達 のス ピー ドアップ及びコス ト

削減を目的に、 防衛産業各社 の情報 を一元的に管理するとともに、設計図か らマニュアル

に至る様々な情報 を電子デー タ化 することによって、ペーパー レスを実現 するために誕生

した。

CALSの 実現へのア プローチ として、国防総省では先ず情報交換 システムの標準化 を

進め、技術マニュアル、設計 図等の文書や図面をデ ジタルデータ化 し、紙 のフローからデ

ー タのフローへの移行 を図った。その後、さ らにこうしたデータを整理 ・加工 し、統合 デ

ー タベースを構築す るこ とによって、政府側 と契約企業側 とが相互に情報を共有で きる仕

組みを確立することと した。 国防総省で始まったCALSも 、 その後、あ らゆる産業 にと

って高度情報化 を達成 する革新的コ ンセ プ トであ り、産業競争力の切 り札 になる との判断

か ら、連邦政府全体で取 り組むこ とになった。 したが って、CALSの 概念は、「政府 ・企

業が調達する製品や システムに関する企画、開発、調達か ら設計、製造、運用、保守、教

育、廃棄 にいた るライ フサイクルを通 じて、使用 する文書データや図面情報の統合化 され
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たデータ環境 を整備 し、取引情報及び技術情報を調達 ・供給双方の間で共有する」 と幅広

くとらえ られている。

我が国では、CALSを 推進する組織 として、1995年 に通商産業省主導 による 「CAL

S技 術研究組合」が、 また民間側窓口として 「CALS推 進協議会 」がそれぞれ発足 し、

官民挙げての推進体制が整 っている。なお、1996年4月 に発表 された同省の 「企業間高度

電子商取 引推進事業 」では10件 のCALS実 証実験が採択された。

これを契機 に各業界ではCALSの 研究に取 り組み始めたが、中で も1996年5月 に発足

した主要 な自動車 メーカ と部品 メーカが結集 した、 自動車業界のCALS推 進組織が、最

も先進的かつ実務的プロジェク トとされ る。

CALSの 目標 は、中小企業か ら大企業に至る産業界及び官庁に対 し、製品の調達、設

計、製造、流通、サー ビスに関する情報 をデ ジタル環境下で リアル タイムに提供 で きる統

合データベースの構築 ・整備 にある。データを統合するには、様 々な分野の情報に対 し共

通のインター フェイスが用意 されることが重要 となる。

(1)セ キュ リテ ィ対策

ネ ッ トワー クを通 じて行政 サー ビスが提供 され るようになるには、そのサー ビスが適切

な者 に提供 され ること、ネッ トワーク上から個人情報がもれた り、盗まれた りしないこ と

等の対策 が必要 とされる。これ らは、今 までにない重要なセキュ リテ ィ対策 となる。

① 国際的なセキュ リテ ィ基準の制定

情報システムは、近年、産業界か ら日常生活の様 々な分野に至 るまで幅広 く活用されて

お り、今 日の経済 ・社会 を支 える不可欠なヅール として ますますその重要性が高 まってい

る。 このため、情報システムの信頼性、安全性 の向上が社会 的な要請 となってい る。つ ま

り、情報 システ ムが何 らかの障害 によ り機能を停止すると、その影響は社会生活 の隅々に

まで及び、多大の混乱 を招 くことになる。特に、ネ ッ トワーク化やダ ウンサイジ ング化 の

進展 によって、情報 システムの利用者が専門知識 を十分身につけていない者にまで広が り

つつある現在、利用者の不注意や悪意 による不正アクセス行為等 も情報 システムへの脅威

としてクローズア ップされている。 こうした状況か ら、各国においても情報 システムのセ

キュ リティへの関心が高 まってお り、特 に、先進主要国で構成されるOECDで は、1992

年 に情報 システ ム ・セキュ リテ ィ ・ガイ ドライ ンを閣僚理事会で承認 した。 また、OEC

Dで は1995年12月 に 「暗号政策専門家会議」 をパ リ本部で開催 し、その後1997年2月
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の専門家会議の開催を通 じ、暗号利用 に関する国際的なガイ ドライ ン策定 に向けて検討 が

進 められている。

② 日本におけるセキュ リテ ィ対策

我が国の情報システムに関するセキュ リテ ィ対策 は、関連省庁 において策定 ・公表され

た情報セキュ リテ ィ関連基準を参考 に して実施 されている。通商産業省では、1977年 に情

報システムの建造物やハー ドウェア設備面での安全対策 に関 して 「電子計算機 システム安

全対策基準」を策定 したが、 これについては官民両分野で広 く活用 されてお り、 この基準

を遵守 した大手企業では先の阪神 ・淡路大震災で も被害を免れた といわれている。

なお、近年の地球規模のネ ヅトワー ク化及び情報技術の進展、これによる情報 システム

環境の急速の変化等に鑑み、通商産業 省では これまで策定 した 「情報システム安全対策基

準」、「コ ンピュータウイルス対策基準」、「システ ム監査基準」の改訂を行 うとともに、1996

年には新たに 「不正アクセス対策基準」の策定 ・公表 を行 った。

世界規模 のコンピュータネ ットワー クであるインターネ ッ トが商取引への利用で脚光 を

浴びつつある現在、一方ではネッ トワーク上のデー タの改 ざん、盗聴等セキュ リテ ィ上の

課題が懸念されているところか ら、こうした問題 に対処 するため、我が国において 「暗号 ・

認証実用化実験協議会」が1995年3月 に設立された。同協議会は、ネ ッ トワークセキュ リ

テ ィ対策 としては、守秘義務 と認証機能を持 った暗号技術の活用が効果的であるところか

ら、電子的取引の運用 に向けた基盤技術 としての暗号技術や制度面の研究 ・開発 を目標 に

産業界の呼びかけで設立されたものであ る。現在、電子取引における本人認証の ための公

開鍵の登録 ・管理 を実現するシステムのあ り方及び暗号方式の開発 を具体的なテーマ とし

て、主に技術的側面か ら検討が進め られている。

1996年10月 、「コンピュータ緊急対応セ ンター」が設立 された。同セ ンターは、アメ リ

カで既に設立 されてい るCERT/CCと 同様、我が国においてイ ンターネッ ト上で発生

した不正アクセス等様々な障害に対処す るものである。1996年 末か ら1997年 始めにかけ

て、我が国において電子メール を介 した情報システムへの不正ア クセスが大量 に発生 した。

その結果、企業へ の不正アクセスは120件 を越え、海外企業へのア ヅタクも15件 を数 えた。

今後、我が国 において インターネッ トの利用が急速 に拡大する中で、同セ ンターの役割は

ますます重要になろう。

③ 不正アクセス対策基準

1996年8月8日 に通商産業省は 「コンピュータ不正アクセス対策基準」を告示 した(通
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商産業省告示第362号)。 この基準は、コンピュータ不正アクセスによる被害の予防、発見

及び復旧並びに拡大及び再発の防止について、企業等の組織及び個人が実行すべ き対策 を

取 りまとめた ものであ る。対策基準項 目を、ユーザ基準、 システム管理者基準、ネ ットワ

ークサー ビス事業者基準、ハー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準の4つ に分けて詳細な

項 目を記述 している(資 料2参 照)。

例えば、システムユーザのパス ワー ド及びID管 理は以下の ように極 めて常識 的な事項

を含め実践的に記述 されている。

*ユ ーザIDは 複数のユーザで利用 しないこと。

*ユ ーザIDは 、パスワー ドを必 ず設定すること。

*複 数のユーザIDを 持 っている場合 には、それぞれ異なるパスワー ドを設定 すること。

*悪 いパスワー ド(容 易に見破 られる という意味 と解される)は 設定 しない こと。

*パ スワー ドは随時変更するこ と。

*パ スワー ドは、紙媒体等 に記述 しておかないこと。

*パ スワー ドを入力する場合 には、他人に見 られないようにすること。

*他 人のパスワー ドを知った場合には、速やかにシステム管理者 に通知 すること。

*ユ ーザIDを 利用 しな くなった場合には、速やかにシステム管理者 に届 け出ること。

さらに、情報の管理基準 として以下のような項 目を挙げている。

*重 要な情報は、パスワー ド、暗号化等の対策を図ること。

*重 要な情報 を送信する場合は相手先を限定 し、宛先 を十分確認すること。

*フ ァイルの属性は、 内容の重要度に応 じたアクセス権限を必ず設定す ること。

*コ ンピュータ及び通信機器を維持、保守するために必要 なファイルは盗用、改 ざん、

削除等 されない ように厳重に管理すること。

*必 要な情報 を記録 した紙、磁気媒体等は、安全な場所 に保管すること。

*必 要な情報 を記録 した紙、磁気媒体等 を廃棄する場合 は、内容が漏えい しない方法で

行 うこと。

*フ ァイルのバ ヅクアップを随時行い、その磁気媒体等を安全な場所 に保管すること。

以上のユーザ 自身が配慮 しなければな らない対策 に加え、システ ム管理者がユーザに対

して とるべ き対策の基準 として、以下の ような項 目が挙げられてい る。

*ユ ーザの登録は必要な機器 に限定 し、ユーザの権限 を必要最小限 に限定 すること。

*ネ ッ トワークを介 して外部か らアクセスできるユーザIDは 必要最小限 にすること。
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*ユ ーザIDは 個人単位 に割 り当て、パスワー ドを必ず設定 すること。

*長 期間利用 していないユーザIDは 、速やかに登録 を抹消すること。

*ユ ーザIDの 廃止等の届出があった場合には、速やかに登録 を抹消すること。

*パ スワー ドは当該ユーザ以外 に知 らせないこと。

*パ スワー ドのチ ェックは常時行い、悪いパスワー ドは速やかに変更 させること。

*パ スワー ドが当該ユーザ以外 に知 られた場合、又はその疑いがあ る場合は、速やかに

変更させ ること。

*特 権を付与する場合 には、当該ユーザの技術能力等を考慮すること。

*必 要 としな くなったユーザの特権は、速やかに停止すること。

システム管理者が守 るべ き情報管理の対策基準 として挙げ られている主なものは以下 の

とお りである。

*通 信経路上で情報の盗聴及び漏洩が行われて も、内容が解析で きない機密保持機能を

用いること。

*通 信経路上で情報の改 ざんが行われても、検 出できるような改 ざん検知機能 を用い る

こと。

*シ ステム関連の ファイルは、ユーザがアクセスできないように管理すること。

*重 要な情報は、削除、改ざん、漏洩等による被害が少な くな るように分散すること。

*重 要な情報 を記録 した紙、磁気媒体等は安全な場所 に保管すること。

*重 要な情報 を記録 した紙、磁気媒体等 を廃棄する場合は、内容が漏洩 しない方法で行

うこと。

*フ ァイルのバ ヅクア ップを随時行い、その磁気媒体等 を安全 な方法で保管すること。

以上の基準は、ユーザ及びシステム管理者が対策 を講 じるべ き、極めて基本的な内容で

はあるが、 日常的に配慮 すべ き具体的な事項 を網羅 してお り、行政 サー ビスのネ ットワー

クを介 した提供、又は国民側か らすればサー ビスの授受 において も適用 され るべ きもの と

考えられ る。

(1)暗 号化技術

ネッ トワー ク上 を流通するデータの安全性を確保するため、暗号化技術 が重要 になって

きている。文書等 による情報の提供 においては、対面で本人確認 とい う手続が可能である

一68一



が、ネッ トワークにお いては、アクセスが可能であることと、アクセス した者がアクセ ス

権限を有する本人であ ることを確認するこ とが困難である という事情がある。国際的なネ

ヅトワークの普及 によって、暗号化技術は急速 に進んでお り、実用化段 階に至 っている。

これ ら暗号化技術 を行政サー ビスのネ ットワーク化推進にお いて如何に活用するかが今後

の課題 となってい る。暗号化技術は一般 的に、共通鍵暗号化方式と公開鍵暗号化方式の2

っに大別 される。

① 共通鍵 暗号化方式

基本的な暗号化技術 は、送 り手側で通常のデータを鍵でス クランブルす ることによって

暗号化 し、受け手側 で 同 じ鍵 を使用 して元に戻すものであ る。盗聴者は、仮 に暗号文 を入

手 して も、鍵の情報 を入手で きなければ元の文の推定は困難であ る。この場合の暗号化 は、

暗号 をかける鍵 と複合 する鍵 が同 じであるところか ら共通鍵暗号化 方式と呼ばれてい る。

通常、電子メールな どにはアメ リカ政府が標準的に採用 しているDES標 準があ り、 また

暗号化 メールの ソフ トウェア としてはPGPやPEMの 利 用が拡大 している。 しか し、秘

密にする鍵を通信 する当事者 がどう共有するか、つ まり先方に予め鍵 を送付 してお くな ど

「共有の方式」が問題 となる。

② 公開鍵暗号化方式

上記の ような問題 を解決 したのが、当事者が公開鍵 と秘 密鍵の二つの鍵 を所有する公開

鍵暗号化 方式である。 この方式では、送 り手側では受け手側で公開 している鍵で暗号化 し

たデータを受け手 に送 り、受け手側は 自分が保有する秘密鍵で解読す る仕組みである。つ

ま り、送 り手が送 った公開鍵 による暗号文は、受け手の秘密鍵で しか解読で きないため、

共通鍵の場合 のように予め鍵の交換 を行 うといった手間が省ける。 この方式の代表的な例

がRSA方 式である。

しか し、公 開された鍵が本当に公開 した当事者の ものであ るかの認証の問題がある。 こ

のように、当事者 でない者が当事者であるがごとくデータ を搾取することを防 ぐには、 当

事者本人であることを認証する特別な機関を利用する方法がある。ここでは、先ず当事 者

の個人情報 と公 開鍵 を認証機 関に登録 し、認証機関の秘 密鍵で変換 した情報を作成 して も

らうとともに、 これに認証機関で証明を してもらうわけである。

(2)フ ァイア ウォー ル

イ ンター ネ ッ トの特 徴 は、 イ ンター ネ ヅ トに接 続 して い るすべ て の コ ン ピュー タ 間で 直
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接通信が可能であることにある。組織のイ ン トラネ ッ トやLANを インターネ ッ トに接続

すれば、WWW等 で世界 中のコンピュー タに自由にアクセスで きる。 しか し、逆 に言えば、

組織内のイン トラネ ッ トやLANよ るネ ットワー クがイ ンターネ ッ トか らの不正 なア クセ

スを受ける可能性が高 くなる。

こうした状況に対処するために登場 したのが、 ファイアウォールの考え方である。つ ま

り、組織内部のネ ヅトワークと外部を接続する部分に情報の壁を設けて、外部 と内部の間

のアクセスを壁の部分で制限することによって、内部のコ ンピュータの安全性を高め よう

とする方法である。 しか し、インターネ ッ トへの接続の必要性上、外部か らの直接ア クセ

スに対応するサーバー などの情報提供 用コンピュータについては、ファイアウォールの外

部 に設置する必要がある。

ファイアウォールは、単一の製品や技術 を指 すと言うより、む しろ様々な技術 を組み合

わせてネ ッ トワークの安全性 を高め るための総合技術 と言える。 したがって、単 にファイ

アウォールの部分だけでは完結せず、IPレ ベルの接続性 からア プ リケーシ ョン、オペ レ

ー ションの レベルまでインターネヅ ト接続のすべての側面で関わ りを持つ と言える。

官民情報ネヅ トワー クは、国、地方、国民等で相互 に利用するものであるか ら、行政機

関の情報へのアクセスに関 して高いセキュ リテ ィ ・レベルが要求されることは間違いない。

このネ ットワーク接続 に伴 うセキュ リティについては、霞が関WANに おいて様々な方策

が施 され、基本的には問題 ない ところまでに至っている。すなわ ち、各省庁 において霞が

関WANへ の接続用サーバー を設置 し、 ファイア ウォールによって、外部か らのアクセス

は、そのサーバーまでと し、各省庁内のLANに はア クセスで きないようになっている。ま

た、上記の住民記録システムのネ ッ トワークにおいても同様の措置が とられることになろ

う。

以上のことか ら、官民ネ ヅトワー クは、上記の行政機関のネ ッ トワー クの拡張 と して構

築されることもあ りうる し、物理的 に独立 した官民ネ ヅ トワーク として構築 され る可能性

もあろう。要はネ ットワークを介 して、双方向の行政サー ビスの授受が可能な らば よいの

である。 その意味では、既存の商用パ ソコン ・ネ ヅ トワー クやインターネ ットを活用する

ことも考慮 されてよい。事実、米国の州政府 において、 インターネ ヅ トを介 して運転免許

の更新 がで きるというサー ビスの開始が計画 されているのである。

(6)情 報キオスクの活用

一70一



情報キオスク は、アクセスで きる時間の延長、アクセスで きる場所の拡大、簡単な操作

(ほ とんどがタヅチパネル方式 を採用)に よるア クセスの3っ の特徴 か ら、情報通信ネ ッ

トワーク技術 を活用 した行政サー ビスの改善のための形態 として注 目され る。特 に、米 国

の州政府 レベルの行政 サー ビスの端末機 として普及が進んでいる。 この情報 キオスクは、

国民の行政情報へのアクセスの利便性 を向上 し、各種手続、登録、 申請等の事務処理を効

率化 するこ とを目的と している。

現在、 日本の情報キオスクによるサー ビス としては、住民票の写 し、印鑑登録証明書の

自動交付機が設置されている程度である。 しか しながら、 この 自動交付機 は、価格、時間

外サー ビスの限界 が、便利な場所 に設置 されていない、サー ビス内容が限 られている等の

理由か ら未だ普及 していない。コ ンビニエ ンス ・ス トアへ設置 し、24時 間サー ビス提供す

ることによって普及が進めば価格 は低下することが考えられる。 また、費用対効果の観点

か ら、 自動交付機のサービス内容の拡張が考え られるべ きであ る。特 に、双方向多機能情

報キオス クの開発、設置が望 まれる。行政サー ビスの提供 のヅール としての情報キオスク

の技術動向、今後の課題は以下の とお りである。

① 行政サー ビス提供手段 としての情報キオスク

情報キオスクを、ワンス トップ ・サー ビス、ノンス トップ ・サー ビス、マルチアクセス ・

サー ビスの3つ のサー ビス形態 を同時 に可能 とする行政サー ビスの電子化の拠点 に位置付

けることが考え られる。すなわち、24時 間稼働 しているノンス トップ ・サー ビスの情報キ

オスクか ら、例 えば、住所変更をワンス トップ ・サービスで処理 で き、 また、そのキオス

クか ら旅券の申請や更新 も行える とい うマルチアクセス ・サー ビスも可能 になるな らば、

このキオス クは まさに、行政サー ビスの電子革命の理想的な実現形態 となるであろう。

このような行政 サー ビスの提供形態 の電子化、ネ ッ トワー ク化 を実現する方法 としての

キオスクは、双方向でかつ多機能である必要があろう。また、 この情報 キオスクは行政機

関のネ ッ トワークに接続 されている必要があ る。その ことは、 この情報 キオスクには一方

で、十分なセキュ リテ ィ対策が必要であることを意味する。本人確認の認証方法 と、本人

の識別コー ドが必要になるのである。認証に関 しては、技術的な解決は可能にな りっっあ

る。識別 コー ドに関 しては、 この情報 キオスクが国 ・地方間に またが った行政サービスの

提供 を目指 すの ものであることか ら、全国民の統一識別コー ドが必要 とされる。

② 米国における情報 キオスクの現状

米国にお いて普及が始 まっている情報キオスクのサービス内容は、片方 向の情報提供が
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中心であるが、利用者側 からの情報入力による トランザクション処理 も一部開始 されてい

る。また、クレジット ・カー ドとの連携で各種料金等の払込 も可能になっている。サー ビ

ス内容は州によって異なるが、主なものは、職業紹介、失業保 険申請/支 払手続、 自動車

の登録/更 新、運転免許証の更新、生年月日証明書の発行、駐車料金や交通罰金 の支払、

リクリエーション案内/予 約等である。

以上のサービス内容はキオスクか らの片方向情報提供サー ビス形態が主 になっていると

いうのが実態であ り、利 用者か らの入力を認める双方向のサー ビスは、 システムの運用管

理上等、困難な問題があ り限定されている。結果的に、上記 キオスクサー ビスの うち双方

向のサー ビスのほ とん どは、 クレジッ トか らの 自動引き落 としや、一部の州における自動

車登録/更 新、運転免許証の住所変更、観光施設の予約等に とどまっている。

これら情報キオスクは、ほ とん どが24時 間運転で、週末や夜間の利用が多 く、ワンス ト

ップ ・サー ビス として機能 している。設置場所は、ほ とん どの場合、未だ州政府事務所内

にとどまっている。

③ 米国郵政公社構想

このネッ トワー クと情報キオスクを活用 した行政サー ビスの提供に関 して、米 国郵政公

社の構想(WINGS:行 政 サー ビスの対話型 ネッ トワー ク網)が 進め られている。WI

NGSは 、郵便局 を市民 と行政 を結ぶゲー トウェイ とし、連邦、州、及び地方自治区間の

ネ ットワークに接続 された、対話型情報キオスクか ら、情報提供、各種届出、各種証明書、

発行手数料 の支払等の行政サービスを提供 しようとするものである。また、WINGSは 、

複数機関にまたがる行政 サー ビスのワンス トップ ・サービスの実現 も目指 している。

WINGSの 背景 ・経緯 としては、米国 における行政改革 の推進がある。すなわち、「ナ

シ ョナル ・パフォーマ ンス ・レビュー」の一環 として、「情報技術によるリエンジニア リン

グ」によって、「連邦、州、及び地方 自治区のすべての レベルの行政組織を単一のシステム

に連結させ るような電子的インフラを創造する」ことが提唱された。それを実現するため、

「国民が このインフラにアクセスで きるような対話型情報 キオスクの国家規模のネ ットワ

ークを構築すること」が提案 された。このキオスクによって、「国民に対 して、彼 らが好 き

な時、好 きな場所で、公的な情報技術や行政サー ビスが提供 される」こととなる。

具体的な実施方法は、郵政公社が、郵便局 の公共性 を活用 して、連邦政府、州 ∠地方 自

治区の各行政機関 による情報提供や各種サービスを調整 し、イ ンターネ ット上で実現する。

いわば、郵便局 を市民 と行政を結ぶゲー トウェイ とし、行政サー ビスをネ ヅ トワークを介
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して提供 しようとするものであ る。実現のための方策の検討は 「各省庁 キオス ク委員会」

が行 う。このキオス クによる行政 サー ビスは、以下のような3つ に分 けられ る。

*情 報提供:法 律 ・規制の改正等 に関する公示、イベ ン ト等の広報等

*各 種届出:住 所変更、出生 ・死亡届、税の申告、大学入学 申込、運転免許 の更新、生

活保護 申請等

*支 払:切 手の購入、各種証明書発行手数料

このような行政サー ビスの提供 を進める と同時に、WINGSは 、複 数の行政機関にまた

がる処理 を1か 所で完 了で きる行政 サー ビスの 「ワンス トップ ・ショップ」化 を 目指 して

いる。その例 と して、生活保護が挙げ られる。生活保護 を受ける場合、手 当の給付 を受け

るまでには、移 民帰化局、内国歳入庁、財務省、社会保険庁等が定める手続を経 る必要が

あるが、 これ らの手続 をWINGSで 関連機関の窓口に瞬時にア クセス し、手続 を完 了す

ることがで きるようになる。

④ 日本における情報 キオス クの現状

現在、 日本の行政機関で上記のような情報キオスクによるサー ビスを提供 している例 は

ない。一部の市で一種の情報 キオス クといえる、住民票の写 し、印鑑登録証明書の自動交

付機が設置 されているが、以下のような理 由か ら未だ広 く普及 してお らず、利用率 も低い

とされている。

*自 動交付機 の価格 が高すぎる。

*時 間外サー ビスに限界がある。

*住 民に とって便利な場所 に設置されていない。

*サ ー ビス内容が限 られている。

自動交付機の価格は普及が進めば、市町村数が3,200以 上 とい うことを考慮すれば台数

は増加 し、それ によって低廉化することは十分考え られる。時間 と場所 の制限は、既述 の

とお り、管理の届 く範囲 とい う制約を解除 し、庁舎外への設置によって基本的には解決可

能である。庁舎外 の場所の候補 として、駅構内等が挙げ られるが、 ノンス トップ ・サー ビ

スの観点か らは、コンビニエ ンス ・ス トアへ設置 し、24時 間サー ビスを実現することが最

適であ る。なお、 自動交付機 の効果 は必ず しも、時間外サービスや庁舎外 の設置 とは限 ら

ず、庁舎 内設置 によって、従来、 ピー ク時 に1時 間以上かかる場合 もあ った住民票の写 し

の交付が3分 程度 に短縮 された という事例 も報告 されている。

⑤ 自動交付機 のサービス内容の拡張
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現在、市町村の 自動交付機で提供 されるサー ビス内容が、住民票の写 しと印鑑証明書の

発行 に限 られていることもあって普及が進まないとされていることは既述の とお りである

が、 このサー ビス内容の拡充を図るこ とによって、普及に弾みがつ くことも期待で きる。

一部の市町村では、外国人登録証明書や税 関係の証明書の発行 を加 える構想 もあ るが、い

ずれに して も、証明書類 の発行にとどまっているのが現状 である。1台 の 自動交付機の価

格が高いことか ら、その提供 サー ビス内容を拡張 して、利用率 を高め、相対的にサー ビス

単価を減少するような方法が考えられ るぺ きである。

一般的に情報キオスクのような機器は、ユーザか らの一方 向的な利用が普通である。す

なわち、利用者はキオスクか ら予め蓄積されている情報を適宜引 き出すだけとい うものが

多いのである。 これは、公告、広報活動には十分機能するが、ユーザ側 か らの情報入力を

必要 とするサー ビスには利用で きない。例 えば、公共施設 の予約情報が表示されても、そ

の情報キオスクか ら予約 申込みができなければ、効果は半減であろう。情報キオスクは、

極力そこでサー ビスが完結することが望ま しい。双方向多機能情報 キオスクの開発、設置

が望まれる所以である。

⑥ 多機能情報キオス ク

1つ の市町村内の行政サービスだけで情報キオスクを設置 するこ とは、費用対効果の点

で問題があるというこ とか ら、 この情報キオスクを行政サー ビスの電子化の拠点 に位置付

けることが必要であろう。すなわち、 ワンス トップ ・サービス、ノンス トップ ・サー ビス、

マルチアクセス ・サー ビスの3つ のサー ビス形態 を併せ、実現する方法 として考慮するべ

きである。元々、これ らサー ビス形態は個 々に独立 してはいるが、排他的ではない。む し

ろ、3つ のサービス形態 を同時 に可能 とする情報キオスクが望 ましい。すなわち、24時 間

稼働 しているノンス トップ ・サー ビス情報 キオス クか ら、例 えば、住所変更 をワンス トッ

プ ・サー ビスで処理で き、 また、そのキオス クか ら旅券の 申請や更新 も行 えるとい うマル

チアクセス ・サー ビス も可能 になるな らば、 このキオス クはまさに、行政サー ビスの電子

化、ネヅ トワーク化 の理想的な実現形態 となるであろう。

⑦ 情報キオスクのセキュ リティ

情報キオスクか ら様々な行政サー ビスが入手できるこ との利便性 は図 り知れないが、そ

の反面、個人情報の保護等の新たな課題 も生 じる。本人であることを確認する認証方法 と、

必要なサー ビスを引き出すための本人の識別コー ドが必要 になるのである。

認証に関 しては、最近、暗号化技術が進み、複雑 ・高度 に し、不正 な解読は不 可能にす
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ることは可能 になって きている。ただ し、パス ワー ドを記録 した認証 カー ドの媒体 として、

銀行のATMで 普及 している磁気ス トライプ形式の素朴 な ものか ら、暗号技術 を高度に活

用で きるICカ ー ド、情報蓄積量が大 きい光カー ド、ICカ ー ドと光カー ドのハ イブ リッ

ドカー ド等、様々な方式が考え られる。いずれ に して も、磁気ス トライプカー ドとパスワ

ー ドで、無人ATMか ら時間外で も多額の現金が引き出せ ることか らすれば、行政サー ビ

スの提供に莫大な経費 を要する最高のセキュ リテ ィを導入 するか否かは トレー ド ・オフの

考え方が必要 とされ よう。 また、識別コー ドに関 しては、 この情報キオスクは国 ・地方間

をまたがった行政サー ビスの提供 を目指すのであるか ら、全国民の統一的なものである必

要がある。

⑧ 行政サー ビスのパ ヅケージ化

情報キオスクか らアクセスで きる行政サー ビス内容 を拡張 するこ とは行政側に とって負

担が大 きす ぎることか ら、 国民にとって重要な行政サー ビスのい くつかをパ ッケー ジ化 し

て、それ らについて情報キオスクか らワンス トップ ・サー ビスでアクセスで きる とい う方

式が考え られる。パ ヅケージ化のメニューの候補 として、住民登録/変 更、福祉、社会保

険、教育、税務 等が想定 され よう。旅券の申請/更 新や運転免許 の更新 も住民票の写 しの

添付が要求 されることか ら、 この情報キオスクを活用 して ワンス トップ ・サー ビスで申請

等が可能 になる と期待 され る。また、FAQ(良 く聞かれ る質問集)を 作成 し、メニュー

化 して、情報キオス クか ら提供することによって、国民か らの質問 ・要望 に迅速に応 える

ことも可能 になろう。現在、 い くつかの市において実施が試み られているいわゆる、総合

窓口化もこの行政サー ビスのパ ッケージ化の1つ の形態 と考え られる。逆 にいえば、総合

窓口が実現すれば、そのパ ヅケージ化 された行政サービス を情報キオスクか らの提供へ と

拡張することは比較的可能になると考 えられるのである。

⑨ マルチ ・メデ ィア技術の活用

情報キオス クは、国民が簡単な操作で、必要な情報 を検索 ・入手 した り、情報 を入力す

ることが可能でなければな らない。また、 これら操作は対話型で行われ る行われ ることが

望ま しいことか ら、米 国における情報キオスクの大半は、 タ ッチパネル方式を採用 してい

る。 このように、操作性 をよ くする とともに、音声、動画、静止画等による魅力ある画面

作 りが要求 される情報 キオスクは、マルチ ・メデ ィア技術 を十分活用する ことが必要であ

ろう。

⑩ 在宅サー ビスへの展開
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情報通信技術 を活用 した行政 サー ビスのネ ッ トワー ク化 の究極の形態は、在宅サー ビス

を実現す ることにある。 ファクシミリ、パ ソコ ン等、家庭 における情報通信機器の普及が

目ざましく、情報家電 といわれ るに至 ってい る状況 に加 え、規制緩和 が進む中でCATV

の普及、サー ビス内容の拡大 も想定 されることを考慮に入れると、 これ ら情報通信機器 を

活用 した行政サー ビスへの在宅アクセスが次の大 きな 目標 になるであろう。この形態の行

政 サービスは、家庭だけではな く、民間企業のオフィスか らも入手可能でなければな らな

いことはい うまでもない。
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第3章 行政サー ビスのネ ッ トワー ク化推進上の制度 ・運用課題

3-1構 築 ・運用上 の課題

(1)官 民ネ ットワー クの構築

新 しい形態のサー ビス として挙げた、 ワンス トップ ・サー ビス、 ノンス トップ ・サー ビ

ス、マルチアクセス ・サー ビスの実現のいずれにおいても必須 なものが、官民が共有 する

ネッ トワークの構築である。

行政機 関のネッ トワークは、現在、各省庁内LANの 構築か ら、各省庁間ネ ヅトワークへ

と発展 してお り、地方公共団体 においては、住民記録 システムの全国ネ ッ トワー ク構想が

提起 された状況にある ことは既述の とお りである。一方で、民間においては、この数年で、

商用パ ソコン通信の普及、イ ンターネ ッ トの急速な進展がある。残 る問題は、 これ らの行

政機関のネッ トワー クを如何 に官民共有ネ ッ トワークに拡 大 してい くか、民間ネ ッ トワー

クと行政機 関のネ ッ トワークの一部が相互に乗 り入れで きるようになるか とい う点にある。

行政運営の効率化及び行政サー ビスの向上 を図るこ とが可能 にな るよう、 ネ ットワークの

活用をベースに した新 しい段階の情報化へ如何 に進むべ きか とい う基本方向とその具体的

な方策の確立である。現在の ところ、官民ネ ッ トワークの構築による、相互乗 り入れ、ネ

ットワークによる行政サー ビスの実現 に向けた検討がなされていないのが実情である。以

下のような課題の解決 を図 り、国全体 としての情報イ ンフラであるべ き官民ネ ッ トワー ク

を構築することが必要 とされている。

1)各 省庁ネ ヅ トワー クの拡張

各省庁のLANを 接続 するネ ッ トワークとして霞が関WANの 運用が平成9年1月 か ら開

始 されているが、接続機 関が各省庁、人事院等の31機 関 に限定 されてお り、今後の官民相

互の情報交流 による行政サー ビスの実現 に とっては問題で ある。 県、 市によっては既 に

LANを 構築 しているところがあ り、この霞が関WANへ の接続の実現が望 まれる。霞が関

WANの 機 能が拡張 され、利用者の範囲が拡大 していけば、行政サー ビスの提供 のための

ネ ットワークと して最適なもの と考え られる。国民等が利用で きるようになるまでには、

かな りの時間が必要 と考え られるが、官民ネッ トワークへの展 開が推進 されるべ きである。

2)地 方公共団体間のネ ッ トワーク

平成8年3月 に自治省の研究会報告 として公表された市町村 のネ ッ トワー ク構想は、
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全国3,300以 上の市町村が保有 している住民記録 システムのネ ッ トワーク化 を進め、住民

登録 ・変更事務の効率化 を図 り、国民の利便 向上を図 ろうとするものであ る。地方公共団

体間のネ ヅトワークが皆無の状況において、全国的なネ ッ トワー クを構築 し、相互にデー

タ交換を図ろうとする画期的な方向を示 したもの と評価され るが、その実現 までには多 く

の課題があることも確かである。

(2)運 用ルールの確立

複数の機関が共有するネ ッ トワー クの運用にっいては、今 までの機関内に閉 じたネ ッ ト

ワークの運用にないルールを確 立する必要がある。特 に、行政 サー ビスを提供するための

ネッ トワークとなると、関係省庁、国 ・地方、行政 と国民 とい う関係が輻較す るこ とにな

り、管理 ・運営が困難になることは間違いない。 このように複 数機 関にまたが るネ ットワ

ー クの運用、管理のルールは未 だ確立 されてはお らず、今後の行政 サー ビスのネ ッ トワー

ク化 を検討する上で、重要 な事項 となる。確立 すべ きルールの具体 的事項 は以下の とお り

である。

① 関係機関の協議会の設立

ネ ットワークに参加 している機関の各代表で構成 される連絡 ・協議 を行 う組織 を設置す

ることが必要 とされる。この連絡 ・協議会 において、この会の運営方法、機能、構成員等

を定め、ネッ トワー クの構築 ・運用上 の基本原則 を確定す ることとなろう。その基本的な

方針の下に、詳細な規程類 を整備するための組織 を置 くことも必要 となる。要は、関係機

関が相互にネ ッ トワークの運営 に参 画 し、要望を提起 し、運用 してい くための基本組織が

必須であ り、そのための組織が設置されなければな らないのであ る。

ネ ットワークの運用 という業務の性格上、 この協議会の参加機 関は平等であ り、決定 は

原則 として全会一致でなされなければな らない。参加機関が多 くなって運 営が困難 になる

場合 には、幹事会等を設置する方法 も考慮 されよう。

② 基本原則の確立

上記の協議会において、ネ ッ トワー クの運用上の基本原則 を確立 し、詳細な内容の作成

をワーキ ング ・グループ託すこ とになろう。基本原則 として確立 されるべ き事項は以下の

ような ものが想定 され る。

1)ネ ットワー クの 目的

複数機関間で構築、利用するネ ヅ トワークの 目的を確定 する。
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2)利 用機関の範囲

当該ネ ッ トワー クの利用を認める機関を特定 する。不正なアクセスを防止するアクセ

ス制限等の方策 の前提 とな り、セキュ リティ上からも重要な事項である。

3)運 用責任組織

当該 ネ ッ トワークの運用主体 を確定 する。

4)ネ ヅ トワーク ・システムの基本構成

ネ ッ トワークの基本構成、ネッ トワー ク ・オペレーシ ョン ・セ ンターの特定、複数 の

ネ ッ トワーク、LANの 接続方法等 を規定する。

5)経 費負担

参画する関係機関間の経費負担の原則 を確定する。詳細な料金体系等は別途の規定が

作成 されることとな ろう。

6)セ キュ リティ対策

セキュ リテ ィの原則 を確定 し、詳細は別途運用管理規程 を策定することとなる。

7)運 用責任機関の責務

セ キュ リティの確保、運用仕様の遵守、規程類の整備等が運用責任機関の責務 となる。

8)利 用機 関の責務

主 としてセキュ リテ ィ対策の観点か らユーザが遵守すべ き事項 を規定 する。特 に、機

関内のLANを 外部ネ ッ トワー クと接続 する場合のファイアウォールの設置、セキュ リ

テ ィ遵守上必要 とされ る基本仕様 の遵守等が確立される必要がある。

① 運用管理規程の策定

上記の協議会において作成 された、ネ ヅ トワー クの運用上の基本原則 に基づいて、その

詳細な具体的事項 を規定する必要があ り、それ らが運用管理規定 としてま とめ られ、実際

の運用上の指針 となる。規定 されるべき主な事項は以下の とお りである。

1)協 議会の承認事項

ネッ トワークの運用 に当たって、運用責任機関が上記の協議会 の承認 を経 なければな

らない事項 を確定 してお く必要がある。主なものは以下のようなものになろう。

*利 用料金の改定

*サ ー ビス契約約款の制定及び改訂

*基 本原則 自体 の制定及び改訂

*そ の他重要事項
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2)運 用責任組織の遵守事項

運用責任機関がネ ットワークの運用に当たって遵守すぺ き事項 を定める。主な事項は

以下の とお りとなろう。

*ネ ッ トワーク運営 に係 る通信の検閲の禁止

*運 用上知 り得た通信の秘密の保護

*セ キュリテ ィの確保

3)サ ー ビス契約約款の制定

運用責任機関が利用機 関に対 して提供 するサー ビスについての契約約款を作成する。

4)会 計処理の原則確立

運用責任機 関の会計処理の原則、会計 区分、収入 ・支出項 目の設定等 を行 う。

5)運 用時間

当該ネ ッ トワー クの運用時間を確定 する。ネ ッ トワークの運用 とい う性格上、24時 間

運用を原則 とする旨が規定され よう。運用責任機関はそれ に従 った運用体制を確立する

ことが求め られることとなる。

6)運 用停止時の措置

定常時においてネ ッ トワークの運用の一部又は全部が停止 したときは、利用機 関に速

やかに報告 し、原因を究明 しなければな らない 旨が規定 され る。

7)研 修 ・教育

運用責任機 関はネ ッ トワークの利用に関するガイ ドを作成するとともに、利用機関 に

対 して研修会等 を随時開催することを規定する。

8)策 定すべ き規定

運用責任機 関が策定 すぺ き規定 を明 らかにする。策定 されるべ き主な規定は以下のよ

うなものになろう。

*事 務管理規定

*作 業手順書

*実 施要領

*安 全対策規則

3-2制 度上の課題

(1)個 人認証 システムの確立
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ネ ッ トワー ク上で行政サー ビスを提供 する形態であるワンス トップ ・サー ビス、 ノンス

トップ ・サー ビス、マルチア クセス ・サー ビスのいずれにおいても、ネ ッ トワーク上で本

人を確認する手続が必須 とな るが、現在、 日本には 自分が 自分であ ることを認証 できる公

的な身分証明制度がないのである。運転免許証、保険証、旅券等で間に合わせて いるのが

実状であ り、これ らでは、ネ ッ トワー ク上での本人認証手段 としては使用で きない。また、

複数の機関にまたがるようなワンス トップ ・サー ビスや、特定 されていない機関か らの行

政サー ビスを可能にす るマルチアクセス ・サー ビスの場合 には、関連 するアプ リケー ショ

ンにおいて共通する個人識別コー ドが必要 とされる。

① 共通個人コー ド検討の経緯

個人の識別コー ドの統一や共通化 という議論について今 まで検討 されて きた主な内容は

以下のとお りである。

1)事 務処理用統一個入 コー ド

昭和40年 代に検討された「事務処理用統一個人コー ド」は、現在のようなネ ットワーク化

に伴 う本人の認証、識別 を目指 したものではな く、各省庁 が運用 しているアプ リケー ショ

ンの個人コー ドを統一 して、事務処理の効率化 を図るためのもので あった。国民全員にユ

ニークな番号 を付 し、 それを終生不変のもの として使用する というものであったが、それ

を国民個 々人が認証、識別のために使 うという発想は少なか ったと考え られ る。その意味

では、その統一個人コー ドに よる国民 のベネフィットが明 らかではな く、国民の理解が得

られなか った とい う事情がある。 また、当時は、個人情報の保護に関する制度的な保証が

確立されてお らず、いわゆる、 プライバ シーの侵害のおそれ とい う議論が提起 された。 さ

らに、統一個人コー ドを利用することに関 して、各省庁側 も体制が整わず、結局、「世の趨

勢 を見極 め、国民のコ ンセンサスが得 られ るまで、統一個人 コー ドの検討 は中止する」 と

して、問題を棚」二げ した恰好 になっている。

2)社 会保険番号

個人の社会 保険番号 が統一されていないため、い くつかの社会保険制度間を異動 した場

合、年金支給時の事務処理が煩雑 であ るとい うことや、年金加算にモ レがでるおそれがあ

るとい う問題 に対応するため、1997年1月 に厚生年金、国民年金、船 員保険の3制 度 だけ

ではな く、各種共済年金等、8つ の年金制度の番号の統一が実現 している。

3)納 税者番号

全国民にユニー クな番号が付 されていれば、個人の収入の捕捉が確実に行われ、徴収事
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務の適正化や課税の公平を維持できるとい うメ リッ トが期待され る。この納税者番号の導

入について、税制調査会 において検討が行われているが、未だ、基本的な方向はでていな

い状況である。納税事務だけで統一番号制度を導入 するこ とは、経済界、国民の協力を得

ることが困難であるこ とや、採算性 の問題があ り、納税事務だけではな く、他の行政事務

と共通 して利用で きるような番号制度の導入の可能性 にっいて、今なお検討 されている。

4)住 民基本台帳番号

住民基本台帳をベース とした共通番号の導入の可能性が提起 されたのは、1996年3月 に

公表された、 自治省の 「住民記録システムのネ ッ トワークの構築等 に関す る研究会」の最

終報告書においてである。すなわち、「高度で多様 な行政サー ビスを住民に的確に提供する

とともに、行政 の簡素効率化 を可能 な限 り図ってい くためには、市町村や都道府県の区域

を越えて本人確認 を可能 とするシステムの導入が必要 となるもの と考えられる。」として、

住民基本台帳コー ドを設定 し、全国の市町村 間のネ ヅ トワー クを構築 しようとい うのであ

る。国民のほとんどをカバー し、基本4情 報の更新が確実に行われているとい う点で、 こ

の住民基本台帳コー ドをベース とすることが最適であると考 えられ る。

② 統一識別コー ド導入上の課題

国民の大多数又は全員 に識別 コー ドを付 し、それを維持 ・管理 するための課題 として、

事務処理用統一個人コー ドの検討中止の際の、「世の趨勢及 び国民のコンセ ンサス」の2つ

の課題をクリアー しなければな らないであろう。世の趨勢 として、20年 前の状況 と異 なる

点は、情報通信ネ ットワー ク技術の進歩 と普及、個人情報保護法の制定 ・施行の2点 が挙

げ られよう。

1)情 報通信ネ ットワーク技術の進歩 と普及

事務処理用統一個人コー ドが検討 された当時、各省庁 における情報化は一部の業務処理

に限定されてお り、オ ンライ ン ・システムも極 めて限 られた ものであった。それに比べ、

最近のパ ソコンの普及、省庁 内LANの 構築、外部 とのネ ッ トワー ク構築 の容易 さ、民間

商用ネヅ トワー クの普及、国際的なネ ッ トワー クの進展等は、情報通信ネ ヅ トワー ク環境

に大 きな変化 ・発展 をもた らしている。 このような情報通信ネ ッ トワー クの発展 ・普及 は

行政サー ビスの質の向上への期待 となっている。また、情報通信ネ ヅ トワークの普及 ・拡

大にともなって、セキュリテ ィ確保が重要にな り、そのための技術 も向上 し、データやネ

ッ トワークの安全性 も高 まって きている。

2)個 人情報確保対策
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事務処理用統一個人コー ドが検討されていた当時は、コンピュータ処理に伴 う個人の情

報を保護 する法律及び条例等 は全 くな く、そのため、個人 コー ドの統一に伴 うプライバシ

ーの侵害 のおそれが議論の焦点 となった経緯があ る
。その後、地方公共団体 におけるコ ン

ピュータ導入の進展が進む中で昭和50年 代に入 って個人情報保護条例の制定が進め られ、

国の行政機関において も、昭和63年12月16日 、『行政機 関の保有する電子計算機処理に

係 る個人情報の保護に関する法律』が制定されたが、今なお以下の ような問題点 が指摘 さ

れる。

*地 方公共 団体 の個人情報保護条例は必ず しも、行政の情報化の進展 に則 したもの とは

なってお らず、特 に、 ネヅ トワー ク化への対応は不十分である。

*地 方公共団体 において未だ条例等 を制定 していない団体が2,000以 上ある。

*条 例 の内容が団体 間で同一ではない。そのため、複数団体間のネ ットワー クによる情

報交換 を実施 する場合、団体 によって保護対策の内容に違いがでて くる可能性がある。

*国 の個人情報保護法は地方公共団体 を対象 と していない。そのため、国 ・地方間で住

民情報をネ ッ トワー クを介 して利用する場合、共通の保護規定がない こととなる。

3)国 民のコ ンセ ンサス

統一識別 コー ド導入で今後さ らに、検討 ・議論 されなければならない ことは国民の合意

形成であろう。先の個 人コー ド導入の検討 においては、各省庁の事務処理 の効率化が強調

されてお り、国民側のメ リッ トは必ず しも明確ではなかった と考え られる。統一識別 コー

ドの導入 について も、今 までの経緯 を踏 まえた国民の合意形成が図 られなければな らない

と考える。複数の業務処理に使われている個人コー ドを統 一することによる効果は、各 々

の業務が完全 に独立 して処理 されている限 り、それ程大 き くない。個 々の業務 に対 して担

当組織や省庁 を超 えた機 関か ら処理が要求されるマルチアクセス ・サー ビスや1か 所 で申

請することによって関係機関の関連 ファイル を一連で処理 して くれるワンス トップ ・サー

ビスを実現 するためには、 この統 一識別コー ドの導入が必須であ る。 プライバ シー保護や

セキュリテ ィ対策 を前提 に して、 この ような新 しいタイプの行政サー ビスの実現 というメ

リヅトを期待 して こそ、 この統一識別コー ドの導入 に関す る国民的合意形成の議論が現実

的になるのである。

③ 個人情報保護規定の見直 し

市町村 の大半において住民記録 システムが構築 されているに もかかわ らず、それ らがネ

ヅ トワー ク化 されて こなかった主な理 由として、地方公共 団体の個 人情報保護条 例等のい
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わゆる、「オ ンライン結合禁止」条項がある。この規定は今後の行政 サービスのネ ッ トワー

ク化推進上の支障 とな ると考え られ、早急な見直 し、検討が必要 とされてい る。 この条項

の記述方法は、以下のような3つ に分け られる。

(a)前 提条件 な しに、「オンライン結合禁止」 を規定

(b)「 個人の利益 ・権利を侵害 するお それが ない と認め られ る場合以外はオ ンライ ン結

合禁止」

(c)個 人情報の保護は規定 しているが、「オンライ ン結合禁止」条項は特に設けない

この うち、最近、条例を制定 した り、改正 した りしている地方公共団体では、(b)又 は、

(c)の例があるが、大半の地方公共 団体は(a)の 条項 を規定 してい る。この条項の問題点は

元々、この規定は個人の情報 を保護 し、個人の権利 ・利益の侵害か ら守ろうとす ることに

あるにもかかわ らず、その前提条件が記述 されていないため、いかなるデータもオ ンライ

ン伝送で きない ことにな り、 ネヅ トワークの足枷 になっていることである。最近、県と市

の間で、個人情報ではない し、公共性 の観点か らも問題のないデータの伝送に関 して、 こ

の 「オ ンライン結合禁止」条項があ るためだけで実現 しなかった という例がでている。今

後、官民 ネッ トワー クの構築 を通 じて行政サー ビスが広 く国民等に提供 されるためには、

この条項の見直 しが必要 とされる。 自治省において も、前提条件抜 きでのオ ンライ ン結合

禁止規定はネッ トワーク社会 において実態に即 さな くなってい るとしているが、地方公共

団体における改正の動きは遅々 としてお り、 自治体に任せておいては進 まないおそれがあ

る。上記の 自治体間ネ ットワークの実現のためには、住民基本台帳の改正が必要であるか

ら、その際 にまとめてこの条項の規定 を見直す ような規定を入れることも1つ の考え方で

ある。

(2)手 続 ・規定の見直 し

行政運営や行政サー ビスの提供のために、 その公平性、正確性 を確保するために、規定

とそれに基づ く緻密な手続が策定されている。 しか しなが ら、これ ら規定 ・手続は情報化

の進展以前 に策定 されたものであ り、 その後、行政 の情報化の進展 に応 じて必ず しも改正

されて こなかったとい う事情がある。 そのため、情報技術 を活用 した行政運営 を推進する

上で支障にな り兼ねない状況 もい くつかある。既述 の個人情報保護条例 におけるオ ンライ

ン結合禁止条項 もその1つ と考えてもよいであろ う。また、既存の規定 ・手続では新 しい

行政運営、サー ビスの提供に対応で きない ということもあ りうる。その代 表的な例が、個

人認証 ・識別コー ドの問題が挙げ られ よう。 これ ら課題 については、既に記述 しているの
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で、ここでは、ネ ッ トワークを活用 して、行政 サー ビス を提供 し、 国民がそれを享受する

ために、従来 の規定 ・手続ではカバー しきれない以下の ような事項 をまとめてお くことと

する

① 情報の受信確認

対面による行政 サー ビスの場合、サービスの収受は印鑑、署名等 の手段で比較的容易 に

確認で きる。それだけにサー ビスを受ける者は行政 の窓 口まで赴かなければな らない こと

になっている。これ に対 して、ネッ トワーク上で情報 を受信 したことを確認することは 中々

難 しい。 このこ とは、例 えば、特許庁のペーパーレス ・システムにおいて、特許 の申請 を

受け付けたことの確認 にはかな りの技術開発 を要 してい ることか らも明 らかである。 この

受付確認 は、行政 手続 では受理 という言葉で表現 され、重要な手続 である。すなわ ち、 受

理 とは、必要な情報が、正当なる者か ら適切な様式、手続 を踏んで提出され、行政側がそ

れ らを確認 して受け付 けたということを意味するのであ る。いわば、国民側か ら何 らかの

申請があった場合、 その内容 の審査 に入る前に、必要な形 式が整っているかを確認するた

めの行政行為 ということになる。

申請が行政側に受信 されたこ とを確認するとともに、受信 された内容がネ ッ トワークの

途上で変更 されていないことの確認 も重要である。電子化 した場合 の情報の脆弱性 とい う

問題でもあるが、ネ ッ トワー ク上で文字が化けるということや漏洩 するこ との可能性 や、

故意に改 ざんされた り、盗聴 された りするおそれは常 にあ るのである。特 に、特許の申請

のように内容が正確 に伝わっていることが重要であ り、さ もない と申請者の権利、利益 が

侵害 され る可能性があるだけに慎重 さが要求される。

② 原本性の保証

行政サービスと して受領 した情報が原本性 を有するか否かの確認 も、重要な手続 であ る。

従来は書類の形で受け取 ったものに付 されている公印によって、原本性 を保証 していたが、

ネ ットワークを介 して送付 された情報の原本性 を保証する手続は未だ確立されていない状

況にある。例えば、各省庁間で公文書 を霞が関WANを 介 して送受信 することになると、

送 られた電子媒体の情報の原本性確認は困難である。現在の ところ、ネッ トワークを介 し

て送付 された公文書 を紙の媒体に落 とし、然 るべき受領者の公印を押 したものを原本 とす

るとい う方式が考え られるが、正式な手続 としては決定 されていない状況 にあ る。公文書

のネ ットワークによる交換だけではな く、行政サー ビスの授受において も重要な課題であ

り、早急 に方策 を立て る必要がある。
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③ 公印

原本性の保証 と同様の課題であるが、公文書に不可欠 とされて きた公印を、ネ ッ トワー

ク状況で授受される行政サー ビスの場合、考 え方、手続を新たに確立す る必要がある。一

番素朴な方法は、簡易な公文書 において公印を廃止することであろ う。公印を廃止で きな

い文書について、例えば、電子印 とい う方法が実用段階にあ り、技術的 には解決可能な状

況 にあると考え られる。それを採用することとい う明確な方針、規定、手続を用意するこ

とが求め られているのである。この公印問題は、各省庁 における電子決裁 にも影響する行

政手続上の重要課題であることは間違 いない。

通商産業省 においては、平成9年 度中に、省内の決裁過程 をLAN上 で行 うこととして

お り、この公印の扱いが留意事項の1つ になっている。現時点では、認証サーバー に予め、

決裁権を有する者の公印のイメージを蓄積 してお き、パスワー ドで他の者 は押印できない

ような方式になると考 えられ る。この場合 において、人事異動が多 い幹部のパスワー ドと

認証サーバーの電子印の関係 を如何 にア ップデー トするか という具体的な問題 に直面 して

い る。

④ 規制緩和

最近の行政改革の中で最 も重要 とされている課題の1つ に規制緩和がある。規制は本来、

行政 の公共性、公平性、社会 ・経済活 動の円滑 さ等 を確保するため に必要 な手続であ り、

特 に、日本が戦後の復興期か ら経済発展 に至る間において、十全に機能 したと評価 されて

いるものである。 しか しなが ら、経済 の発展に応 じ、それ までの規制が実態 に沿わな くな

る ということがあ り、 また、諸外国か らは不公平であるとい う声がでて きてい ることも事

実である。行政改革の重要事項 に挙げ られ る所以である。

規制緩和 の大 きな課題 は別 として、行政サー ビスのネ ッ トワー ク化、電子化 という観点

か らも、緩和すべ き事項がい くっかあ る。代表的な例が、 申請 ・申告等 における電子化、

ネ ッ トワーク化の容認、推進であるこ とは既述の とお りである。行政 が民間企業等に義務

付 けている保存文書の電子媒体化 も広い意味で行政サービスの観点か ら見 た規制緩和 とい

うことになろう。申請 ・申告 の電子化、ネ ッ トワー ク化は既述の とお りで あるが、その実

施 に当たっては、本人認証システムが必須 となる。行政サー ビスのネヅ トワークを推進す

る上で、いずれの場合においても、認証 システムへ たどり着 くこととなる。今後 の日本 に

お ける行政の情報化、ネ ットワー クを進める上で避 けて通れない重要課題 であるとい うこ

とができよう。
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資 料





資料1. 行政情報化の推進状況報告

一平成7年 度 におけ る実施状況 を中心 と して 一

平成8年7月12日

行政情報システム各省庁連絡会議了承

は じめに

政府は、平成6年12月25日 に 「行政情報化推進基本計画」(以 下 「基本計画」という。)

を閣議決定 し、平成7年 度 を初年度 に5か 年計画で行政の情報化を積極 的に推進 してい る

ところである。

行政 の情報化 を着実 に総合的 ・計画的に推進 してい くためには、定期 的に推進状況のフ

ォローア ップを行い、その結果を関連施策 に反映 してい くとともに、推進状況を公表 し、

各方面の理解を得なが ら進めてい くことが必要である。

このため、基本計画では、計画の進 ちょく状況について毎年度 フォローア ヅプを行い、各

省庁官房長等で構成 され る行政情報システ ム各省庁連絡会議で取 りまとめの上、公表する

こととしている。

本報告は、計画初年度であ る平成7年 度 において、各省庁 がそれぞれ、あるいは、政府

全体 として実施 した行政情報化関連施策の実施内容 を取 りまとめるとともに、 これを踏 ま

えて今後実施 すべ き施策の重点 を明 らかに したものである。

また、高度情報通信社会推進本部(本 部長:内 閣総理大臣)は 、平成7年2月21日 に 「高

度情報通信社会推進 に向けた基本方針」 を決定 し、高度情報通信社会の意義 を明確化する

とともに、21世 紀に向けて高度情報通信社会の構築を推進するために、高度 な情報通信 イ

ンフラを早急 に整備 すべ きであ るとし、当面対応すべ き具体的な政策課題 と して、情報通

信 の高度化 のための諸制度の見直 し、ネ ッ トワークインフラの整備等 と共 に、公共分野の

情報化等を挙げ、行政、研究、保健 ・医療 ・福祉、防災等公共6分 野 におけ る情報化推進

のための基本的な考え方 を示 した。この中で、行政分野の情報化 については、基本計画に

基づ き、総合的、計画的に推進 することが決定 され、その進ち ょく状況 について、総務庁

行政管理局が毎年1回 、内閣官房内閣内政審議室 に報告 することとされた。

1平 成7年 度を中心 と した行政情報化推進計画関連の動 き
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1-1行 政情報化推進計画の策定状況

基本計画では、行政情報化 を総合 的 ・計画的に推進 してい くための 「整備方針」、この方

針に基づ き各省庁が共 同 ・分担 して実施する 「共通実施事項」等を定 めるとともに、共通

実施事項 を実施 するため、別途 「共通実施計画」を策定することとされている。 また、各

省庁は、 それぞれの行政情報化 を推進 するため、基本計画を踏まえて 「各省庁別計画」を

策定することとされている。

このため、平成7年3月24日 に 「行政情報化推進共通実施計画」を行政情報 システム各

省庁連絡会議 において了承するとともに、各省庁において、先行7省 庁(警 察庁、総務庁、

経済企画庁、環境庁、厚生省、通商産業省及び郵政省)が 平成6年 度内に各省庁別計画 を

策定 したのを始め、平成7年12月 までにその他省庁でも、省庁別計画が策定 された。

なお、基本計画及び共通実施計画並びに各省庁別計画を合わせて 「行政情報化推進計

画」 と称 している。

1-2行 政情報化推進計画に関する動向

平成7年7月 には、平成8年 度 において引 き続 き政府 として整合性 を確保 した行政の情

報化 を推進するため、「平成8年 度 における行政情報化の取 り組み方針」(平 成7年7月21

日行政情報 システム各省庁連絡会議幹事会 了承)を 決定 し、平成8年 度予算 にこれ を反映

させるとともに、12月 には、「当面の行政改革の推進方策 について」(平 成7年12月25日

閣議決定)に おいて、引 き続き行政の情報化 を着実に推進することな どを決定 した。

「行政情報化推進共通実施計画」につ いては、基本計画で毎年度見直すこととされている

ことか ら、平成7年 度の進ち ょく状況及び平成8年 度予算の措置状況 を踏 まえ、平成8年

度以降の共通実施事項 についての実施手順 ・内容及び平成8年 度に重点的 に実施 する事項

の見直 しを行い、平成8年3月26日 、行政情報システム各省庁連絡会議において改定計画

を了承 した。

1-3行 政情報化推進計画の推進体制の整備 ・活動状況

行政情報化推進計画の推進に当たっては、省庁間の連携 と協 力が必要不 可欠である。 こ

のため、平成7年4月 に、各省庁の連携 と協力の下 に計画の的確 な推進を図るため、行政

情報システム基本問題専 門部会等4専 門部会 を設置する とともに、 それぞれの専門部会 の

下 に実務担当者 による分科会等を設置 し、計画推進のための具体的事項の実施 に当たって

の検討 を進めている。なお、各専門部会等の開催実績は、以下の とお りとなっている。
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・行政情報システム基本問題専門部会(平 成7年 度5回 開催)

・共通システム専門部会(平 成7年 度6回 開催)

・行政情報システム高度化専門部会(平 成7年 度6回 開催)

・コンピュータ調達専門部会(平 成7年 度2回 開催)

・フォローア ヅプ分科会、共通 システム第1～5分 科会、行政情報

システム高度化研 究会、行政情報 システム高度化第1～2分 科会、

コンピュー タ調達小部会(平 成7年 度延べ56回 開催)

1-4情 報システム関係予算の状況

(1)平 成7年 度情報 システム関係予算の状況

各省庁 における平成7年 度の情報 システム関係予算額は、当初8,249億6百 万円とな

ってお り、平成6年 度の 同予算額7,584億65百 万円に対 し、8.8%の 増 となっている。こ

れ を会計別でみると、一般会計では、1,843億38百 万円(対 前年度比132%の 増)、 特別

会計では、6,405億68百 万円(対 前年度比7.5%の 増)と なっている。

また、平成7年 度 には1次 及び2次 の補正予算 によ り、情報 システムに対する追加予算措

置が行われた。この2次 にわたる補正によ り、23省 庁で総額1,087億01百 万 円が情報 シ

ステムに充当された。

会計別内訳は、一般会計が679億67百 万円、特別会計が407億34百 万円であ り、事

項別内訳では、LANの 敷設や建物整備等の庁舎のインテ リジェン ト化に係 るものが17省

庁253億83百 万円、通信ネ ットワーク施設 ・設備の整備 ・拡充に係 るものが12省 庁586

億81百 万 円、パソコン等OA機 器の整備やコンピュータシステ ムの導入 ・更新、ソフ トウ

ェアの開発等情報処理 システムの整備 ・拡充に係 るものが21省 庁246億37百 万円となっ

た。

この結果、平成7年 度における情報 システム関係予算の総額は、当初予算額 の8,249億

6百 万円と合わせ、9,336億07百 万円とな り、過去最高の額 となった。

(事項別内訳)

・LANの 敷設や建物整備等の庁舎のインテ リジェン ト化 に係 るもの

17省 庁253億83百 万円

・通信ネ ッ トワーク施設 ・設備の整備 ・拡充に係 るもの
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12省 庁586億81百 万円

・パ ソコン等OA機 器の整備や コンピュータシステムの導入 ・更新、

ソフ トウェア開発等情報処理 システムの整備 ・拡充に係るもの

21省 庁246億37百 万円

○ 平成7年 度情報システム関係予算(当 初)

8,249億06百 万円(対 前年度比8.8%増)

一般会計:1
,843億38百 万円(対 前年度比13.2%増)

特別会計:6,405億68百 万円(対 前年度比7.5%増)

○ 平成7年 度情報 システ ム関係予算(1次 ・2次 補正予算)

23省 庁1,087億01百 万円

一般会計:679億67百 万 円

特別会計:407億34百 万 円

○ 平成7年 度情報 システム関係予算(補 正後)

9,336億07百 万 円(対 前年度比23.1%増)

一般会計:2
,523億05百 万円(対 前年度比54.9%増)

特別会計:6,813億02百 万円(対 前年度比14.3%増)

(2)平 成8年 度情報システム関係予算の状況'

各省庁 における平成8年 度の情報システム関係予算の総額は、過去最高の9,555億 円 と

なってお り、平成7年 度の予算額(当 初)8,249億 円に対 し、15.8%の 増(7年 度補正後

2.3%の 増)と なっている。これを会計別でみると、一般会計では、2,077億 円と7年 度 に

比べて234億 円の増(対 前年度比12.6%の 増)、 特別会計では、7,478億 円と1,042億 円

の増(対 前年度比16.3%の 増)と なっている。

○ 平成8年 度情報 システム関係予算の状況

9,554億93百 万円(対 前年度比15.8%増)

一般会計:2
,077億06百 万円(対 前年度比12.6%増)
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特別会計:7,477億87百 万 円(対 前年度比16.3%増)

(参考)最 近5か 年の情報 システム関係予算の推移

単位:百 万円

区分 平成4年 度 平成5年 度 平成6年 度 平成7年 度 平成8年 度

一般会計
134,996【 ・] 151,270[・] 162,780日 184β38【252,305] 207,706口

特別会計 515,189卜] 551,827【 ・】 595,6851・ 】 640,568【681,302】 747.7871・ 】

計 650,185[・ 】 703,097日 758,465[・] 824,906[933,607] 955,4931-]

対前年度伸率 ・1・] 8,1%卜 】 7.9%[・1 8.8%[23.1%] 15.8%[2.3%]

注.口は補正後の値

○平成8年 度 「共通実施事項」関連予算の概要

1)情 報 システムの整備 に関する事項

ア.共 通基盤の整備

・各省庁LANシ ステムの整備運用

・霞が関WANの 整備運用 総務庁

イ.各 省庁共通 システムの整備

・省庁間電子文書交換システム

・国会関係事務支援 システム

・その他文書検索 システム等

ウ.デ ータベースの整備

・白書 ・年次報告書等のデータベース

(経済企画庁、科学技術庁)

23省 庁3,034百 万 円

56百 万 円

総務庁47百 万円

内閣官房25百 万円

通商産業省他25百 万円

2庁44百 万円

・一元的に開発 ・提供するデータベース 総務庁77百 万円

(省 令データベース、許認可等データベース、

共通情報検索システムオープン化)

・外部データベースの共同利用方策 に関する調査研究 総務庁5百 万 円
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2)行 政サー ビスの高度化

・行政情報のク リア リングシステム 総務庁27百 万円

・各省庁行政情報の提供 システム9省 庁326百 万円

(総務庁、経済企画庁、環境庁、法務省、外務省、文部省、通商産業省、

建設省、 自治省)

3)行 政情報システムの高度化

・安全性 ・信頼性対策の推進 総務庁13百 万円

・基本的事項の標準化の推進 総務庁6百 万 円

・外部 リソースの活用の推進 総務庁11百 万円

2行 政情報化推進計画の進ち ょく状況

2-1各 省庁 における行政情報化の進ち ょく状況

(1)情 報 システムの整備に関する事項

1)パ ソコンの整備状況

25省 庁の本省庁(本 省庁の内部部局。以下 同 じ。)におけるパ ソコ ンの整備台数は、27,740

台で、そのうち平成7年 度に整備されたものは19,151台 でパ ソコン設置台数の69.0%を 占

めてお り、2次 にわたる補正予算で基盤整備が加速 された ことがうかがわれ る。

また、パ ソコンの整備対象職員数は36219人 で、平成7年 度末時点でのパ ソコン配備率

は、25省 庁平均で職員1.31人 に1台 の割合 とな っている。

平成7年 度末で職員一人1台 パ ソコ ンの整備 を達成 した省庁は、8省 庁 となってお り、

このペースでパ ソコンの整備が進めば、平成8年 度末 には多 くの省庁(本 省庁 内部部局)

で職員一人1台 のパソコ ン整備が達成 されるもの と予想される。

本省庁 におけるパ ソコ ンの整備状況

パソコ ン整備台数 27,740台

うち平成7年 度整備台数 19,151台

パソコン整備対象職員数 36,219人

平成7年 度パ ソコ ン配備率 1.31人1台
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2)LANの 整備状況

本省庁 において平成7年 度末 までに一般行政事務用のLAN(い わゆる情報系LAN)

の整備が行われている省庁は、25省 庁の うち22省 庁であ る。 また、25省 庁で計画期間中

にLANの 整備 を予定 してい るフロア数は254フ ロア(建 物の階に相 当)で あ り、このう

ち平成7年 度末 までに17省 庁で整備予定の全 フロア(155フ ロア)でLANの 整備が完

了し、25省 庁全体で もLAN整 備予定フロア数の89.8%に 当たる228フ ロアのLAN化

が完了 している。

また、25省 庁で整備 されているパソコン台数の80.8%に 当たる22,416台 がLANに 接

続 されてお り、13省 庁では整備済のパ ソコンすべて(12,958台)のLANへ の接続が完 了

している。

このように、パ ソコンの整備 とLANの 整備 とが相 まって、各省庁 における情報通信基

盤の整備が急速に進展 してお り、今後は、整備 された情報通信基盤 をいかに有効に活用 し

てい くか といった視点での検討が重要 となって くる。

本省庁におけるLANの 整備状況

LAN整 備予定フロア数 254フ ロア

LAN整 備済 フロア数 228フ ロ ア

LAN整 備済 フロア率 89.8%

本省庁におけるパ ソコンのLAN接 続状況

整備済パ ソコン台数 27,740台

LAN接 続済パソコン台数 22,416台

LAN接 続済パソコン率 80.8%

3)情 報システムの整備状況

ア.一 般行政事務用の情報 システム

平成7年 度末 までに情報系LANの 整備 が行われている22省 庁 のうち18省 庁で、いわ

ゆるグループウェア と呼ばれ るネ ヅトワークを使 って情報 の交換 ・共有によ り仕事の効率
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化を図るためのソフ トウェアを導入 し、電子 メールや電子掲示板等の利用 を進めている。

残 りの4省 庁で も平成8年 度か らの導入 を予定 してお り、情報系LANで は、グループウ

ェアが主流になって きている。

これ ら省庁がLANを 整備 しグループウェアを導入 した目的については、事務の効率化、

情報の電子化 ・ペーパー レス化、事業 ・事務 の迅速化、職員間の情報の共有化が上 げられ

ている。科学技術庁では光 ファイ リングデータベースシステムを導入 し、過去数年にわた

って毎月2～3冊 つつ発行 されて きた海外の科学技術政策 に関する資料等 をデータベース

化 し、効率的な検索 と保管の省スペース化 を図ってお り、文部省において も、光デ ィスク

システムに登録 された情報 をLANか ら随時検索で きる環境を整備 してお り、行政事務の

効率化 ・高度化及びペーパー レス化を図 っている。

イ.個 別業務処理のための情報システム

個別業務処理のための情報 システ ムについては、平成7年 度に10省 庁においてシステム

の改善が図 られた。その例を挙げれば、次の とお りである。

○厚生省:厚 生行政分野にお ける国 と地 方公共団体 との情報連携体制 を強化す るための

「厚生行政総合情報システム(WISH)」 にっいて、提供情報の拡充のためサーバの情報

搭載領域 を拡大するとともに、業務報告等統計数値のオンライン報告のための システムを

開発 し、 また、通信容量の拡張 を行 った。これによ り、地方公共団体への提供情報量を約

20%増 加 させたのをは じめ、記者発表資料、審議会議事録 などの情報提供 も開始 し、現在

都道府県か らのオンライン報告の試行 を実施 している。なお、本システムの利用機関 とし

て新たに一部の市町村が参加 するなど、利用状況が向上 している。

(2)行 政サービスの高度化 に関する事項

1)行 政情報の電子的提供

25省 庁のうち、13省 庁 で、国民等への情報提供手段 としてイ ンターネ ッ トのホームペー

ジを開設 ・運用 し、行政情報の提供 と国民等 か らの意見な どの受付 を行 っている。 また、

総務庁及び建設省は、現在試行運用中、防衛庁は、7月15日 の試行運用開始 に向け準備 中

である。その他 の省庁のインターネ ッ トホームペー ジの開設については、総理府、環境庁

及び法務省が準備中である。

商用パ ソコン通信ネ ッ トワークで行政情報の提供 を行っている省庁 は、13省 庁 となって
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いる。なお、防衛庁及 び労働省が準備 中である。また、10省 庁 で、 白書等をCD・ROM化

して提供 してい る。防衛庁及 び労働省においても白書のCD・ROM化 を準備 中であ り、農

林水産省及び建設省が検討 中である。
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行政情報の電子的提供

平成8年7月1日 現在

省 庁 提供方法

イ ンター ネ ッ ト パ ソコン通信 CD-ROM

総理府 準備中 ○ .

公正取引委員会 ・
.

.

警察庁 ・ . ・

公害等調整委員会 . ・ ・

宮内庁 一 .
・

総務庁 試行中 ○ ○

北海道開発庁 ・ ・ ・

防衛庁 準備中 準備中 準備中

経済企画庁 ○ ○ ○

科学技術庁 ○ ○ ○

環境庁 準備中 ○ ○

沖縄開発庁 ・ . ・

国土庁 ○ 一 ・

法務省 準備中 一 一

外務省 ○ ○ ○

大蔵省 ○ ○ ○

文部省 ○ ○ ○

厚生省 ○ ○ ○

農林水産省 ○ ○ 検討中

通商産業省 ○ ○ ○

運輸省 ○ 一 .

郵政省 ○ ○ ○

労働省 ○ 準備中 準備中

建設省 試行中 ○ 検討中

自治省 ○ .
・
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区分 イ ンター ネ ッ ト パ ソコン通信 CD-ROM

運用中 13 13 10

試行中 2 0 0

準備中 4 2 2

検討中 0 0 2

(注)各 省庁の外郭団体、特殊法人等外部機関か らの提供 を含む。 また、パソコ

ン通信 には、各部局単独で提供 しているものを含む。

本省庁 のイ ンターネッ ト ・ホームペー ジ(試行運用を含む。)

省庁 イ ンター ネ ヅ ト ・ホー ムペー ジア ドレス

総務庁 http:〃wwwsomucho.gojp/

防衛庁 http:〃wwwjda.gojp1

経済企画庁 http:〃wwwepa.gojp/

科学技術庁 http:〃wwwsta.gojp/

国土庁 http:〃wwwnla.gojp!

外務省 http:〃wwwin飴mofa.nttls.cojp/in飴mofa1

大蔵省 http:〃wwwmofgojp/

文部省 http:〃wwwmonbu.gojp1

厚生省 http:〃wwwmhwgojp1

農林水産省 http:〃wwwmaf£gojp/

通商産業省 http:〃wwwmiti.gojp/

運輸省 httP:〃wwwmotnet.gojp/

郵政省 http:〃wwwmpt.gojp/

労働省 http:〃wwwmol.gojp1

建設省 http:〃wwwmoc.gojp/indexj

自治省 http:〃wwwmha.gojp/
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パ ソコン通信で行政情報を提供 している省庁(主 なもの)

省庁 パソコン通信で提供 している情報

総務庁 統計情報

経済企画庁 月例経済報告

環境庁 公表資料情報

外務省 海外安全情報

文部省 生涯学習情報

厚生省 審議会議事録

農林水産省 農業農村情報

郵政省 報道発表資料

白書等をCD-ROM化 して提供 している省庁(主 な もの)

省庁 CD-ROM化 して提供 してい る情報

経済企画庁 経済 白書

科学技術庁 科学技術 白書

環境庁 環境 白書

外務省 JAPANSFOREIGNPOLICYONCD・ROM

文部省 教育白書

通商産業省 通商 白書、 中小企業 白書

郵政省 通信自書

2)電 子化に対応 した各種 申請 ・届 出手続 の見直 し

申請 ・届出対象者の負担軽減 のため、各省庁において、電子化 に対応 した各種 申請 ・

届出手続の見直 しを行 い、次の ような改善を図った。通商産業省では、 同省所管の許認可

申請手続等の実態調査 と個々の 申請手続等の電子化 の可能性についての検討を行い、先行

的に所管4法 律(化 学兵器禁止法、電気事業法、熱供給事業法、 ガス事業法)の 一部の申
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請手続等 について、電子化 を可能にす るために省令改正や システムの整備 を行った(平 成

8年4月 施行)。 また、郵政省では、所管3省 令(電 気通信事業会計規則、工事担任者規

則、電気通信主任技術者規則)で 提出することとされてい る書類の一部について磁気デ ィ

スクによる提 出を可能 とするよう省令改正を行 った。(平 成8年3月 施行)さ らに、無線局

に係 る各種 申請、届出等 に関する電子化(フ ロッピーデ ィスク申請、オ ンライ ン申請)に

ついて、データ取込み機能、セキュ リティ機 能等の開発すべ き機 能、手数料の納入方法、

本人確認方法等の制度面等で整備 すべき事項についての検討を行 った。

法務省では、 オンラインによる登記情報の公開制度についての予備的検討 を開始 した。

建設省では、平成8年7月 、特殊 な車両の通行の許可等の申請に係る書類の一部につい

てフロッピーデ ィスクによる提出を可能 とするよう関係省令の改正 を行い、申請者の負担

の軽減 と審査期 間の短縮 を図 った。さ らに、道路 占用許 可申請業務 について、小規模、簡

易な工事を対象 と したペーパー レス によるオンライ ン電子 申請方式の平成11年 度の運 用

開始 を目途に、検討を進めている。 これによ り、道路管理者 と公益事業者 の間で 当該業務

に係 る申請手続及び許可手続事務の大幅な簡素化、迅速化 が図 られ、効率 的な業務運営 が

図 られる。なお、 申請印等の電子化が今後の検討課題 とな っている。

今後は、今年度 に策定 される電子化 に対応 した各種 申請 ・届出等 の手続の見直 し指針 に

沿 って、各省庁 において、 同様の措置が図 られ、申請 ・届 出対象者の負担軽減 に繋 がって

い くもの と期待 される。

(3)そ の他

1)各 省庁における情報 リテラシーの向上のための方策

平成7年 度は、LANの 運用を新 たに開始 した省庁が多数 にのぼったこともあって、25

省庁のうち、20省 庁 で職員を対象 に情報システム研修 を内部又は外部研修機関への派遣で

実施 した。研修の内容は、13省 庁で電子メール等グルー プウェアの研修 を実施 するな ど、

現在のところ、LANの 整備に ともなって導入 したアプ リケー ションの基礎的機能の習得

に重点が置かれている。

2)各 省庁 における情報化推進体制の整備

基本計画では、省庁内における行政情報化のための企画調整機能の充実 を図るため、各

省庁における情報化 に関する計画の策定、実施等の責任体制 を確立するとともに、省庁 内

に共通する情報 システ ムの企画立案、個別システムの調整等の機能の充実を掲げている。

各省庁では、 これを踏 まえ、省庁内の情報化推進体制の整備を進め、既存の情報化推進
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体制の充実 ・強化、又は官房、情報システム担当部局を事務局とした省庁内各部局の職員

により構成する情報化推進委員会等の省庁内調整体制の整備を行った。

2-2共 通実施事項の進 ちょく状況

(1)情 報システムの整備 に関する事項

基本計画では、行政内部におけるコ ミュニケー ションの円滑化、 行政情報の高度利用等

を図るための各種業務 システ ムの整備 ・運用のための省庁間での高度な情報の流通が可能

となる共通の基盤の整備 を進め ることと している。

平成7年 度における共通基盤の整備及び省庁間で共通 して利用する情報 システ ムの整備

についての検討状況は、以下のとお りである。

1)霞 が関WANの 整備

省庁間における高度な情報流通を可能 とする共通基盤(霞 が関WAN)の 整備 について

は、共通システム専門部会において、各省庁 における施設 内ネ ヅ トワークの整備 ・運用状

況の実態把握を行 うとともに、以下の とお り、通信手順、ネ ットワー ク管理機能等霞が関

WAN及 び電子メールシステムに求め られる基礎的諸機能についての検討 を行った。

ア.霞 が関WANの 概要設計及び基本設計の実施

イ.「 霞が関WAN整 備に当たっての基本的考え方」(平 成7年7月17日 共通 システム専

門部会 了承)を 定め、霞が関WAN整 備 についての検討の進め方の決定

ウ.「 霞が関WANの 整備方針 にっいて」(平 成7年12月25日 行政情報システム各省庁連

絡会議幹事会了承)を 定め、霞が関WANの 整備方針の決定

工.霞 が関WANの 試験環境 として、総務庁内にパ イロッ トLAN(仮 想ネ ッ トワー クオ

ペ レーションセンタ、通称 「NOC」)の 整備

オ.「霞が関WANの 整備 にっいて」(平成8年6月18日 行政情報 システ ム各省庁連絡会議

幹事会了承)を 定め、霞が関WANの 基本的事項を決定

2)省 庁間電子文書交換 システム等

省庁間電子文書交換 システ ムについては、共通 システム専 門部会 において、システムの

基 本設計 を行い、併せて電子文書の交換 に必要な暗号化技術、文書 の構造化、文字 コー ド
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な どの技術動向の把握 を行い、 これ ら技術の導入の適否等の検討を行 った。なお、官庁会

計事務、人事 ・給与関係事務等にっいては、各省庁 におけるLAN整 備が急速 に進め られ

ている状況か ら、情報通信基盤 と してのLANを 活用 した情報システム化の方策について、

平成8年 度か ら検討 に着手す ることとした。

3)国 会 関係事務支援 システムについては、内閣官房内閣参事宮室による整備を待 って、

平成8年 度に霞が関WANと の接続 について検討 を行 うこ とと した。

4)一 元 的に開発 ・提供するこ とが効率的なデータベース については、総務庁 において、

平成6年 度に引 き続 き省令データベースのデータ整備 を実施 して きてお り、平成8年 度 か

ら蓄積済デー タについて各省庁に対する検索サー ビスを開始するこ ととした。また、共通

システム専門部会 において、行政情報 の電子化等状況調査 を実施 し、今後整備すべ き行政

情報について各省庁のニーズ把握 を行った。

5)白 書 ・年次報告書、調査研究報告書等各省庁 が共通 して保有す る行政情報のデータベ

ース整備については
、共通システム専門部会 において、以下のような検討等 を実施 し、統

一仕様を策定 した
。

ア.各 省庁 における行政情報の電子化等の状況を調査 し、各省庁 における白書等の電子化

等状況の把握

イ.通 商産業省におけるパイ ロッ トシステムの整備、運用

ウ.「 白書等データベース整備に当たっての基本的考え方」(平 成7年12月27日 共通 シス

テム専門部会 了承)を 策定 し、各省庁が共通 して保有する白書等データベース整備検討 の

具体的方向の決定

工.白 書 ・年次報告書、調査研究報告書等のデータベース整備のための統一的仕様の検討

及び策定(「 白書等デー タベースの統一的な仕様について」平成8年6月18日 行政情報 シ

ステム各省庁連絡会議 了承)

(2)行 政サービスの高度化等に関する事項

基本計画では、国民等への情報提供の高度化、行政手続 の効率化等の行政サー ビスの質

的向上 を図るため、国の行政機 関と国民等 との間の適切な情報交換手段 の確保、行政サー

ビスの向上のための電子化 に対応 した申請 ・届 出等の制度 ・手続面の見直 し等を行 うこと

としている。 このため、平成7年 度においては、以下の とお り、行政情報 の社会 的活用の
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ための方策について検討を行 うとともに、電子化に対応 した申請 ・届 出等 の制度 ・手続面

の見直 しについての検討を行った。

1)国 民等 との間の適切な情報交換手段の確保

国の行政機関のネ ットワーク と各種周辺ネ ッ トワーク との適切 な情報交換手段の整備 に

っいては、共通システ ム専門部会 において、霞が関WANの 概要設計及び基本設計におい

て、各種周辺ネ ッ トワークとの接続 に当たってのセキュ リテ ィ確保 等のための技術的措置

等の検討を行った。

その結果 を踏まえ、霞が関WANの 運用開始 に合わせ必要なセキ ュ リテ ィ措置を講 じつ

っ、霞が関WANの ネ ットワークオペ レーションセ ンタにインターネ ッ トとの接続 口を設

けることとした。

2)行 政情報の社会的活用のための ク リア リングシステムの整備等

共通 システム専門部会において、以下の とお り、各種行政情報の電子的な手段 ・媒体に

よる国民等への提供、行政情報の社会的活用のためのク リア リングシステムの整備等 にっ

いて検討を行い、統一仕様を策定 した。

ア.行 政情報の電子化等状況調査 を行い、各省庁 における行政情報 の電子 的な手段 ・媒体

による国民等への提供状況を把握

イ.「 クリア リングシステム整備 に当たっての基本的考 え方」(平成7年12月27日 共通 シ

ステム専門部会 了承)を 策定 し、行政情報の社会 的活用のためのク リア リングシステ

ム整備の検討のための具体的進 め方 を決定

ウ.行 政情報の社会的活用のためのク リア リングシステムの機能等 、システムの整備に必

要な統一的仕様の検討 を行い、統一仕様 を策定(「 行政情報の社会的活用のための クリ

ア リング(所 在案内)シ ステムの統一的な仕様 について」平成8年6月18日 行政情報

システム各省庁連絡会議了承)

3)電 子化 に対応 した各種 申請 ・届 出等の手続の見直 し

電子化に対応 した各種 申請 ・届 出等の手続の見直 しについては、行政情報 システム

高度化専門部会 において、電子化 に対応 した各種 申請 ・届 出等行政手続 の電子化 ・オンラ

イ ン化に係る実態調査 を実施 し、各省庁 における申請 ・届 出等事務の態様行政客体の範囲

等を把握するとともに、 これ らを勘案 しつつ、電子化 に対応 したもの とするための 申請 ・
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届 出等事務手続の見直 し指針の検討 を行 った。

見直 し指針 の策定については、「高度情報通信社会推進 に向けた基本方針」 において も諸

制度の見直 しを行 うこととされ、その検討のために設けられた 「制度見直 し作業 部会」 に

おいて同様の見直 しが行われているこ とか ら、 これとの整合性 を図 りつつ、検討 を進め る

必要があ る。

(3)情 報システムの高度化等 に関する事項

基本計画では、社会的基盤 としての行政情報 システムの役割の増大、エ ン ドユーザ ・コ

ンピューテ ィングの進展、ネ ヅ トワー クの広 域化等に対応 して、行政情報システ ムの高度

化、効率化、安全性 ・信頼性 の確保、オー プンなインタフェースの確保等 を図 ってい くこ

ととしてい る。

このため、平成7年 度 においては、以下の とお り、基本的事項 の標 準化、新技術 の適用

についての調査研究、情報 システム統一研修の見直 し等を行 った。

1)情 報システム面及び施設面の安全性 ・信頼性の確保方策

情報 システ ム面及び施設面の安全性 ・信頼性 の確保方策 については、行政情報 システ ム

高度化専 門部会 において、各省庁及び民間における情報システムの安全対策の実施状況の

把握及び安全性 ・信頼性の確保手段の分析を行った。

2)デ ー タコー ド、データ項 目等基本的事項の標準化

データコー ド、データ項 目等基本的事項 の標準化については、共通システム専 門部会 に

おいて、 白書等データベースの整備のための統一的仕様の検討 と同時に、文書構造形式、

文字 コー ド等の標準化の検討を行 った。また、行政情報の社会的活用のためのク リア リン

グシステムの統一的仕様の検討 と同時に、登録情報のデー タ項 目等の標準化の検 討を行 っ

た。

3)新 技術等 の普及

新技術等 の普及 については、通商産業省 において、「分散処理環境におけるコンピュータ

の運用に関する応用実験分析」を実施 するとともに、郵政省において、「ネ ッ トワー クにお

ける暗号化等のセキュ リティに関する調査研究」 を行 った。 また、行政情報 システム高度

化専門部会 において、 インターネ ッ トの利用 ・技術動向の調査 ・分析 を行 った。

4)施 設面のシステム環境の整備方策
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施設面の システム環境の整備方策 については、行政情報 システム高度化専門部会におい

て、建設省の協力を得つつ、情報化の進展 に対応 した庁舎 ・設備の在 り方 に関する調査 を

行った。

5)ソ フ トウェアの価値を的確 に評価する見積 り方策

ソフ トウェアの価値 を的確に評価す る見積 り方策の検討にっいては、コンピュー タ調達

専門部会において、 ソフ トウェア開発 における見積 り方法に関する調査研究を行 った。

6)情 報システムに関する研修の充実

情報システム統一研修 については、総務庁 において、情報化の進展状況、研修 ニーズ等

を踏 まえ、情報 システム統一研修の研修コース体系、カ リキュラム内容等の見直 しを行い、

エン ドユーザの情報 リテラシーの滴養及び情報システム要員の資質の向上 を図る ことと し

ている。

おわ りに

5か 年間の行政情報化推進計画の初年度であ る平成7年 度は、2次 にわたる補正予算 によ

る財政面の裏付けもあって、各省庁における積極的な取 り組みの結果、情報化の物理的な

基盤整備 については大 きな成果があ り、 平成6年 度以前 と比べ ると見違えるばか りの状況

となった。

しか し、パソコ ンやLANの 整備 といった基盤整備のみが行政情報化の 目的ではない。

行政 の情報化の最終的な 目的は、情報通信技術の成果を基盤整備 として導入するとともに、

これ ら基盤の積極的な活用 によって、行政の質の高度化、国民サー ビスの質的向上を図 り、

国民の立場に立った効率的で効果的な行政の実現 にある。

その意味では、行政の情報化は未だ緒についたばか りである。今後、この基盤 を 「行政

の事務 ・事業及び組織 を通 じるシステ ムを改革」するための手段 として位置付 け、実効 あ

るものとしてい くため には、各種のアプ リケーションの整備のみな らず、情報化 に向けた

職員の意識の改革、制度 ・慣行全般 の見直 しを進 めてい くこ とが重要である。

また、行政の情報化 を継続 して推進 してい くためには、その効果を定量的 ・定性的に評

価 し得 る しくみを導入 することが重要であ り、今後 、その評価指標 の設定 に向けて検討を

進めてい く必要がある。

さらに、現在、行政情報公開制度 の在 り方 について各方面で真剣な議論がなされてお り、

今後制度の整備に向けた準備が開始されるが、行政の情報化の推進は、行政情報公開制度
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を実効 あるもの とす るために も、重要な位置を占めるものである。今後 は、行政情報公開

制度をも視野に入れなが ら、総合的な文書管理の在 り方 ・案内機能等についても行政情報

化の重要課題 と して検討を進めてい く必要がある。
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資料2コ ン ピ ュー タ不 正 ア クセス 対 策 基 準

平成8年8月8日

通商産業省告示第362号

1主 旨

本基 準は、 コンピュータ不正アクセスによる被害の予防、発見及 び復旧並 びに拡大及

び再発防止について、企業等の組織及 び個人が実行すぺ き対策を とりまとめたものであ

る。

II用 語の定義

本基準で用い られる用語の定義は、以下の とお りである。

1.コ ンピュータ不正アクセス(以 下 「不正アクセス」 とする。)

システ ムを利用 する者が、その者 に与え られた権限によって許 された行為以外の

行為をネ ッ トワー クを介 して意図的に行 うこ と。

2.ソ フ トウェア

システ ムプログラム、アプ リケー ションプログラム、ユーテ ィリテ ィプログラム

等のプログラム及びそれに付随するデータ。

3.コ ンピュータ

ネ ッ トワー クに接続 され得 るコ ンピュータであ り、ルータ、交換機等 の通信用 コ

ンピュータ及びその他専用コンピュータを含むもの。

4.ネ ッ トワーク

通信回線及び通信機器の複合体。

5.シ ステ ム

コンピュータ及びネッ トワークの複合体。

6.フ ァイル

記憶装置又は記録媒体上に記録 されているプログラム、データ等。

7.機 器

ハー ドウェア、通信回線又は通信機 器。

8.バ ックア ップ

プログラム、データ等 と同一の内容を別 の媒体 に記録すること。

9.保 守機能

システムを正常な状態 に維持するための機能。
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III構 成

本基準 は、 システ ムユーザ基 準、 システ ム管理者基準、 ネ ットワー クサー ビス事業者

基準及びハー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準か らな り、その構成及 び内容 は以下の

とお りである。

1.シ ステ ムユーザ基準

システムを利用する者(以 下 「システムユーザ」 とする。)が 実施すぺき対策 につい

てまとめたもの。

(1)パ スワー ド及びユーザID管 理(9項 目)

システムユーザ 自身が使用するパス ワー ド及びユーザIDを 管理する際に実施 す

ぺ き対策について まとめたもの。

(2)情 報管理(7項 目)

システムユーザ 自身が利 用す る情報 を管理す る際に実施すべ き対策についてまと

めた もの。

(3)コ ンピュー タ管理(6項 目)

システムユーザ 自身が利用するコンピュータを利用及 び管理する際に実施すべ き

対策 についてまとめたもの。

(4)事 後対応(2項 目)

システムの異常及び不正ア クセスをシステムユーザが発見 した場合の対応 につ い

てま とめたもの。

(5)教 育及び情報収集(2項 目)

セキュ リテ ィ対策に関する教育及び情報の収集について まとめたもの。

(6)監 査(1項 目)

不正アクセス対策を適切に実施 するための監査についてまとめたもの。

2.シ ステム管理者基準

システムユーザの管理並びにシステム及びその構成要素の導入、維持、保守等の管

理 を行 う者(以 下 「システム管理者」 とする。)が 、実施 すぺ き対策 についてま とめ

たもの。

(1)管 理体制の整備(7項 目)

システム及びその構成要素を管理するための体制 を整備する際に実施 すべ き対策

についてまとめたもの。

(2)シ ステムユーザ管理(10項 目)

システムユーザをシステム管理者が管理する際に実施 すぺ き対策 について まとめ
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たもの。

(3)情 報管理(8項 目)

システ ム全体の情報をシステ ム管理者が管理 する際 に実施 すべき対策 について ま

とめた もの。

(4)設 備管理(18項 目)

ハー ドウエア、 ソフ トウェア、通信回線及び通信機器並びにそれ らの複合体をシ

ステム管理者が管理する際に実施 すぺ き対策 について まとめた もの。

(5)履 歴管理(4項 目)

システムの動作履歴、使用記録等をシステム管理者が記録、分析及び保存す る際

に実施 すぺ き対策についてまとめたもの。

(6)事 後対応(6項 目)

システム全体 の異常及び不正アクセスをシステム管理者 が発見 した場合並び にシ

ステムユーザか らの発見の連絡 を受けた場合の対応 についてまとめたもの。

(7)情 報収集及び教育(4項 目)

セキュ リティ対策 に関する情報の収集及びその活用方法並びにシステムユーザへ

の教育について まとめたもの。

(8)監 査(1項 目)

不正ア クセス対策 を適切 に実施 するための監査 についてまとめたもの。

3.ネ ヅ トワー クサー ビス事業者基準

ネ ヅ トワー クを利用 して、情報サー ビス及びネ ッ トワー ク接続サー ビスを提供 する

事業者(以 下 「ネ ヅ トワー クサー ビス事業者」 とする。)が 実施すべ き対策 について

ま とめたもの。

(1)管 理体制の整備(2項 目)

ネ ッ トワー クサー ビスを行 うための体制を整備 する際に実施 すべ き対策 について

まとめたもの。

(2)ネ ヅ トワークサービスユーザ管理(7項 目)

ネッ トワー クサー ビスユーザ をネッ トワークサー ビス事業者が管理 する際に実施

すべ き対策 についてまとめたもの。

(3)情 報管理(3項 目)

ネヅ トワークサー ビスユーザ及び事業者 自身の情報を管理する際 に実施 すぺ き対

策についてまとめた もの。

(4)設 備管理(5項 目)

ネ ッ トワー クサー ビスに係 る機器をネ ットワークサー ビス事業者が管理 する際 に

実施すぺ き対策 についてまとめたもの。

(5)事 後対応(6項 目)
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ネ ッ トワー クサー ビス に係 るシステムの異常及び不正アクセスをネ ッ トワークサ

ー ビス事業者が発見 した場合並び に発見の連絡 を受けた場合の対応 にっいてま と

めたもの。

(6)情 報収集及び教育(3項 目)

セキュ リテ ィ対策 に関する情報の収集及びその活用方法並びにネ ッ トワー クサー

ビスユーザへの教育について まとめたもの。

(7)監 査(1項 目)

不正アクセス対策 を適切に実施 するための監査についてまとめたもの。

4.ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準

ハー ドウェア及び ソフ トウェア製品の開発、製造、販売等 を行 う者(以 下 「ハー ド

ウェア ・ソフ トウェア供給者」とする。)が 、実施すべ き対策 についてまとめた もの。

(1)管 理体制の整備(2項 目)

ハー ドウェア及びソフ トウェアを供給するための体 制について実施すぺ き対策 を

まとめたもの。

(2)設 備管理(2項 目)

ハー ドウェア及びソフ トウェア製品の開発及び製造に係 る機器 をハー ドウェア ・

ソフ トウェア供給者が管理す る際に実施 すぺき対策 についてま とめたもの。

(3)開 発管理(7項 目)

ハー ドウェア及びソフ トウェア製品をハー ドウェア ・ソフ トウェア供給者が開発

及び製造する際に実施 すぺき対策についてまとめたもの。

(4)販 売管理(4項 目)

ハー ドウェア及びソフ トウェア製品をハー ドウェア ・ソフ トウェア供給者が販売

等 を行う場合 に実施 すぺ き対策 についてまとめたもの。

(5)事 後対応(6項 目)

開発 システムの異常及び不正アクセスをハー ドウェア ・ソフ トウ ェア供給者が発

見 した場合 の対応 についてまとめたもの。

(6)情 報収集及び教育(2項 目)

セ キュリテ ィ対策 に関する情報の収集及びその活用方法並びに製 品のユーザに対

する教育についてまとめたもの。

(7)監 査(1項 目)

不正アクセス対策を適切に実施 するための監査についてまとめたもの。

IV個 人ユーザが留意 する点

本基準は企業等 の組織及び個 人を対象 としているが、構成の便宜上、組織 を対象 とした
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記述 となっているため、個人ユーザは以下の項 目について留意することによ り・不正アク

セスか らの被害 を防止することがで きる。

1.不 正 ア クセ ス に よる被害 の予 防 につ い て

rV1.シ ス テ ムユー ザ基 準」 の 「(1)パ ス ワー ド及 びユ ー ザID管 理」、 「(2)

情 報管 理」 、 「(3)コ ン ピュー タ管理 」 の 中の必 要 な項 目

2.不 正アクセスによる被害の発見、復 旧、拡大及び再発防止についてて

「V2.シ ステ ム管理者基準」の 「(6)事 後対応」

V基 準項目

1.シ ステムユーザ基準

(1)パ スワー ド及びユーザID管 理

・ユーザIDは 、複数のシステムユーザで利用 しないこと。

・ユーザIDは 、パスワー ドを必ず設定すること。

・複数のユーザIDを 持 っている場合は、それぞれ異なるパスワー ドを設定するこ

と。

・悪いパスワー ドは、設定 しないこ と。

・パスワー ドは、随時変更す ること。

・パスワー ドは、紙媒体等 に記述 しておかないこと。

・パスワー ドを入力する場合は、他人に見 られないようにすること。

・他人のパスワー ドを知 った場合は、速やかにシステム管理者 に通知すること。

・ユーザIDを 利用 しな くなった場合は、速やかにシステム管理者に届 け出ること。

(2)情 報管理

・重要な情報は、パスワー ド、暗号化等の対策を図ること。

・重要な情報を送信する場合は相手先を限定 し、宛先 を十分に確認すること。

・ファイルの属性 は、内容の重要度に応 じたアクセス権限 を必ず設定するこ と。

・コンピュー タ及び通信機器 を維持、保守するために必要な ファイルは、盗用、改

ざん、削除等 されないように厳重に管理すること。

・重要な情報を記録 した紙、磁気媒体等は、安全な場所に保管すること。

・重要な情報を記録 した紙、磁気媒体等を廃棄する場合は、内容が漏えい しない方

法で行 うこと。

・ファイルのバ ックア ップを随時行い、その磁気媒体 等を安全な場所に保管するこ

と。
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(3)コ ンピュータ管理

・コンピュータ、通信機器及 びソフ トウェアの導入、 更新、撤去等 を行う場合は、

システム管理者の指導の下で行 うこと。

・コンピュータを管理するために与 え られた最上位の権限(以 下 「特権」 とする。)

によるコンピュータの利用は、必要最小限にすること。

・特権 によ りコ ンピュータを利用す る場合 は、コンピュータ、場所、期間等 を限定

すること。

・コンピュータが無断で利用 された形跡がないか、利用履歴等 を随時確認すること。

・コ ンピュータを入力待ち状態で放 置 しない こと。

・パスワー ドの入力 を省略す る機能は、システム管理者の指導の下で使用すること。

(4)事 後対応

・システムの異常 を発見 した場合は、速やかにシステム管理者に連絡 し、指示 に従

うこと。

・不正 アクセスを発見 した場合 は、速やかにシステ ム管理者に連絡 し、指 示に従 う

こと。

(5)教 育及び情報収集

・システム管理者か らセキュ リテ ィ対策に関する教育 を随時受けること。

・セキュ リテ ィ対策に関する情報 を入手 した場合は、 システム管理者 に随時提供す

ること。

(6)監 査

・システムユーザ が行う不正 アクセス対策の実効性 を高めるため、 システム監査の

報告 を受け、必要な措置を講 ずること。

2.シ ステム管理者基準

(1)管 理体制の整備

・システムのセキュリティ方針 を確立 し、周知 ・徹底 すること。

・ システムの管理体制、管理手順を確立 し、周知 ・徹底すること。

・緊急時の連絡体制及び復旧手順 を確立 し、周知 ・徹底すること。

・システム管理の業務上知 り得た情報の秘密 を守ること。

・システム管理者の権限は、業務 を遂行する上で必要最小限にすること。

・システ ム管理者は2人 以上かつ必要最小限の管理者で、その業務 は定期 的に交代

すること。

・システム管理者の資格 を喪失 した者の権限 は、速やかに停止すること。

(2)シ ステムユーザ管理

・システムユーザの登録は、必要な機器に限定 し、システムユーザ の権限 を必要最

小限 に設定すること。
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・ネヅ トワークを介 して外 部か らアクセスできるユーザIDは 、必要最小限にする

こと。

・ユーザIDは 、個人単位 に割 り当て、パスワー ドを必ず設定すること。

・長期間利用 していないユーザIDは 、速やかに停止 すること。

・ユーザIDの 廃止等の届出があった場合は、速やかに登録 を抹消すること。

・パスワー ドは、当該システムユーザ以外に知 らせないこと。

・パスワー ドのチ ェックを随時行い、悪いパスワー ドは、速やかに変更させること。

・パスワー ドが当該 システムユーザ以外に知 られた場合又はその疑 いのある場合は、

速やかに変更させ ること。

・特権 を付与する場合は、当該システムユーザの技術的能力等を考慮するこ と。

・必要 としな くなったシステムユーザの特権は、速やか に停止すること。

(3)情 報管理

・通信経路上の情報は、漏えいを防止する仕組みを確立すること。

・通信経路上で情報の盗聴及び漏 えいが行われても、内容が解析で きない機密保持

機能を用いること。

・通信経路上で情報 の改ざんが行われて も、検出できるよ うな改 ざん検知機能 を用

いること。 、

・システム関連の ファイルは、 システムユーザがアクセスで きないように管理する

こと。

・重要な情報は、削除、改 ざん、漏えい等による被害が少な くなるように分散化す

ること。

・重要な情報を記録 した紙、磁気媒体等は、安全な場所に保管するこ と。

・重要 な情報 を記録 した紙、磁気媒体等を廃棄 する場合は、 内容が漏えい しない方

法で行 うこと。

・ファイルのバ ヅクア ップを随時行い、その磁気媒体等を安全な方法で保管 するこ

と。

(4)設 備管理

・すぺての機器及び ソフ トウェアの管理者を明確 にすること。

・重要な情報が格納 されているか又は重要な処理 を行 う機器 は、許 可を与え られた

者以外立ち入れない場所に設置 し、厳重に管理すること。

・移動可能な機器は、盗難防止策 を行うこと。

・システム構成を常 に把握 してお くこと。

・機器及びソフ トウェアを導入す る場合は、セキュ リティ機能がセキュリテ ィ方針

に適合 していることをあ らか じめ確認 してか ら行 うこと。

・機器及びソフ トウェアの設定情報がシステム に適合 してい ることを随時確認する

こと。
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・機器及び ソフ トウェアは、供給 者の連絡先及び更新情報が明確な ものを利用する

こと。

・セキュ リテ ィ上の問題点が解決済みの機器及び ソフ トウェアを利用すること。

・外部 と接続す る機器は、十分なアクセス制御機能を有 したものを利用すること。

・システム構成の変更 を行 う前に、セキュ リテ ィ上の問題が生 じないことを確認 す

ること。

・ネ ッ トワー クを介 して外部か らアクセスできる通信経路及びコンピュータは、必

要最小限 にすること。

・ネ ッ トワー クを介 して外部か らシステム管理 を行 う場合は、認証機能、暗号機能

及びアクセス制御機能 を設定すること。

・長期間利用 しない機器は、 システムに接続 しない こと。

・機器及び ソフ トウェアの廃棄、返却、譲渡等 を行 う場合は、情報の漏えいを防 ぐ

対策 を行 うこ と。

・ソフ トウェア及び システムファイルの改ざんが生 じていないことを随時確認する

こと。

・システムが提供するパスワー ド強化機能は最大限に活用す ること。

・ネ ッ トワークの負荷状況を監視すること。

・システムの利用形態等 に応 じて、ネ ッ トワークを分離すること。

(5)履 歴管理

・システムのセキュ リテ ィ方針に基づいたシステムの動作履歴、使用記録等 を記録

すること。

・システムの動作履歴、使 用記録 等を記録する場合は、改ざん、削除、破壊及び漏

えいの防止措置を施 すこ と。

・記録 したシステ ムの動作履歴、使用記録等 を随時分析すること。

・記録 したシステムの動作履歴、使用記録等は、安全 な方法で一定期間保管するこ

と。

(6)事 後対応

・異常の連絡 を受けた場合又は異常を発見 した場合は、速やかに原因を追究するこ

と。

・不正アクセ スであ るこ とが判明 した場合は、関係者 と協調 して被害の状況を把握

すること。

・関係者 と協調 して不正アクセス被害の拡大を防止す るための処置を行 うこと。

・事前に確立 した復 旧手順 を遂行 し、関係者 と協調 して不正アクセス被害の復旧に

努め ること。

・不正アクセ ス被害の原因を分析 し、関係者 と協調 して再発防止策 を行 うこと。

・不正アクセス被害の拡 大及び再発 を防止するため、必要な情報を通商産業大臣が

一27一



別に指定する者 に届け出ること。

(7)情 報収集及び教育

・セキュ リテ ィ対策 に関する情報を随時収集すること。

・収集 した情報を分析 し、重要な情報にっいては速やかに対応 すること。

・システ ムユーザがセキ ュ リテ ィ対策 を行 う場合に必要な情報を提供すること。

・システ ムユーザに、セキュ リテ ィ教育を随時実施すること。

(8)監 査

・システム管理者が行 う不正 アクセス対策の実効性を高めるため、 システム監査の

報告 を受け、必要な措置 を講 ずること。

3.ネ ッ トワークサー ビス事業者基準

(1)管 理体制の整備

・ネ ットワークサー ビス事業者 の要員の業務範囲を明確 にすること。

・不正アクセスを発見 した ときの連絡体制及び復旧手順 を確立 し、周知 ・徹底 する

こと。

(2)ネ ヅ トワー クサー ビスユーザ管理

・ネッ トワー クサー ビス事業者及 びネ ッ トワークサー ビスユーザの責任範囲 を明確

にすること。

・ネッ トワークサー ビス事業者が提供できるセキュ リテ ィサー ヒスを明示すること。

・ネッ トワー クサー ビスユーザ との連絡体制を複数確 立 し、周知 ・徹底 するこ と。

・不正アクセスを行 ったネ ッ トワークサー ビスユーザに対す るサー ビスを制限で き

る仕組みを確立すること。

・ネ ッ トワークサー ビスユーザか ら要求があった場合、本人の利用情報等を開示す

ること。

・ネヅ トワー クサー ビスユーザへの不正アクセスを監視で きる仕組み を確立するこ

と。

・ネッ トワークサー ビスユーザの利用情報等 を記録できる仕組みを確立すること。

(3)情 報管理

・ネ ヅトワークサー ビスユーザの情報は、厳重 に管理すること。

・ネ ットワークサー ビスユーザの情報 を公開する場合は、本人の了解 を得 ること。

・ネ ットワーク構成等の重要な情報は、公開 しないこと。

(4)設 備管理

・ネッ トワー クサー ビスに係 る機器は、許可を与え られた者以外立ち入れない場所

に設置 し、厳重に管理す るこ と。

・ネ ヅトワー クサー ビスに係 る機器の管理が常に可能な仕組みを確立すること。

・ネ ヅトワークサー ビスに係 る機器を遠隔管理す る通信回線は、複数確保すること。
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・ネ ッ トワークサー ビスユーザにサー ビスを提供するネ ッ トワークは、他の業務の

ネ ヅトワーク と分離すること。

・特定のサー ビスに関する情報は、そのサー ビス に関連 した機器に限定 して流す こ

と。

(5)事 後対応

・異常の連絡 を受けた場合 又は異常を発見 した場合は、速やかに原 因を追究するこ

と。

・不正 アクセスであることが判明 した場合は、関係者 と協調 して被 害の状況を把握

すること。

・関係者 と協調 して不正アクセス被害の拡大を防止するための処置を行 うこ と。

・事前に確立 した復旧手順 を遂行 し、関係者と協調 して不正アクセス被害の復旧に

努めるこ と。

・不正アクセス被害の原 因を分析 し、関係者 と協調 して再発防止策 を行 うこと。

・不正アクセス被害の拡大及び再発を防止するため、必要 な情報 を通商産業大臣が

別に指定 する者に届 け出ること。

(6)情 報収集及び教育

・セキュ リテ ィ対策 に関する情報を随時収集すること。

・ネ ッ トワークサー ビスユーザがセキュ リティ対策 を行 う場合に必要な情報 を提供

すること。

・ネ ッ トワークのセキ ュ リテ ィ上の問題及びその対策に関する十分な情報 を提供 し、

必要に応 じてその情報を活用するための教育 をすること。

(7)監 査

・ネ ヅ トワー クサー ビス事業者が行 う不正アクセス対策の実効性 を高め るため、シ

ステム監査の報告 を受け、必要な措置 を講ずること。

4.ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基準

(1)管 理体制の整備

・ハー ドウェア ・ソフ トウェア供給者の要員の業務範 囲を明確にす るこ と。

・不正アクセスを発見 した ときの連絡体制及び復旧手順 を確 立 し、周知 ・徹底する

こと。

(2)設 備管理

・開発業務 に係 る機器は、許可を与え られた者以外立 ち入れない場所 に設置 し、厳

重に管理す るこ と。

・開発業務に係 るネッ トワークは、他の業務のネ ットワー クと分離 すること。

(3)開 発管理

・製品のセキュ リテ ィ機能の実装に関する方針を明確 にす ること。
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・製品は、機 密保持機能、認証機 能、改ざん検知機能等のセキュ リテ ィ機 能を設け

ること。

・製品のネ ッ トワークに係 る機能は、セキュ リテ ィ上の重要 な情報の解析 を防 ぐ機

能 を組み込むこと。

・製品の保守に係る機能は、利用す る者を限定する機能 を組み込むこと。

・セキュ リテ ィの設定 を行わないと製品が利用できない機能を設けること。

・製品の開発に使用 したデバ ッグ機能等は、出荷前に削除 してお くこと。

・製品のセキュ リテ ィ機能が仕様 どお り動作す るか検査 するこ と。

(4)販 売管理

・製品は、流通段階における改 ざん等を防止するための措置を施す こと。

・製品は、利用上の制限事項及び推奨事項を明示の上、販売等 を行 うこと。

・製品は、供給者の連絡先を明示 してお くこと。

・製品にセキュリテ ィ上の問題が発見 された場合は、製品のユーザ及び関係者に情

報 を通知するとともに、問題 を解決するための適切な処置を行 うこと。

(5)事 後対応

・製品開発システムにおける異常を発見 した場合は、速やかに原因を追究すること。

・不正アクセスであることが判明 した場合は、関係者 と協調 して被害の状況 を把握

すること。

・関係者 と協調 して不正アクセス被害の拡大 を防止するための処置を行 うこと。

・事前 に確立 した復 旧手順 を遂行 し、関係者 と協調 して不正アクセス被害の復旧に

努めること。

・不正アクセス被害の原因を分析 し、関係者 と協調 して再発防止策 を行 うこと。

・不正アクセス被害の拡大及び再発 を防止するため、必要な情報 を通商産業大臣が

別 に指定する者に届け出ること。

(6)情 報収集及び教育

・製品のセキュ リテ ィ対策 に関する情報を随時収集 し、 その情報 を製品の開発 に生

かす こと。

・製品の販売を通 じてセキュ リテ ィ対策の情報 を提供 し、必要に応 じて教育を行 う

こと。

(7)監 査

・ハー ドウェア ・ソフ トウェア供給者 が行 う不正アクセス対策の実効性を高めるた

め、システ ム監査の報告を受け、必要な措置を講ずるこ と。

VI留 意事項

1.本 基準は、システムの構成及 び利用形態、取 り扱う情報等に則 して活用すること。

一30一



2.ネ ッ トワークサ ービス事業者基準及びハー ドウェア ・ソフ トウェア供給者基 準は、

各事業者特有の観点か らまとめた基準であることか ら、各事業の機器 の導入等にあ

たっては、 システム管理者基準 も併せて活用するこ と。

3.コ ンピュータウイルス対策の実施 については、 「コ ンピュー タウイルス対策基準」

(平 成7年7月7日 付 通産省告示第429号)を 活用すること。

4.シ ステム 自体の安全対策の実施 については、 「情報 システム安全対策基準」(平 成

7年8月29日 付 通産省告示第518号)を 活用 すること。

5.シ ステム監査 の実施 については、 「システム監査基準」(平 成8年1月30日 付 通

産省公報)を 活用するこ と。

6.ソ フ トウェア管理の実施については、 「ソフ トウェア管理 ガイ ドライ ン」(平 成7

年11月15日 付 通産省公報)を 活用す ること。
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資料3高 度 情 報 通 信社 会 推 進 本 部 制 度 見 直 し作 業部 会 報 告 書

1は じめに

1.制 度見直 しの背景

近年 において、コンピュータと通信ネ ットワークを活用 した情報通信の高度化が急

速に進み、既 に民間においては、国内のみならず国際的な広が りの中でEDI

(ElectronicDataInterchange:電 子デー タ交換)等 が急速に進展 しているが、我

が国の現行法体系は情報通信の利用 を想定 していない状況にある。 また、従来からの

取引 ・決済等の慣行及び民間に比べて情報化の立 ち遅れた行政側の対応が一因となっ

て旧来の紙 をペースとした情報処理、取引決済方式 を継続 している。その結果、民間

において情報通信基盤への投資が立 ち遅れ、ボーダレス化の進む経済環境の下で国際

競争力の低下 を招 く慣れが指摘 されている。

また、各種の書類 を紙の形で保存す るためのスペースとその管理は大 きなコス トと

して効率性の妨 げとなってお り、民間のペ ーパーレス容認の要請は現実的な もの とな

ってい る。 とりわけEDI化 等の中で書類の作成段階から電子化 されてい るケースで

は、法令において紙による保存 を義務づけることは、多大な損失であるとの声がある。

また、行政が民 間に課 している各種 申告 ・申請手続 を紙で行わねばならないことも負

担との声がある。これを電子化す ることは、民間はもとより行政側の事務の負担軽減、

業務の効率化に もつながるものである。 さらには、紙の保存等の コス トの他 、紙の大

量消費による資源浪費も無視で きない もの となってお り、国民経済の点で も多大の損

失である。電子化を推進することは資源浪費 を抑制する一助 ともなる。

2情 報通信の高度化のための諸制度の見直 し

情報通信の高度化のメリッ トを最大限に活用 し、高度な情報通信の利活用 を推進す

ることは、民間の利便向上を図 り、我が国全体の社会経済構造改革を推進す る決め手

となる ものである。このような観点か ら、 「高度情報通信社会推進に向けた基本方

針」において指摘 されているとお り、規制緩和の推進 に情報通信の高度化のための制

度の見直 しを明確 に位置づけ、情報通信技術の飛躍的な発展 を踏 まえ、諸制度の目的

に配意 しつつ法制度 を体系的に総点検す るな ど、諸制度の検討結果を踏まえ、見直 し

を行い、所要の規制緩和措置 を実施する必要がある。

情報通信の高度化に向けて見直すべ き制度 は多岐にわた り、情報通信技術の動向や

利用者ニーズを勘案 しつつ、総合的かつ体系的に法制度の総点検 を行 ってい く必要が

あるが、社会、経済情勢の変化等 を踏 まえ、 まず 「紙による情報の処理」から 「電子

化 された情報の処理」への移行 を実現すべ く、書類の電子デー タによる保存及び申告

・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化を推進 し、 もって民間の負担軽減、官民 を通 じ

た事務の効率化、省スペース ・省資源化 を進めることは緊急の課題である。

その際、書類の電子データによる保存及び申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス
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化については、制度 としては別々の ものであるが、その基 となるデータが相互 に関連

する部分 もあるため、その関連に留意する必要がある。

また、申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化については、書類の電子保存の容

認 と異 な り、官側の受理 システムの整備を要するため別途の考慮が必要であろうが、

行政側の対応の遅れ によって民間の利益を阻害するべ きではない。 さらに、行政側の

受理システムの整備 については、行政内部の情報化、システ ム整備 を積極的に進める

とともに、相互運用性及び相互接続性 を確保 しつつ、官民 を通 じたネッ トワークの整

備 を図る必要があ る。このことは また、民間からのアクセスの利便化 を通 じて行政情

報の公開の推進 に も資することとなる。

なお、書類の電子データによる保存及び申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパ ーレス化

を推進するに際 しては、セキュ リティ ・個人情報等の保護 に十分留意する必要がある。

また、十分な情報手段を有 しないいわゆる 「情報弱者」 の立場 に も配慮するほか、一

部の人々の権利利益 につ ながることや国民全体の権利利益 を損 うことがない ように注

意する必要がある。

11書 類の電子データ による保存

1.制 度見直 し作業部会 における検討状況

当部会は高度情報通信社会推進本部長決定(平 成7年8月21日)に より開催するこ

とが決められ、平成7年9月 から平成8年6月 までの毎月計10回 の会合 を開催 し、法

令 に基づ き民間事業者等に保存 を義務づけている書類について、各省庁 に対 して実態

調査 を行 うとともに、民間事業者等及び関係省庁からヒアリングを行い、民間の現状

と要望、行政側の検討状況 と問題点を把握 しつつ、書類の電子 データによる保存 に関

して課題 と対応策 を含め、その在 り方について制度面 ・技術面か らの検討 を実施 した。

これに基づき、書類の電子データによる保存 に関す る実施指針等 を次章以下 に取 りま

とめた。

{1}電 子データによる保存の現状

法令で民間事 業者等に書類の保存 を義務づけている件数 は全省庁で909件 であ り、

うち、電子デー タによる保存を容認 しているものは平成8年4月 末現在で、84件

(9.2%)に とどまっている。

② 民間事業者等か らの ヒア リング

第2回 及び第3回 部会において、助 日本情報処理開発協会、閲 日本租税研究協会、

日本経営者団体連盟、㈱ トヨタ自動車、㈱ セブン ・イレブ ン ・ジャパ ン及び㈱電気

通信事業者協会の計6事 業者等か らヒア リングを実施 した結果、以下の ような意見
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・要望等があった。

○ 商取引の現状は、EDIの 進展 に伴い、受発注情報等については発生の段階か

ら電子データ化 され、また、人事厚 生関係においてもEDI化 が進み、今後 も各

種分野で進むことが見込 まれる。会計の計算処理、会計帳簿等 もコンピュータ処

理へ移行 している。

○ 税務、人事厚生等各種法制度 が書面 を前提 としてお り、電子媒体 による保存が

認め られていないため、EDI等 のすでに電子化 された記録 もペーパーに出力 し、

保存 している。そのための保存スペースはもちろん、保存 コス トは莫大 なものと

なっている。特に証券、損害保険、 リース等の金融業、デパ ー ト、スーパー等の

流通業 において顕著である。

0同 一の書類について、各省庁 ・法令間で、電子デー タによる保存の許容状況に

整合性がな く、電子化の妨げ とな っている。

○ 事務の効率化、紙の保存 コス ト及び保存スペースの削減に資する よう、書類保

存の電子化に向けた積極的な取組 みを要望する。

(3}各 省庁からのヒアリング

第6回 及び第7回 部会において、法務省、大蔵省 ・国税庁、厚生省 ・社会保険庁、

農林水産省、通商産業省、郵政省及び労働省からヒアリングを実施 した結果、以下

の ような取組み方針及び問題点の指摘があった。

0書 類の電子データによる保存について、規制緩和の推進の観点か ら、積極的に

取 り組むべき重要な課題 と認識 している。

○ 書類の電子データによる保存 を認めるに当たっては、デー タの改 ざん笠 を防止

すること、データの内容 を時機に応 じて見読可能 な状態 とすること、保存期間内

において復元可能な状態で保存することが必要である。 また、書類の内容、性格

によっては、訴訟において十分な証拠能力 ・証明力を確保することが必要 な場合

があることに留意 しなければならない。

2実 施指針

(1)基 本的考え方

情報化の進展を踏 まえ、国民負担の軽減、行政の効率化 を図 る観点か ら、諸制度

の目的に配意 しつつ、法令に基づ き民間事業者等に保存 を義務づ けている各種の書

類 について、電子媒体 を利用 した保存方法 を原則 として容認する ものとする。

このため、各省庁か ら挙げられている電子化容認に当たっての種 々の課題 に関 し

ては、次項に述べる方策を念頭に置いて解決 に当た り、以下のような施策 を計画的

に実施するものとす る。
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○ 電子取引に係る書類等情報の記録段階から電子データの形 をとっている もの

(それを紙にプ リン トア ウ トした ものであって、形式 ・内容 において独立 して保

存すべ き価値を有する ものを除 く。)に ついては、すべて電子データによる保存

を可能とするよう法令改正、通達発出等を行 う。

○ 当初から紙で作成 された書類等上記以外の書類について も、保存義務者の数、

保存期間の長短、民 間事業者等か らの要望の有無等には関わ りな く、原則 として

電子データによる保存 を可能 とするよう所要の措置 を講ずる。その場合、これら

の書類 には筆跡 、印影、紙の状態等上記に掲げる書類にはない特徴があ るので、

事実の証明及び確認並 びに犯罪等の調査及び捜査等の観点か ら、これ らの情報の

確保 に留意する必要があ る。

○ 同一の書類 を対象 として複数の法令で保存 を義務づけている場合、その関係性

に留意する。

○ 調査等に携わる行政機関の職員の情報技術活用能力、いわゆる情報 リテラシー

の向上を図る。

○ 各省庁はそれぞれの書類 の内容、性格等 に応 じて必要 な要件 を付すこととし、

民間事業者等に過度の負担を招かない よう配慮するとともに、紙による保存 も引

き続 き可能とする。

(注)電 子データによる保存 に関連 し、マ イクロフィルムによる保存についても、

その保存年限の延長等 という要望 もある。マイクロフ ィルムによる保存につい

ては、すでに一部の書類 について認めているものがみ られ、 また、マ イクロリ

ーダ、プリンタ等の機器、最近ではCOM(ComputerOutputMicrofilm:コ

ンピュータで処理 したデー タを入力 し、高速度で フィルム上に縮小 して直接人

間が読み取れる文字、数字、図形などで出力す るシステム)を 有する民間事業

者等 も存在 していることか ら、その要望等を踏 まえ、電子データによる保存に

準 じて所要の措置を講ず る。

② 書類の電子データによる保存に当たっての課題と方策

ア デ一夕の真正性、見読性及び保存性

書類の電子デー タによる保存 を認めるに当たっては、① デー タの故意又は過失

による虚偽入力、書換 え、消去及び混同を防止すること(真 正性の確保)、 ②デ

ータの内容 を必要に応 じ肉眼で見読可能な状態に容易にで きること(見 読性の確

保)、 ③ 保存期間内 において復元可能な状態でデー タを保存すること(保 存性の

確保)が 必要である。 これに対する方策 としては、以下の ものが考え られる。

○ 見読性及び保存性の確保については、必要に応 じて、媒体上の フォーマッ ト

をJIS等 に準拠 した標準的なもの とすること、標準的 なテキス トファイルに
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よりデータを保存することとし、これより、システムを更新 した場合 も含め互

換性が確保 され、 しかも容易に変換 ・複写することが可能となる。なお、外字

の使用に関連 して、文字 コー ドの統一等文書の標準化のための基盤整備が望 ま

れる。

○ 真正性の確保については、書類の性格、内容に応 じ、一定時点 において書換

え及び消去ができない形で保存 するとともに、デー タ入力 に対する責任の所在

を明 らかにすることで対応が可 能である。 なお、現在、通商産業省及 び郵政省

において具体的な検討が行われている暗号技術 を活用 した電子デー タの内容等

の証明(認 証)に 関す る制度 についても検討 し、利用する必要がある場合 もあ

ると考えられることから、その動向にも注意する必要がある。

○ 真正性、見読性及び保存性の確保に共通する事項 としては、デー タの所在管

理が特 に重要であ り、ネッ トワーク上でデー タを管理する場合 を含めデータの

所在 を適切 に管理する必要がある。

○ 真正性、見読性及び保存性 の確保について、必要に応 じて、罰則又は行政上

の措置等により担保す ることが考 えられる。

なお、以上 に関連 して、考え られる方策の具体例 を別紙に掲げた。

イ 訴訟における証拠能力 ・証明力

① 刑事訴訟

電子データの存在 自体を立証する場合 は、非供述証拠であ り、刑事訴訟法上

の伝聞法則の適用はな く、 したが って、要証事実 との関連性が立証で きれば証

拠能力が認められる。通常、プ リン トアウ トした書面 を証拠 として提出するこ

とになるため、電子データの内容が正確 に出力 されていることの立証が必要 と

されている。

また、電子データの内容の真実性 を立証する場合は、供述証拠であ り、文書

に準ずるもの と考えられることか ら、証拠能力が認められるためには、要証事

実 との関連性に加え、刑事訴訟法上の伝聞法則の例外が認め られるための要件

の具備が必 要とされている。 この場合、商業帳簿等業務の通常の過程において

作成 された書面については、一般に業務の遂行に際 して規則的、機械的かつ継

続的に作成 されるもので、作為の入 り込 む余地が少な く、正確に記載 される も

のと一般に期待 されていることか ら、証拠能力が認められている。 これ以外の

書面について も特 に信用すべ き情況の下 に作成 されていることが認め られれば、

証拠能力が認められ るが、商業帳簿等 と同様 に信用性の高い書面であることが

必要 とされている。

さらに、証明力については裁判官の自由な判断 に委ね られているが、その判
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断は電子デー タの正確性等の評価 に依存するもの とされている。

以上か ら、電子 デー タの証拠能力及び証明力の確保 については、データの入

力及び出力の正確性 を確保するとともに、デー タの改変の可能性 を減殺するこ

となどに より電子デー タの信頼性 を高め、かつこれに対する責任の所在 を明 ら

か にする必要がある。そのためには、書類の内容、性格に応 じた電子 デー タの

真正性、見読性及び保存性の確保措置を講ずる必要がある。

なお、紙で作成又は受領 した証 ひょう類の電子化については、紙 に記録 され

る紙質、筆跡等の情報が電子デー タには記録されないため、犯罪捜査 ・立証上

問題が多いと指摘 されてお り、電子データによる保存 を認めるに当たっては、

その点 に十分配意す る必要がある。

② 民事訴訟

民事訴訟 においては、証拠能力についての制限はな く、また、証 明力 につい

ては裁判官の自由な判断 に委ね られている。

電子データによって保存 された書類 を証拠 とする場合、その証明力の判断に

おいては、データの入力及び出力の正確性、デー タの改変の可能性が問題 とな

り、電子 データの信頼性 を高め、かつこれに対する責任の所在 を明 らかにする

ことカe必要であるが、この点 については、書類の内容、性格 に応 じた電子デー

タの真正性、見読性及び保存性の確保措置を講ずる必要がある。

なお、書類の電子データによる保存の認容をどの程度 とす るかは、そのデー

タによ り証明 しようとする事柄についての挙証責任 を官 と民のいずれが負担す

るかにつ いても関係す るので、その点 も踏 まえ、検討す ることが必 要である。

{3)実 施時期

各省庁 は、平成8年7月 か ら速やかに着手 し、民間事業者等か らの要望 が強い も

の等優先順位 を考慮 しつつ、で きる限 り速やかに実施する ものとする。特 に周到 な

検討 を要する場合 も、平成9年 度末 までに右検討を了 し、で きる限 り速やかに所要

の措置(法 改正が必要なもの については、法案を提出)を とる。

a地 方公共団体等 との連携 ・協力

地方公共団体において も、国 ・地方を通ずる規制緩和の推進の観点か ら、 この報告

書の趣 旨を踏 まえ、条例 に基づ き民間事業者等に保存 を義務づけている書類 について、

住民等のニーズや地域の実情に応 じて、国の行政機関 と同様の施策を講ず るよう努め

るぺ きであ る。

また、各省庁が所管法令 に基づ き地方公共団体及び特殊法人に対 して保存 を義務づ

けている書類 についても、その情 報化 と事務 ・業務の効率化 を進める観点か ら、 この
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報告書の趣旨を踏 まえ、保存の対象 となる書類の特質を考慮 しつつ、同様の施策 を講

ず るよう努めるものとす る。

11|申 告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化

1.制 度見直 し作業部会 における検討状況

平成7年9月26日 に開催 された第1回 制度見直 し作業部会において、申告 ・申請手

続の電子化 ・ペーパー レス化 については、行政情報化推進基本計画(平 成6年12月25

日閣議決定)に 基づ き、行政情報 システム各省庁連絡会議の下 に設置 されている行政

情報 システム高度化専門部会において、電子化に対応 した申請 ・届 出等手続の見直 し

指針策定のための検討が進め られていることから、これ との連携 ・整合性 を確保す る

こととされ、その旨制度 見直 し作業部会開催要領に注記 されている。

また、第2回 及び第3回 制度見直 し作業部会においては民間団体等か ら、第6回 及

び第7回 同部会においては関係省庁か ら、書類の電子 データによる保存 と合わせて ヒ

ア リングを行い、民間団体等における書類の作成、保存等の電子化の現状 と電子媒体

による申告 ・申請についての要望、行政側における電子媒体 による申告 ・申請 の受付

を行 うに際 しての検討状況 と問題点の把握等 を行った ところである。

さらに、第5回 制度見直 し作業部会においては、行政情報 システム高度化専 門部会

の事務局である総務庁行政管理局か ら、同部会によって実施 された各種 申請 ・届 出等

手続の電子化に係る実態調査結果について、 また、第8回 同部会 においては、電子化

に対応 した申請 ・届出等手続の見直 しに係 る検討状況 について ヒアリングを実施 した。

これに基づ き、申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化に関する実施指針等 を次

章以下 に取 りまとめた。

(1}申 告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化の現状

上記実態調査の結果によると、全省庁で7,709件 の申請 ・届出等手続があ り(共

管法令 に基づ く手続 については、主管省庁 に計上 した。 また、大蔵省については、

主に平成6年 度実績で1万 件以上の申請 ・届出等がな された手続のみを対象 として

いる。)、 この うち、電子化が実施 されているもの は 平成8年4月 末現在で110件

(1.5%)に とどまってい る。

{2}民 間事業者等か らの ヒア リング

第2回 及び第3回 部会において、電子デー タによる保存 と合わせて、前述の書類

の電子デー タによる保存 と同様、働 日本情報処理開発協会、㈱ 日本租税研 究協会、

日本経営者団体連盟、㈱ トヨタ自動車、㈱ セブン ・イレブ ン ・ジャパ ン及 び㈱電気

通信事業者協会の6事 業者等からヒアリングを実施 した結果、以下のような意見 ・
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要望等があった。

○ 相手確認やシステムへの不正 な侵入を防止するためには、暗号 ・認証技術 を活

用することが必要である。

○ 閲覧申請や各種証明の交付 申請 についてコンピュータ化 を進め、これ ら書類の

オンラインによる処理 を可能 となるよう措置 してほ しい。

○ 複数の行政機関等が関係する申告 ・申請については、関係機関等が書類でや り

取 りしている ところをEDIで 行 うこ と等により官民双 方 にメリッ トが生 じる。

○ オンラインによる申告 ・申請が可能とされているものの うち、専門業者 を介 し

て申告 ・申請 を行っている ものについては、申請者等が直接 申告 ・申請 を行える

ようダイレク ト・インターフェース化を進めてほ しい。

○ オンラインに よる申告 ・申請 を可能と しなが らも、申告 ・申請 を行 った後に従

来 どお りの書類 を提出させ ている ものについては、書類提出 を廃止 し完全 なペー

パ ーレス化 を目指すぺ きであ る。

{3)各 省庁か らのヒアリング

第6回 及び第7回 部会におい て、書類の電子データによる保存 と同様、法務省、

大蔵省、厚 生省、農林水産省、通商産業省、郵政省及び労働省か らヒア リングを実

施 した結果、以下の ような取組み方針及び問題点の指摘があった。

○ 申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化は、行政サー ビス向上の観点か ら積

極的に取 り組む重要な課題 と認識 している。

○ オンライン申請等 を可能 とす る場合、JIS等 に定め られている標準文字以外

の外字の使用についての問題等 も含め、標準的なデ ィス ク上のフ ォーマ ッ トを決

めることが必要である。

○ 住民票、市町村長の証明等公証力 を要する書類の添付が必要 とされている手続

については、これらの書類の取 り扱いが課題 となっていることか ら、これ らを電

子化するための環境整備等について検討する必要がある。

○ オンラインによる申請等については、それを受理するだけではな く登録 、管理

するシステムの整備 も必要であるが、そのためには財政上の制約 とい う課題 もあ

る。

{4}行 政情報 システム各省庁連絡会議事務局(総 務庁)か らの ヒア リング

第5回 及び第8回 制度見直 し作業部会において、行政情報 システム各省庁連絡会

議の下 に設置されてい る行政情報 システム高度化専門部会 によって実施 された各種

申請 ・届 出等手続の電子化 に係 る実態調査結果及び同専門部会による電子化に対応

した申請 ・届出等手続の見直 しに係る検討状況 について、同専門部会の事務局であ
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る総務庁行政管理局か らヒアリングを実施 した。

各省庁が、電子化する際の問題点 として指摘 している主な事項 は、申請 ・届出等

件数が少な く、反復 ・継続的に行 う手続ではないこと、電子化 した際 に真正性が保

証できない添付書類や図面等複雑 な添付資料が多 くあるこ と、システム整備等 に多

大 な費用、労力等 を要 し、国民等及び行政機関の メリッ トが少ない こと等である。

2実 施指針

{1)基 本的考え方

申告 ・申請手続 については、情報化の進展を踏 まえ、国民負担の軽減、国民等に

対する行政サー ビスの高度化及び行政の効率化 を図る観点か ら、受理 システム等の

行政情報 システム ・情報通信基盤の整備を進めつつ、電子化 ・ペーパ ーレス化 を原

則 として実施することとし、電子的な申告 ・申請の受付 を可能 とするための法令改

正、通達発出等を行 う。

電子化は、オフラインに よる電子化とオンラインによる電子化 に分 けられ、前者

は、フレキシブルデ ィス ク(以 下 「FD」 とい う。)等 の磁気媒体等の提出によ り

申告 ・申請 を行 うことをいい、後者は、端末機等に より通信回線 を利用 して電子情

報 としてそのまま磁気媒体等に入力できる方法で申告 ・申請 を行 うことをい う。電

子化 を推進する場合には、基本的にはオンラインに よる電子化を目指す もの とする

が、申請実態等か らオンラインによる電子化が進みに くい ものについては、当面オ

フラインに よる電子化か ら早急に着手するもの とする。

本人確認の必要があ る申告 ・申請手続の うち、一部の産業界等特定の者が行 う申

告 ・申請 については、現在行われているIDカ ー ド等の本人確認方策等の導入 につ

いて検討 を進めるこ ととするが、不特定の者が行 うもので、かつ、本人確認が必要

とされているものについては、本人確認、送信デー タの完全性の確認及び送受信確

認のための認証 に関する制度の確立が必要である。

なお、申告 ・申請手続の電子化 を進めるに当たっては、原則 として紙による申告

・申請手続 も引 き続 き可能 とするもの とする。

【2}申 告 ・申請手続の電子化に当たっての課題 と方策

ア 本人確認、七キュリテ ィ等

オンラインに よる申告 ・申請手続については、① 申請書等を送信 した者が 申請

者本人であるこ とを確認すること(本 人確認)、 ② デー タ送信時におけ る回線上

でのデータの改 ざん ・漏洩 を防止すること(セ キュリテ ィの確保)、 ③ データの

送信者及び受信者双方において送信、受信の確認 を行 うこと(送 受信確認)が 基

本的に必要 となる。 そのために どのような措置を講ずるかが重要な課題 となって
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いる。

これに対する方策 としては、以下 を参考 として申告 ・申請手続の電子化 ・ペー

パー レス化を推進すべ きである。

○ 本人確認、回線上でのデータの保護 ・漏洩防止、デー タの改 ざん ・変質の検

知及び発信証明、送達証明の機能 を十分に有 した暗号技術や これを利 用 したデ

ジタル署名 を活用す ることが考えられる。

ただ し、オフラインによる申告 ・申請の場合には、押印のかわ りに識別 ラベ

ルをFD等 に貼付することに より本人確認 は可能である。

なお、送受信時 における トラブルによる申請期限の徒過等があった場合の危

険負担についての検 討 も必要 と考えられる。

○ 不特定の個 人が行 う申告 ・申請手続 であ り、その際 、本人確認が必要 な手続

については、個人識別番号の利用などの本人確認 システムの確立が必 要である。

○ セキュ リテ ィ対策で、絶対に破ることがで きない方式 は存在 しないが、要求

されるセキュリテ ィの強度 とパ フォーマンスに応 じて方式 を選択 し対策 を講 じ

ることになり、多重 にセキュリテ ィ対策を講 じる方法が一般的である。

イ 手数料の納付方法

手数料の納付方法 として、申請書等に印紙 を貼付す ることが求め られているも

のについては、オンライン申請等 を可能とした場合に、印紙の取扱いや手数料納

付方法 をどのようにするかなどの問題が生 じる もの と考 えられるが、次の事例の

ような手数料の納付 も行われてい ることか ら、制度の趣 旨 ・目的に照 らして可能

な限 りにおいて、 これ らの方法を導入することも考えられる。

① 予納制度

事前にある程度 の手数料 を納付 してお き、手続 をする際 にその手続に係る手

数料が予納金か ら自動的に引 き落 とされる制度であ る。

② 関税等の自動納付 システム

銀行 に専用口座 を設けることによ り、その口座か ら自動的に関税等の引 き落

としを行 う制度である。

なお、銀行に開設 されている国の行政機関の口座 に振込 を行 う現金納付 や口座

振替について検討することも有益である。

また、電子マ ネーを利用 した電子取引 システム等が確立 された場合 は、そのシ

ステム等 を導入す ることも考えられる。

ウ 電子化することが困難な書類や対象物への対応

電子化した際に真正性が保証できない添付資料や図面等複雑な添付資料が多く
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ある場合、それらをオンラインで提出することは現段階では困難であるが、オフ

ラインの場合、制度の趣旨 ・目的 を踏 まえて、それ らに該当する文書のみは紙に

ょる提出を認め、それ以外の文書 についてはFD等 で提 出 させ ることにより電子

化 を進めることが可能である。

また、直接、対象物の検査 を行 うため、国の行政機関に対象物を持ち込 んだ り、

現地で対象物の検査等を行 う必要がある もの についても、上記同様 オンラインに

よるこ とは困難であるが、オフラインの場合、対象物等電子化することが困難な

もの以外 をFD等 で提出 させ ることによ り電子化 を進めることは可能である。

工 他 のシステムとの整合性の確保等

各省庁 において、申告 ・申請等の電子化 に当た っては、JIS、ISO等 に準拠 し

た媒体 ・論理規格やITU等 に準拠 したオンライン通信規約 ・手順等の基本的規格

を統一的に採用することによ りフ ォーマ ッ トを標準化 してお くことで、いずれか

の省庁がシステムを変更 した として も、フォーマ ッ トが標準化 されていることか

ら、申請者等においては従来 どお りの フォーマ ッ トで申告 ・申請を行 うことが可

能であ り、新たなシステム整備等の負担軽減にもつなが るもの と考えられ る。

{3}実 施時期

平成8年7月 か ら速やかに着手 し、申告 ・申請手続に係 る行政情報システム ・情

報通信基盤の整備等 を進めつつ、で きる限 り速 やかに実施する。

3地 方公共団体との連携 ・協力

地方公共団体は、住民等と密接 に係わる行政機関であることから、この報告書の趣

旨 を踏 まえ、国の行政機関同様、申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化に係 る施

策 を住民等のニーズや地域の実情 に応 じて講ずるよう努めるべ きである。

また、各省庁は、行政の情報化を一層効果的な ものとす るとともに国民等 に対する

総合的な行政サービスを確保する観点から、地方公共団体の事務に関 し、各省庁が所

管する法令等により、住民等が地方公共団体 に対 して行 う申告 ・申請手続 に係る電子

化 について も、地方公共団体 及び住民等のニーズ等 を踏 まえ、国の行政機関に係る申

告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化の推進に合わせ、所要の措 置を講ずるよう努

めるもの とする。

N今 後の進め方

1.推 進体制の整備

各省庁は、書類の電子データによる保存及び申告 ・申請手続 の電子化 ・ペーパーレ
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ス化 を円滑に進めるための推進体制 を整備する ものとする。

なお、その際、民間の利便性向上等の観点 か ら、省庁 間の連携 ・協力の確保 に十分

留意するもの とす る。

2フ ォローアップ

川 進捗状況の報告

書類の電子データに よる保存 に関する進捗状況については、各省庁が年1回 、内

閣官房内閣内政審議室に報告するもの とす る。

申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパ ーレス化に関す る進捗状況については、行政情

報化推進基本計画に基づ く各種 申請 ・届出等 の手続の見直 しに係る進捗状況報告に

より把握することとし、総務庁行政管理局が年1回 、内閣官房内閣内政審議室 に報

告す るものとす る。

{2}高 度情報通信社会推進本部 ・有識者会議への報告

内閣官房内閣内政審議室は、各省庁等か らの報告 を取 りまとめ、高度情報通信社

会推進本部 ・有識者会議に報告するとともに公表す るもの とする。
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(別紙)

データの真正性、見読性及び保存性に関する方策の例

1デ ータの真正性

○ 改変 ・削除の履歴及び内容が記録 され、上書 きができないソフ トウェア及 びハー

ドウェアの使用。

○ 電子媒体上にデータを記録 した 日時、媒体製造番号等 を自動的に記録 し、情報の

書換 え、混同を防止するソフ トウェアの使用。

○ データ入力時に入力者や入力 日時等が特定で きるよう自動的に入力履歴デー タを

記録するソフ トウェアの使用。

○ データの不正な利用、改 ざんの防止のため には、ID、 パス ワー ド、デジタル署

名 を管理するソフ トウェア及びハー ドウェアの使用。

Oデ ータの改 ざん、滅失の防止のためのバ ックアップの作成及び保存。

(署名 ・押印)

○ 書類の作成に際 しての署名 ・押印 を求め る必要性 を吟味。

○ 暗号技術 を応用 したデジタル署名 により、電子デー タに署名でき、かつ当該署名

部分の複写がで きない ように措置す る技術が開発 されていること、電子印鑑技術 を

利用する方法 もあること等の最近の技術動向に留意。

2デ ータの見読性

○ 書類 を保存すべ きとされている場所 に電子 データを保存 し、かつ、必要な機器 を

設置 して、職員の求めに応 じ、時機に応 じてデ ィスプ レイ装置への表示や印刷する

ことの義務づけ。

○ 必 要に応 じて、電子デー タの内容 を見読容易な形態 に変換 し複写することの義務

づけ。

3デ ータの保存性

○ ハー ドディスク、FD、 光デ ィス ク等電子媒体の劣化、喪失 、損壊の防止のため

の適切な管理。

○ 媒体上に記録 されたデー タを可視化す るための仕様 、方法の記録 ・適切 な管理。

O記 録 ・管理 された仕様 ・方法 に基づ き電子データの内容 を見読可能な状態 とする

ための電子媒体、機器、ソフ トウェアの適切 な保存。

一44一



(参考1)

電子データによる保存を容認 している事例の概要

1古 物の取引に係る事項の記録(警 察庁)

平成7年4月 に、古物営業法 を一部改正 し、古物商及び古物市場主が保存義務 を負 う

「古物の取引に係る事項の記録」 について、電磁的記録での保存 を認める旨法的措置 を

実施 している。

●古物営業法(平 成7年4月 法律第66号)

第16条 古物商は、売買若 しくは交換のため、又は売買若 しくは交換 の委託によ り、

古物 を受け取 り、又は引 き渡 した ときは、その都度 、次 に掲げる事項(略)を 、帳

簿若 しくは国家公安委員会規則で定めるこれに準ずる書類(以 下 「帳簿等」 とい

う。)に 記載を し、又は電磁的方法(電 子的方法、磁気的方法その他の人の知覚 に

よって認識することがで きない方法 をいう。以下同 じ。)に より、記録 をしておか

なければならない。

第17条 古物市場主は、その古物市場 において売買 され、又は交換 される古物につ き、

取引の都度、前条第1号 か ら第3号 まで に規定する事項並 びに取引の当事者の住所

及び氏名 を帳簿等 に記載 を し、又は電磁的方法に より記録 をしておかなければなら

ない。

第18条 第1項 古物商又は古物市場主は、前2条 の帳簿等 を最終の記載 をした 日か ら

3年 間営業所若 しくは古物市場に備え付け、又は前2条 の電磁的方法 による記録 を

当該記録をした 日か ら3年 間営業所若 しくは古物市場 において直 ちに書面 に表示す

ることがで きる ように して保存 しておかなければならない。

2商 業帳簿(法 務省)

平成7年3月 に以下の内容 を公表 し、商業帳簿の電子媒体による保存 を認める旨の措

置 を実施 している。

「商法 は、商業帳簿等を10年 間保存すべ きことを規定 しているが、書面によって商業

帳簿等 を保存 しなければならないとす る規定はない。

したがって、現行商法の下でも、債権 者、株主等の閲覧等の請求に応 じて合理的期

間内に商業帳簿等 を見読可能なものとすることがで きるのであれば、商業帳簿 を電磁

的記録によって保存することは可能である。」

3X線 写真等医用画像情報(厚 生省)

平成6年3月 に都道府県知事あてに通達 を発出 し、以下の とお りX線 写真等医用画像
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情報の電子媒体による保存 を認める旨の措置を実施 している。

「エックス線写真等の法令に保存義務が規定 されている医用画像情報 については、今

般その電子媒体による保存に関 して、技術 的基準 を別紙のとお り定め、これに適合

している画像関連機器を用いる場合には、エ ックス線写真等 に代 わって、光磁気デ

ィスク等の電子媒体 に保存 して も差 し支えないこととしたので、貴管下の関係者に

周知徹底 を図 られたい。

別紙

[法令に保存義務が規定 されている医用画像情報の電子媒体 による保存に関す る技術

的基準]

第1医 用画像情報の安全性が確保 されていること

1,保 存義務のある画像情報の消去等がで きないこと

記録 された保存義務のある画像情報の故意又は過失に よる消去、書換 え及び

混同を防止する機能を有 していること。 また、電子媒体 に保存義務のある画像

情報を記録 した 日付、時刻、媒体の製造番号等の固有標識が同一電子媒体上に

記録され、参照可能であること。

2.保 存義務のある画像情報の不正な利用及び参照 がで きない こと

媒体に記録 された保存義務のあ る画像情報が正当に業務 を行 う者以外の者 に

よって利用又は参照 されることを防止する機能を有 していること。

3.保 存義務がある画像情報 と保存義務がない画像情報 を区別する機能があるこ

と

保存義務が生 じる可能性がある画像情報、保存義務のある画像情報、保存義

務のある画像情報 を正確に複製 した画像情報及びその他の画像情報の それぞれ

を明確に区別 して、電子媒体に記録する機能を有 していること。

第2医 用画像情報 を長期 にわたって再現で きること

1.正 確な記録ができること

電子媒体、 ドライブ、画像関連機器 について、画像情報 を正確 に記録する機

能を有 していること。

2.長 期間の保存がで きること

電子媒体に記録 した画像情報 を法令が定める期間にわた り損 なわれることな

く保存する機能 を有 していること。

3.正 確 な復元等がで きること

電子媒体、媒体 フォーマ ッ ト、デー タフォーマ ット、デー タ圧縮、 ドライブ

等 データ保管 システムについて、画像情報 を正確に復元することがで き、保存

義務のある画像情報 を必要に応 じて速やかに利用で きる機能 を有 していること。

第3医 用画像の共通利用がで きること
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取 り外 して持 ち運びが可能ないわゆる可搬型媒体 を使用する画像関連機器に

ついては、当該電子媒体を他の画像関連機器に用 いた場合 においても、上記の

記録、保存 、復元に係 る各機能が正常に作動すること。

また、可搬型以外の媒体 を使用する画像関連機器 については、複写元 データ

と同一であることを証明で きる形で情報交換用の可搬型媒体 に画像情報 を複写

し、外部の画像 システムに保存義務がある画像情報の供給ができること。」

4高 圧 ガス取締法関係帳簿(通 商産業省)

昭和60年3月 に都道府県高圧 ガス担当部長あてに通達 を発出 しN'以下のとお り高圧ガ

ス取締法弟60条 第1項 の規定 に基づ き第1種 製造者等が備 え付 けるべ き帳簿の電子媒体

による保存 を認 める旨の措置 を実施 している。

「高圧 ガス取締法第60条 第1項 の規定に基づ き第1種 製造者、販売業者、高圧 ガス貯

蔵所の所有者又は占有者、容 器製造業者及び容器検査所の登録 を受けた者が備えるべ

き 「帳簿」 とは、記載事項が法定要件に合致 してお り、かつ、必要 に応 じ直 ちにその

記載事項が確認で きる状態にある ものであれば磁気テープ等 でも差 し支 えない もの と

する。」

5健 康診断個人票等(労 働省)

平成7年4月 に都道府県労働基準局長あてに通達 を発出 し、以下の とお り健康診断個

人票等の電子媒体による保存 を認 める旨の措置 を実施 している。

「労働安全衛生法弟66条 第6項 又は炭鉱災害による一酸化炭素中毒症 に関する特別措

置法第5条 第4項 に基づいて作成 される健康診断個人票及 び じん肺法第17条 第1項 に

基づいて作成 される じん肺健康診断結果証明書については、光学式読み取 り装置によ

り読み取 り、画像情報 として光磁気デ ィスク等の電子媒体に保存する場合であって、

下記の要件のいすれをも満たす ときは、労働安全衛生法 第103条 第1項 、炭鉱災害に

よる一酸化炭素中毒症に関す る特別措置法第5条 第4項 及び じん肺法弟17条 第2項 に

定 める保存義務 を満たす もの として取 り扱 って差 し支えないこととしたので了知 され

たい。

記

1画 像情報の安全性が確保 されていること

(1)記 録 された保存義務のある画像情報について、故意又は過失に よる消去、書替

え及び混同がで きない こと。 また、電子媒体に保存義務のある画像情報 を記録 し

た 日付、時刻、媒体の製造番号等の固有標識が同一電子媒体上に記録 されるとと

もに、 これらを参照することが可能であること。

(2)同 一の機器 を用いて保存義務のある画像情報 と保存義務のない画像情報の両方
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を扱 う場合には、当該機器に保存義務のある画像情報 と保存義務のない画像情報

のそれぞれを明確に区別する機能 を有 していること。

2画 像情報を正確 に記録 し、かつ、長期間にわたって復元で きること。

(1)電 子媒体、 ドライブその他の画像関連機器 について、保存義務のある画像情報

を正確 に記録することができること。

(2)電 子媒体に記録 された保存義務のある画像情報 を、法令が定める期 間にわた り

損なわれることなく保存することができること。

(3)電 子媒体、 ドライブ、媒体 フt-一 マ ッ ト、データフ ォーマ ッ ト、データ圧縮等

のデータ保管システムについて、記録 された画像情報 を正確 に復元することがで

きること。 また、同一の個人の情報 については、法令 に保存義務のある期間にわ

たって経年的変化を見 ることがで き、かつ、労働基準監督官、労働衛生専門官又

は じん肺診査医から閲覧等 を求め られた場合には、直 ちに必要事項が明 らかにさ

れ、写 しを提出することができる等、保存義務のある画像情報 を必要に応 じて速

やかに利用できるシステムとなっでいること。

3秘 密の保持が確保 されていること

電子媒体に記録 された保存義務のある画像情報が守秘義務 を課せ られた者以外に

よって利用 され、又は参照 されることを防止するシステムとなっていること。
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(参考2)

申告 ・申請の電子化を実施 している事例の概要

1特 許 申請に係るペーパー レスシステム(通 商産業省(特 許庁))

(1)導 入の背景

出願件数が膨大であ り、審査期間が長期化 していたこと、 また、外 国等から審査期

間の短縮及び情報利用の促進要請があ ったため。

② システムの概 要

平成2年12月 から、特許 ・実用新案登録の出願か ら審査、審判、登録、公報の発行

に至 るまでの過程 を総合的にコンピュー タ化 し、従来の紙による出願に加え、オンラ

イン及 びFDに よる出願 を可能と している。

なお、出願者は事前に9桁 の識別番号の付 与を受けなければならず、 この番号が以

後の手続の際の出願者の確認情報 となる。

また、押印に代わるものとして、バーコー ド等を付 した識別 ラペルをFDに 貼付す

ることとされてお り、 さらに、手数料 については、予納制度が採用 されている。

③ 申告 ・申請等件数及び媒体別の申告 ・申請等の割合

件数:年 間約44万 件(平 成5年 度)

割合:オ ンライン出願66%、FD出 願30%、 書面出願4%(平 成7年1月 ～

9月)

2建 築確認支援 システム(建 設省)

(1)導 入の背景

建築物が大規模化、多様化、複雑化 していること等 により審査の長期化を招いてい

るこ と、 また、新たな行政ニーズに対応 した情報の蓄積、活用 を図る必要性が認めら

れたため。

② システムの概要

平成5年 度 から、主と して、特定行政庁が指定 した区域 においてFDに よる建築確

認 申請 を可能 としている。ただ し、押印が必要な書類や図面については書面による提

出 となっている。

なお、平成6年3月 末時点でFD申 請の受付 を行っている特定行政庁 は、29機 関で

ある。

(3)申 告 ・申請等件数及び媒体別の申告 ・申請等の割合

件数:年 間約100万 件

割合:FD申 請1割 未満、書面9割 以上(平 成6年4月 ～ll月)
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3通 関情報処理システム(NACCS)(大 蔵省)

(1)導 入の背景

通関業者等か ら輸入貨物 を早 くさば くため に審査期間短縮の要望があったこと、 ま

た、輸出入貨物の増大に伴 い貨物保管 スペースが狭腔化 して きたため。

(2)シ ステムの概要

航空貨物通関情報処理 システム(Air-NACCS)は 昭和53年8月 か ら、海上貨物通関

情報処理 システム(Sea-NACCS)は 平成3年10月 からそれぞれ運用 されてお り、その

システムは、通関業者が端末機か ら申告事項 を入力することにより、 コンピュータが

通貨換算、課税計算等を行い、申告内容 を完成 させ、その結果を通関士が確認 し、税

関 に送信することにより申告 となる ものである。

また、税関の審査区分は、システムが 自動的 に選定する仕組み となってお り、簡易

審査扱 いの もので税金のかか らない もの等は即座に許可 とな り、書類審査又は検査扱

いになった ものについては、関係書類 を税関に提出 しなければならない。

なお、関税等については、銀行に専用口座 を設けることにより、自動的に引 き落と

す システム となっている。

(3)申 告 ・申請等件数及び媒体別の申告 ・申請等の割合

件数:輸 出770万 件、輸入720万 件(平 成6年)

割合:オ ンライン申告9割 、書面 申告1割

4貿 易保険申込みのペーパーレスシステ ム(通 商産業省)

(1)導 入の背景

輸出組合等から輸出保険の申込み を紙ではな く磁気テープ(以 下 「MT」 とい

う。)で 行いたい旨の要望があったため、それに答えたものである。

② システムの概要

貿易保険の申込み を、従来の紙に加 え、FD、MT及 びOCRシ ー トでも実施可能

としてい る。

ただ し、FD及 びMTで 申込み を行 う場合 は、記名、押印 を行った申込書(送 り

状)を2通 添付することとなってお り、OCRシ ー トの場合は、同シー トが申込書を

兼ねているため、シー ト上に記名、押印 をす ることとなっている。

(3)申 告 ・申請等件数及び媒体別の申告 ・申請等の割合

件数:年 間約60万 件

割合:FD約65%、MT約30%、OCRシ ー ト 約4%、 書面 約1%
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5医 薬品等のFD申 請 ・審査 システム(厚 生省)

(1)導 入の背景

薬事法 に基づ く承認又は許可に係る申請 ・審査等をペーパー レス化、ネッ トワーク

化 し、行政情報の電子化 と高度利用 を進め、事務処理の迅速化 をめ ざすための システ

ム構築の第一段 としてシステ ム整備 を行 った ものである。

② システムの概要

薬事法 に基づ く医薬品、医薬部外 品及び化粧品の製造(輸 入)承 認 申請 を、従来の

書面 に加 えFDに よる申請 も可能と している。

ただ し、申請者等の氏名、住所、申請等の趣旨及び年月 日を記載 した書類 は従来 ど

お り書面で提出する こととなっている。

なお、FD申 請の受付は、平成7年6月 か ら21都道府県で受付 を開始 してお り、平

成8年2月 段階で42都 道府県がFDに よる申請の受付 を行 っている。

(3)申 告 ・申請等件数及び媒体別の申告 ・申請等の割合

件数:FD申 請の受付開始が始 まった平成7年6月 から12月 までの各部道府県か ら

厚生省に進達があった件数は、医薬品2,856件 、医薬部外品1,356件 、化粧

品846件 となってい る。

割合:FD申 請 約29%、 書面申請 約71%(平 成7年6月 ～12月)

6電 気通信役務通信量等の磁気デ ィスク による提出(郵 政省)

(1)導 入の背景

電気通信役務通信量等 について、磁気 ディスクによる提出 を認め ることに より事務

処理の効率化 を図るため。

② システムの概要

第一種電気通信事業者等が郵政大臣に提出する電気通信役務通信是等 について、平

成7年 度以降順次磁気デ ィスクに よる提出を認めて きているところであ り、現段階で

磁気 デ ィスク提出を認めているのは電気通信役務通信量、財務諸表、工事担当者や電

気通信主任技術者 に係る認可 申請書の添付書類等である。

(3)申 告 ・申請等件数及び媒体別の申告 ・申請等の割合

件数:電 気通信役務通信量 年間約100件

財務諸表等 年間約100件

工事担当者 に係る認可申請書の添付書類等 年間約200件

電気通信主任技術者 に係 る認可申請書の添付書類等 年間約20件

割合:電 気通信役務通信量:紙40%、 磁気デ ィスク60%

一51一



資料4 電子化 に対応 した申請 ・届出等手続の見直 し指針

平成8年9月2日

行政情報システム各省庁連絡会議 了承

「行政情報化推進基本計画」(平 成6年12月25日 閣議決定)に おいては、国民等 との間

の様々な行政手続等 について、事案審査等行政機関内部の事務処理 を合理化 ・迅速化する

情報システムの整備に合 わせ 申請、届 出、報告、相談等の電子化 を業務内容に即 して推進

することとされ、また、 国民等か らの各種申請 ・届出等手続 について、電子化に対応 した

もの とするための見直 し指針を策定することが明記 されている。

さらに、「当面の行政改革の推進方策 について」(平 成7年12月25日 閣議決定)に おい

ては、電子化 に対応 した各種 申請 ・届 出等手続の見直 しについて、平成8年 度に、行政情

報 システム各省庁連絡会議 において指針 を策定 し、 これに基づ き逐次所要の措置を講 ずる

こととされている。

一方
、平成7年2月 に高度情報通信社会推進本部が決定 した 「高度情報通信社会推進 に

向けた基本方針」 を受 け、情報通信の高度化 に対応 した諸制度の見直 しの一環 として、書

類の電子データによる保存 と申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化について検討 を行

うため、 同年9月 か ら制度見直 し作業部会が開催 されるこ ととなった。制度見直 し作業部

会においては、 申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパー レス化 について、行政情報化推進基本

計画に基づき行政情報 システ ム各省庁連絡会議で進 め られている電子化に対応 した申請 ・

届 出等手続の見直 し指針の策定のための検討作業 と連携 ・整合性 を確保することとされ、

平成8年6月 、制度見直 し作業部会報告書が取 りまとめ られた。 また、同年8月 には、政

府 としては、当該報告書を最大限尊重 し、同報告書 に基づ き申告 ・申請手続の電子化 ・ペ

ーパーレス化 を積極 的に推進する旨の高度情報通信社会推進本部決定が行われた。

本指針は、各省庁が電子化に対応 した申請 ・届 出等手続 の見直 しを行 うに当た り、基本

的な方向を定めるものと して策定す るものである。

1基 本的な考え方

制度見直 し作業部会報告書 におけ る実施指針 の基本 的考え方を踏 まえ、国民等か らの

申請 ・届出等手続 について電子化 に対応 したもの とするための見直 しを行 うことによ り

電子化を原則 として実施 することと し、関係法令の改正等所要の措置を講ずる。
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電子化を進めるに当たっては、申請 ・届出等に係 る手続、様式等の簡素化 ・統一化 を図

り、国民等の負担軽減 を進め るとともに、原則 として、紙 による申請 ・届 出等手続 も引 き

続 き可能 とする。 また、電子化については、オフラインによる電子化(フ レキシブルデ ィ

スク等の磁気媒体等の提 出によ り申請 ・届出等を行 うこと。以下 「電子化(オ フライン)」

という。)と オンラインによる電子化(端 末機等により通信回線を利用 して電子情報 として

そのまま磁気媒体等に入力で きる方法で 申請 ・届出等を行 うこと。以下 「オ ンライン化」

という。)に 分けるものとする。基本的にはオンライン化 を目指す ことと し、手続の実態等

か らみて、オンライン化が進み に くい ものについては、当面、電子化(オ フライ ン)か ら

着手することとするが、電子化(オ フライン)又 はオンライン化のみ を実施 することも可

能 とする。

なお、申請 ・届 出等 の範囲について は、法律、政令、府省令及び告示によ り国民等が国

の行政機 関に対 して行 う申請、届出、報告、相談等 と し、国民等 とは、 国民、外国人、民

間企業、公益法人等 をいうこととする。

2実 施範 囲、実施時期等

(1)実 施範 囲の原則

国民等 か らの申請 ・届出等手続の電子化 に当たっては、① 申請 ・届 出等手続を行 う者の

範囲が特定 されているものを中心 として、② 申請 ・届 出等手続 に反復性 ・継続性があるも

の及び③年間手続件数が一定以上のものについて実施する。

また、 申請 ・届 出等手続 を行 う者の範 囲が特定 されていない ものであ って も、手続 に反

復性 ・継続性があるもの及び年間手続件数が一定以上であるものについては、電子化の対

象 とするほか、これ らの要件 に該当 しないものであって も、電子化 を実施 することとする

手続 と関連する手続や相談等早急な電子化が可能な手続 については、電子化 を進 めること

とする。

なお、上記①、②及 び③の要件 に関 しては、3要 件 にすべて該当するもの、2要 件 に該

当するもの等によって、その優先順位 に配慮することとする。

(注1)申 請 ・届 出等手続 を行 う者 の範 囲が特定 されて い る もの とは 、 申請等 を行

う者が特定業界の業者 ・団体、資格 ・免許等 を有する者、登録等を行 って いる者等対象者

が限定 されているもの とする。

(注2)申 請 ・届 出等 手続 に反 復性 ・継続性 があ る もの とは、 同一 の手続 が 一定周
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期で繰 り返 されるもの とす る。

(注3)年 間手続 件数 が 一定 以上 の もの につ いて は、各 省庁 が所 管 す る手続 数 、各

手 続 ご との 年 間 手 続 件 数 等 が 区 々 とな っ て い る こ と に か ん が み 、 各 省 庁 に お

いて適宜基準を定 めるもの とする。

(2)実 施範囲及び実施 時期の考え方

申請 ・届出等手続 の電子化の実施範 囲及び実施時期 にっいては、別紙 を参考に、原則 と

して次によ り行 うもの とする。

ア 申請 ・届 出等手続 を行 う者の範囲が特定 されているもの

(ア)申 請 ・届 出等手 続 に反復 性 ・継続性 が あ る もの、 年 間手続 件 数 が一定 以上 の

もの

1)電 子化(オ フライン)に ついては、速やかに実施する。

オ ン ライ ン化 につ い て は、 行 政 機 関 の 受 理 シス テ ム が整 備 され て い る もの 又

は整備の検討が進め られているものについて速やかに実施 する。

また、オ ンライ ン化の検討が進んでいない もの、受理 システム等が整備 されていない も

の等については、早急に検討 を進め、その結果に基づき受理 システムの整備等を図 りつつ、

平成11年 度までを目途 にオ ンライ ン化を実施する。

II)電 子化(オ フライン)に 関 し下記の(3)に 掲げる課題等があるものについては、課題解

決の検討 を早急に進め、平成11年 度までを目途 として速やかに電子化 ・(オ フライ ン)を

実施 する。

また、電子化(オ フライ ン)に 関 し、下記の(3)に掲 げる課題等 について特 に慎重な検討

を要する場合は、課題解決の検討を早急に進め、可能 な限 り早期に電子化(オ フライン)

を実施する。

III)オ ンライン化に関 し下記 の(3)に掲 げる課題等 の解決に相当の期間を要するものについ

ては、課題解決の検討 を早急 に進め、その結果に基づ きシステ ム整備等を図 りつつ、可能

な限 り早期にオンライ ン化 を実施する。

申請 ・届 出等手続 に反復性 ・継続性 がないもの、年 間手続件数が一定以上でない もの

ア)の 要件 に該当するものであって電子化 を実施 するもの と同 じ法令等に基づ く関連する

手続については、同時に電子化 を実施する。

II)そ の他の ものであって も、手続 の態様等 を踏 まえ、可能な限 り速やかに電子化 を実施

する。
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イ 申請 ・届出等手続 を行 う者の範囲が特定されていないもの

(ア)申 請 ・届 出等手続に反復性 ・継続性があ るもの、年間手続件数が一定以上であるも

の

1)オ ンライン化 に関 し厳密 な本人確認 を必要 としないもの等及び電子化(オ フライン)

については、原則 として、上記アの申請 ・届出等手続 を行 う者の範囲が特定 されているも

のと同様に実施す る。

II)オ ンライン化 に関 し、本 人確認 に係 る課題等があるものについては、早急 に課題解決

の検討 を進め、その結果 に基づ きシステム整備等 を図 りつつ、可能 な限 り早期 にオ ンライ

ン化を実施 する。

(イ)申 請 ・届出等手続 に反復性 ・継続性 がないもの、年間手続件数が一定以上でない も

の上記アの(イ)と 同様に電子化 を実施 する。

(3)申 請 ・届出等手続の電子化に当たっての課題 と方策

申請 ・届 出等手続のオ ンライ ン化又は電子化(オ フライ ン)を 進 めるに当たっては、以

下のような課題 があ り、それぞれの方策 によって解決を図 る必要があるが、各省庁 におい

ては、電 子化の推進上の課題 に対 する解決方策等 に関する調査研究 を行い、その結果に基

づ き早期 の実施に努めることとする。

また、全省庁 において参考 となる共通的な電子化に係 る課題に対 する解 決方策 等に関す

る調査研究 については、行政情報 システム各省庁連絡会議 の関係専 門部会等 において、 そ

の実施(又 は予定)内 容、実施結果等についての情報の交換 に努めることとする。

ア 本人確認、セキュリティの確保 等

申請 ・届出等手続 をオ ンライ ン化する場合、① 申請書等を送信 した者が申請者本人であ

ることの確認(本 人確認)、 ② データ送信時における回線上のデータの漏洩等の防止(セ キ

ュ リテ ィの確保)及 び③データの送信者及び受信者双方における送信 ・受信の確認(送 受

信確認)が 基本的に必要である。

これ らに対 しては、次の方策 を参考 としてオ ンライン化 を進めることとする。

1)本 人確認、データの保護、データの漏洩防止、デー タ改 ざん ・変質の検知及び発信 ・

受信証明の機能 を有 した暗号技術、 これを利用 したデジタル署名の活用(な お、絶対に破

られない暗号は存在 しない といわれてお り、暗号化技術 の進展状況等 を踏 まえつつ、定期

的な見直 しや機能強化を図 る必要がある。)

II)不 特定の個人が行 う申請 ・届 出等手続 の場合であって申請者等について本人確認が必
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要なものにおける個人識別番号の利用等本人確認 システムの確 立(た だ し、電子化(オ フ

ライン)に よる申請 ・届出等手続の場合には、行政機関が発行するバー コー ド機能等を備

えた識別 ラペルの フレキシブルデ ィス ク等への貼付等 によ り本人確認を可能 とする方法も

ある。)

イ 手数料の納付方法

申請 ・届 出等手続 をオ ンライン化す る場合、手数料の納付方法 として 申請書等 に印紙 の

貼付が必要なものについては、手数料の納付方法等に関する課題が生ず る。

これらに対 しては、制度 の趣 旨 ・目的に応 じて、現在行われてい る次の例のような方法

を導入することが考え られ る。

1)予 納制度(事 前 にある程度 の手数料 を納付 し、手続の際 に当該手続 に係 る手数料 が 自

動的に引き落とされ る制度)

II)関 税等 の自動納付 システム(銀 行等 に専用 口座 を設けることによ り、 当該口座 か ら自

動的に関税等が引 き落 とされる制度)

なお、銀行等 に開設されている国の行政機関の口座 に振込 を行 う現金納付や口座振替 につ

いて検討することも有益である。

また、電子マネーを利用 した電子取引システム等が確立 された場合 には、そのシステ ム

を導入することも考え られ る。

ウ 電子化が困難な書類、対象物等への対応

電子化 した場合に真正性が保証で きない添付書類、図面等の複雑 な添付資料等が多 い申

請 ・届出等手続については、現段階ではオ ンライン化 することは困難であるが、制度の趣

旨 ・目的に応 じて、電子化 が困難な書類は紙によ り提出することとし、

それ以外の書類をフレキシブルデ ィス ク等によ り提 出す ることとして、電子化(オ フラ

イン)を 可能 とする方法もある。

また、直接、対象物の検査等が必要であ り、行政機 関への対象物の持 ち込み、現地での

対象物の検査等が必要なもの及び直接、申請 ・届出等 の本人に対する試験、検査等が求め

られるものについて も、現段階ではオンライン化す ることは困難であ るが、対象物等電子

化が困難なもの以外の書類 をフレキシブルデ ィスク等 によ り提出することとして、電子化

(オ フライン)を 可能 とする方法もある。
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3そ の他

(1)推 進体制の整備

各省庁は、 申請 ・届 出等手続の電子化 を円滑に進めるため、推進体制を整備 ・充実 し、

例 えば以下の事項 を実施 することによ り推進するもの とする。

① 電子化 に係 る推進上の課題 に対する解決方法等 についての調査研究の推進

② 電子化 に係 る実施計画の策定及び実施結果の把握

③ 電子化 に対応 した関連法令等の見直 しの推進、連絡 ・調整

④ 電子化 と整合性 を とって実施 すぺ き情報システム等の連絡 ・調整

(2)他 のシステム等 との整合性の確保等

各省庁は、 申請 ・届出等手続 の電子化に当たっては、情報通信技術の動向に留意 し、他

の情報 システムの整備計画 と整合性 をとるとともに、JIS、ISO等 に準拠 した媒体 ・

論理規格、ITU等 に準拠 したオンライン通信規約 ・手順等の基本的規格等 を統 一的 に採

用 することによ り標準化を図 ることにも配慮 するものとする。

(3)地 方公共団体 との連携 ・協力

各省庁は、行政 の情報化 を一層効果的なものとするとともに国民等 に対 する総合的な行

政サー ビスを確保する観点か ら、所管する法令等によ り地方公共団体の長等 に機 関委任 さ

れている事務 に係 る申請 ・届 出等手続の電子化についても、対象者の範囲、手続 内容、事

務の態様、地方公共 団体及び国民等のニーズ等 を踏 まえ、国の行政機関に係 る申請 ・届 出

等手続 の見直 しに合わせ、所要の措置を講ずるよう努めるものとする。

(4)フ ォローア ップ

各省庁 は、別に行政情報 システム各省庁連絡会議幹事会 了承事項 とするところによ り、電

子化に対応 した申請 ・届出等手続 の見直 しが本指針 に沿 って政府全体 として円滑に推進 さ

れるよう、見直 しの結果、実施状況等についてフォローア ップを行 うとともに、総務庁 行

政管理局 に報告するもの とする。

総務庁行政管理局 は、制度見直 し作業部会報告書の 「IV今 後の進 め方」の 「2.フ ォ

ローアップ」に定め るところによ り、 これを内閣官房内閣内政審議室 に報告するもの とす

る。

(5)国 民等への周知等

各省庁 は、国民等 に対 して電子化の予定等についての周知等に努めるもの とする。
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